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第１節 多様な主体による復興

１．仙台市の市民協働

本市では、清流広瀬川をよみがえらせた

昭和 年代からの「河川浄化運動」や、昭

和 年代の「脱スパイクタイヤ運動」に代

表されるように、市民運動と行政の連携に

よる取り組みが盛んに行われてきており、

これらの活動を通して醸成されてきた豊か

な市民力は、本市の大きな強みとなってい

る。

本市においては、「仙台市市民公益活動の

促進に関する条例」を制定した平成 年に

「市民協働元年」を宣言し、全国で初めて

公設民営の「市民活動サポートセンター」

を設置するなど、全国に先駆けて市民活動

の促進に取り組んでおり、あらゆる分野で

多彩な市民活動が展開されてきた。

また、地域活動の要となる町内会の加入

率も、平成 年度で と他の指定都市

と比較しても高い水準にあることも本市の

特徴であり、自主防災組織とも連動して、

住民による地域づくりが活発に行われてき

た。

東日本大震災からの復旧・復興において

も、これまでの都市づくりの歴史の中で培

われてきた市民力が発揮され、復興への大

きな礎となってきた。

昨今は、人口減少社会の到来や、市民の

価値観の変化等に伴い、地域の抱える課題

も多様化し、複雑さを増している。このよ

うな中で、今後の都市の持続可能な発展を

支えるためには、多様な主体がそれぞれの

力を生かし、連携・協力しながら課題解決

の方法を創りあげていく、協働によるまち

づくりをより一層推進していく必要がある。

本市では、平成 年７月に「仙台市協働

によるまちづくりの推進に関する条例」を

施行した。さらに平成 年１月には同条例

に基づく「仙台市協働によるまちづくりの

推進のための基本方針」を策定し、「誰もが

心豊かに暮らし続けることができる協働の

まち・仙台」の構築を目指している。

２．復興期の多様な活動

「ボランティア元年」と言われる阪神・

淡路大震災以降、平成 年の特定非営利活

動促進法の成立など、国による社会基盤整

備が進むとともに、ボランティア活動をは

じめとする自由な社会貢献活動に関する国

民の意識も高まりを見せてきた。

そして、今回の東日本大震災からの復

旧・復興の過程においても、地域住民はも

ちろんのこと、さまざまなボランティアや、

ＮＰＯ、ＮＧＯ、大学等の教育機関、企業

など、多様な主体による支援の力が大きな

支えとなり、まちの回復への原動力となっ

た。

（１）災害ボランティア

発災直後より、全国から多くのボランテ

ィアが被災地に駆けつけ、炊き出し、がれ

きの撤去、津波被災住宅の泥かき、物資搬

送、家財の片付け、避難所の運営支援、高

齢者の生活支援など、多岐にわたって活躍

をした。

一般ボランティアは、社会福祉法人仙台

市社会福祉協議会が開設する災害ボランテ

ィアセンター（第４章第５節参照）にボラ

ンティア登録を行った上で活動を行ったが、

中には、登録はせずに、避難所などに直接

赴いて活動する方も多かった。また、ＮＰ

Ｏ等の中にも、ボランティア希望者と被災

地をつなぐ、中間支援の役割を担う組織も

立ち上がり、ボランティアの多様な活動を

支援した。

一方で、市内に居住する多くの市民も、

自らも被災しているにもかかわらず、若者

を中心に、精力的にボランティア活動を行

ってきた。市内の多くの大学においては、

ボランティアセンター等が設置され、多く

の大学生がさまざまな分野、場面で復興の
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サポートするアドバイザー派遣等を、田子

西地区、荒井東地区等において実施してお

り、住民自治組織の活性化に向けた支援に

も力を注いでいる。

３．仙台市市民活動サポートセンターの取り組

み

（１）施設概要

仙台市市民活動サポートセンターは、市

民活動をより活力のあるものとし、市民・

事業者・行政による協働のまちづくりを推

進していくことを目的として、平成 年６

月に設置された、全国初の公設民営の施設

である。市民活動に関する相談、活動の場

の提供、情報の収集・発信、人材育成、連

携・交流推進などの事業を展開しており、

指定管理者は特定非営利活動法人せんだ

い・みやぎＮＰＯセンターである。

（２）復興支援活動

仙台市市民活動サポートセンターでは、

発災直後より、復興支援活動を行う団体や

市民に対し、震災情報・支援情報の提供を

開始した。その後、平成 年３月 日よ

り施設を再開し、復興支援活動を行う団体

のサポート拠点としての運営を開始した。

これにより、多くの団体が市民活動サポー

トセンターを活動拠点とし、各団体の活動

状況について情報交換をしたり、担当地域

や業務を割り振ったりするなど、復旧期の

効率的な支援活動に繋がった。

市民活動サポートセンターでは、平成

年４月より、ＮＰＯや市民活動団体等が行

う復興支援活動をまとめた広報誌「震災復

興支援活動情報 サポセンかわら版」を発行

し、各避難所や公共施設などで配布した。

平成 年 月 日発行の第 号からは、

「仙台市復興定期便」に同封し、借上げ民

間賃貸住宅を含む仮設住宅入居者に直接配

布された。

「サポセンかわら版」は、被災地におい

てさまざまな団体が多様な支援活動を行う

中、その活動を一括して掲載し、被災者に

対しまとまった形で情報提供することで、

有益な情報源として活用された。

「サポセンかわら版」は平成 年２月

日発行の第 号をもって発行を終了し

たが、この間、計 団体の支援活動を紹

介してきた。

また、市民活動サポートセンターでは、

復興支援活動団体に向けての相談窓口の設

置や、団体同士の交流の場の提供、各団体

の復興支援活動報告会の開催等、さまざま

な形で、団体への支援を行った。

写真 サポセンかわら版

４．国連防災世界会議での発信

平成 年３月、本市で開催された第３回

国連防災世界会議に合わせ、広く一般に公

開されたパブリック・フォーラムでは、本

市の復興の特徴である「市民協働」と「男

女共同参画」の視点から防災や復興に関す

る議論を深め、その成果や課題を発信する

ため、「市民協働と防災」、「女性と防災」の

２つのテーマ館を設置し、シンポジウムや

ワークショップ、展示等を集中的に実施し

た（第 章第１節参照）。

（１）「市民協働と防災」テーマ館

仙台市市民活動サポートセンターを会場

とした「市民協働と防災」テーマ館では、

「マチノワ～つながる想いを、マチのチカ

ラに～」を企画コンセプトとし、震災で顕

 
 

一端を担う活躍をしてきた（本章第６節参

照）。

（２）ＮＰＯ活動

①本市のＮＰＯ活動の特徴

前述のとおり、本市においては、平成

年の「市民協働元年」以降、市民の主体的

な参画による協働を基調としたまちづくり

を進めてきており、多様な市民力が醸成さ

れてきた。

今回の震災においては、国内外からさま

ざまな団体が本市に入り、多大なる支援が

あった一方で、もともとの活動基盤とノウ

ハウを有し、地域の状況にも精通している

市内のＮＰＯ等が、大きな力を発揮したこ

とが、本市の復興のひとつの特徴と言える

であろう。これらの地元団体は、震災で自

らも被災しながらも、発災直後より活動を

開始し、独自の発想やネットワーク力を生

かし、地域に寄り添った幅広く柔軟な活動

を展開し、行政のみでは成し得ない復興の

担い手となった。

また、本市を拠点として県内をはじめ岩

手県や福島県への支援を広域的に展開した

団体も多くあった。

今回の震災においては、特定非営利活動

法人ジャパン・プラットフォーム（本章第

３節参照）や、公益財団法人日本財団をは

じめ、世界中の企業や財団等から被災地へ、

多額の寄付金や資金助成が行われた。これ

らは、震災直後は申請要件が緩和されるな

どの手厚い対応があったこともあり、被災

地で活動する多くのＮＰＯ等の貴重な支援

活動資金となったが、復興が進むにつれ、

ＮＰＯ等の中には、こういった寄付金や助

成金に頼らない安定した財政基盤を築くた

め、いち早く収益性の高い事業に着手する

など、持続可能で幅広い事業展開を行って

いる団体も見られている。

②中間支援組織の役割

震災直後、市外、国外から駆け付けた多

くのＮＰＯや、さまざまな団体・企業が、

被災地において円滑に支援活動を行うため

には、人材、資金、情報等の面で活動を支

える仕組みが必要であり、それを担う中間

支援組織の役割が求められた。

本市において、その中間支援組織の役割

を主に担ってきたのが、平成 年３月

日に立ち上がったみやぎ連携復興センター

であった。

みやぎ連携復興センターは、特定非営利

活動法人ジャパン・プラットフォーム、公

益社団法人仙台青年会議所、一般社団法人

パーソナルサポートセンター、被災者をＮ

ＰＯとつないで支える合同プロジェクト、

特定非営利活動法人せんだい・みやぎＮＰ

Ｏセンターの５団体が連携して設立した団

体であり、設立以降、行政や自衛隊、ＮＰ

Ｏ、ＮＧＯ等と連携しながら、市外・国外

からの支援団体と、地元で被災者支援活動

を行うＮＰＯ等との間をつなぐ、調整役を

担ってきた。

せんだい・みやぎＮＰＯセンターの特別

事業部門として活動してきたみやぎ連携復

興センターは、平成 年７月に一般社団法

人の認可を受け、事業目的を「復興の実現」

から「復興を契機とした住民主体の地域社

会の実現」へと切り替え、事業内容につい

ても、設立当初の「支援者支援」に加え、

被災地を直接支援する「主体者支援」へと

拡大している。

具体的には、復興や地域づくりを行う多

様な担い手の情報・連携コーディネートを

行う連携促進事業や、人材の発掘・育成を

行う人材育成事業、住民主体の自律的コミ

ュニティの形成を促進する地域づくり事業、

被災地での課題やニーズを掘り起こし、自

治体に対し提案を行う政策提言事業等、被

災地における地域社会の発展に向け、幅広

く取り組みを展開している。

なお、本市においては、上記地域づくり

事業の一環として、復興公営住宅への入居

等による新たな地域コミュニティづくりを
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の復興支援活動報告会の開催等、さまざま

な形で、団体への支援を行った。

写真 サポセンかわら版

４．国連防災世界会議での発信

平成 年３月、本市で開催された第３回

国連防災世界会議に合わせ、広く一般に公

開されたパブリック・フォーラムでは、本

市の復興の特徴である「市民協働」と「男

女共同参画」の視点から防災や復興に関す

る議論を深め、その成果や課題を発信する

ため、「市民協働と防災」、「女性と防災」の

２つのテーマ館を設置し、シンポジウムや

ワークショップ、展示等を集中的に実施し

た（第 章第１節参照）。

（１）「市民協働と防災」テーマ館

仙台市市民活動サポートセンターを会場

とした「市民協働と防災」テーマ館では、

「マチノワ～つながる想いを、マチのチカ

ラに～」を企画コンセプトとし、震災で顕
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第２節 新しいふるさとづくり

津波により甚大な被害を受けた本市沿岸

部や、宅地被害のあった内陸丘陵部などで

は、地域の復興に向け、住民主体によるさ

まざまなまちづくりの取り組みが進められ

ている。また、防災集団移転や復興公営住

宅への入居により、新しいコミュニティづ

くりも始まっている。本節では、具体的な

事例として、いくつかの団体や町内会等の

取り組みについて記載する。

１．津波被災からの再生に向けたまちづくり

①中野小学校区復興対策委員会

宮城野区中野地区の４町内会（港、蒲生、

西原、和田）は、明治６年開校の中野小学

校を中心とした住民同士の結束力の強い地

域であった。

中野地区は震災により甚大な津波被害を

受け、その大部分が災害危険区域となった。

そこで、地域および地域住民の復興を確実

に進めていくために、４町内会が団結し、

発災から９日後の平成 年３月 日には

「中野小学校区災害対策委員会」として活

動を開始した。その後６月に「中野小学校

区復興対策委員会」と名称を変え、町内会

役員のほか、市の担当者や地元市議会議員

等で定例会議を開催し、復興事業の推進等

に向けた協議や、仮設住宅の生活状況等に

ついての情報共有を図ったほか、ホームペ

ージ「中野小学校区復興委員会コミュニテ

ィサイト“なかのコミサイ”」の運営、毎年

３月の合同慰霊祭の企画・開催等を通じて、

情報発信や地域コミュニティの維持に向け

たさまざまな活動を続けており、定例会議

は平成 年度末までに計 回が開催され

てきた。

平成 年度には、地域住民のゆかりの地

であり、平成 年度末に閉校した中野小跡

地に、地域の歴史を後世に伝える「中野地

区地域モニュメント」が設置されることと

なっており、今後もこの地を中心として、

中野地区の旧住民同士をつなぐ取り組みが

続けられていく予定となっている。

②南蒲生町内会復興部

南蒲生地区は、宮城野区沿岸部の仙台平

野に位置し、農家の生活とともに受け継が

れてきた居久根（いぐね）と呼ばれる屋敷

林と水田風景に囲まれた歴史ある集落であ

る。津波により、 世帯が甚大な被害を

受け、集落の一部は災害危険区域となった。

平成 年１月、南蒲生町内会の総会の場

で「南蒲生復興部」の創設を決定し、災害

危険区域内の防災集団移転対象世帯と、区

域外の現地再建および移転再建希望世帯、

三者三様の状況にあった地区の住民がとも

に地域の復興に向けた取り組みを進めるた

め、数多くの話し合いをすることになった。

特定非営利活動法人都市デザインワーク

スの支援を受けて、町内会の全世帯を対象

にしたアンケート調査や、住民同士でこれ

からのまちづくりを話し合うワークショッ

プを重ね、平成 年３月、これらの集大成

として「南蒲生復興まちづくり基本計画」

を策定した。この計画では３つの重点プロ

ジェクトとして、①安全・安心な暮らしが

できる環境づくり、②次代につなぐ居久根

のある景観づくり、③南蒲生らしさを生か

した産業・交流づくりを掲げた。

地域では、杜の都の田園文化を受け継ぐ

「新しい田舎」を目指して復興まちづくり

を進め、避難訓練や清掃活動、花と緑いっ

ぱい運動といった住民主体の具体的な取り

組みが少しずつ進んできた。また、平成

年３月には住民の交流拠点となる新集会所

が完成した。さらに、町内会ホームページ

の充実、「南蒲生復興５年史」の編さん等を

通じ、語り継ぎ活動、情報発信にも積極的

に取り組んでおり、平成 年３月の第３回

国連防災世界会議での被災地スタディツア

ーでは、国連事務総長の視察も実施された。

 
 

在化したさまざまな課題に対する市民活動

団体による取り組みや、国内外の団体と被

災地との連携の事例など、復興や防災に関

するさまざまな活動についての発信を行っ

た。

テーマ館の企画・運営は、多様な主体が

連携して結成した「防災からまちづくりを

考える実行委員会」（構成員：一般社団法人

泉青年会議所、公益社団法人仙台青年会議

所、大学間連携災害ボランティアネットワ

ーク、 防災世界会議日本ＣＳＯネット

ワーク、特定非営利活動法人せんだい・み

やぎＮＰＯセンター、仙台市）が担った。

３月 日から 日までの４日間の開催

期間中、 団体が参加し、「ひきだす・支

える・つながる・ひろげる」のテーマに沿

って、シンポジウムやワークショップなど

のプログラムを実施し、延べ 人の来

場があった。

また、各国の市民同士が学び合う特別企

画として、「市民防災世界会議」を開催し、

本体会議参加者からの会議の報告や、国内

外の災害や復興事例について、参加者が国

を超えて語り合う貴重な場となった。

本テーマ館の運営にあたり、準備期間を

含め、延べ 人以上のボランティアが参

加し、ＳＮＳ等を通じた情報発信や、開催

期間中のテーマ館の案内誘導、通訳等に協

力した。

写真 「市民協働と防災」テーマ館

（２）「仙台防災枠組」での市民協働の位置づけ

第３回国連防災世界会議では、５日間に

わたる議論の成果として、今後 年間の国

際的な防災の取組指針となる「仙台防災枠

組 」と会議参加各国の枠組推進

への決意を表明する「仙台宣言」が採択さ

れた。

同枠組では、防災・減災を推進するため

には、国や自治体だけでなく、市民、地域

団体、企業等の多様なステークホルダーが、

主体的に取り組みを進め、コミュニティの

能力を強化することの重要性が明記された。
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第２節 新しいふるさとづくり

津波により甚大な被害を受けた本市沿岸

部や、宅地被害のあった内陸丘陵部などで

は、地域の復興に向け、住民主体によるさ

まざまなまちづくりの取り組みが進められ

ている。また、防災集団移転や復興公営住

宅への入居により、新しいコミュニティづ

くりも始まっている。本節では、具体的な

事例として、いくつかの団体や町内会等の

取り組みについて記載する。

１．津波被災からの再生に向けたまちづくり

①中野小学校区復興対策委員会

宮城野区中野地区の４町内会（港、蒲生、

西原、和田）は、明治６年開校の中野小学

校を中心とした住民同士の結束力の強い地

域であった。

中野地区は震災により甚大な津波被害を

受け、その大部分が災害危険区域となった。

そこで、地域および地域住民の復興を確実

に進めていくために、４町内会が団結し、

発災から９日後の平成 年３月 日には

「中野小学校区災害対策委員会」として活

動を開始した。その後６月に「中野小学校

区復興対策委員会」と名称を変え、町内会

役員のほか、市の担当者や地元市議会議員

等で定例会議を開催し、復興事業の推進等

に向けた協議や、仮設住宅の生活状況等に

ついての情報共有を図ったほか、ホームペ

ージ「中野小学校区復興委員会コミュニテ

ィサイト“なかのコミサイ”」の運営、毎年

３月の合同慰霊祭の企画・開催等を通じて、

情報発信や地域コミュニティの維持に向け

たさまざまな活動を続けており、定例会議

は平成 年度末までに計 回が開催され

てきた。

平成 年度には、地域住民のゆかりの地

であり、平成 年度末に閉校した中野小跡

地に、地域の歴史を後世に伝える「中野地

区地域モニュメント」が設置されることと

なっており、今後もこの地を中心として、

中野地区の旧住民同士をつなぐ取り組みが

続けられていく予定となっている。

②南蒲生町内会復興部

南蒲生地区は、宮城野区沿岸部の仙台平

野に位置し、農家の生活とともに受け継が

れてきた居久根（いぐね）と呼ばれる屋敷

林と水田風景に囲まれた歴史ある集落であ

る。津波により、 世帯が甚大な被害を

受け、集落の一部は災害危険区域となった。

平成 年１月、南蒲生町内会の総会の場

で「南蒲生復興部」の創設を決定し、災害

危険区域内の防災集団移転対象世帯と、区

域外の現地再建および移転再建希望世帯、

三者三様の状況にあった地区の住民がとも

に地域の復興に向けた取り組みを進めるた

め、数多くの話し合いをすることになった。

特定非営利活動法人都市デザインワーク

スの支援を受けて、町内会の全世帯を対象

にしたアンケート調査や、住民同士でこれ

からのまちづくりを話し合うワークショッ

プを重ね、平成 年３月、これらの集大成

として「南蒲生復興まちづくり基本計画」

を策定した。この計画では３つの重点プロ

ジェクトとして、①安全・安心な暮らしが

できる環境づくり、②次代につなぐ居久根

のある景観づくり、③南蒲生らしさを生か

した産業・交流づくりを掲げた。

地域では、杜の都の田園文化を受け継ぐ

「新しい田舎」を目指して復興まちづくり

を進め、避難訓練や清掃活動、花と緑いっ

ぱい運動といった住民主体の具体的な取り

組みが少しずつ進んできた。また、平成

年３月には住民の交流拠点となる新集会所

が完成した。さらに、町内会ホームページ

の充実、「南蒲生復興５年史」の編さん等を

通じ、語り継ぎ活動、情報発信にも積極的

に取り組んでおり、平成 年３月の第３回

国連防災世界会議での被災地スタディツア

ーでは、国連事務総長の視察も実施された。
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る環境づくり」「地域資源を生かした交流づ

くり」など、今後の展望が示された。

今後は「まちづくり計画」に定めた取り

組みの実践や新たな交流拠点として東六郷

小学校跡地の利活用の検討を行い、地域活

性化のため地域が主体となって津波被災地

域のまちづくりを進めていく。

⑥六郷・七郷コミネット

六郷・七郷コミネットは、津波浸水区域

の六郷・七郷地区のコミュニティの再生・

普通の暮らしに戻るまでの継続的な支援を

目的に、平成 年６月に若林区や若林区中

央市民センターの呼びかけにより立ち上が

った団体である。

この活動には、ＮＰＯ、企業、大学など、

さまざまな団体・機関が参加しており、総

会、運営委員会ならびに事業を推進する３

つの部会で構成されている。

サロン・交流部会では、仮設住宅におけ

る語らいや集いの場の提供を行い、コミュ

ニティのケアや維持に努め、「お茶っこ飲み

会」「がんばれ援歌」「被災者情報交換会」

などを開催した。

ふるさと継承事業部会では、震災で失わ

れた故郷を次世代に伝えることを目的とし

て「地域誌（ふたつの郷）」を作成したほか、

特定非営利活動法人 世紀アーカイブ仙

台の協力により、「“昭和の仙台”８ミリで

楽しむっ茶会」を開催するなどした。

情報発信事業部会では復興公営住宅周辺

を紹介したエリアマップ「ふらっと若林」

の作成や、ホームページやソーシャルネッ

トワーキングサービス（ＳＮＳ）を活用し

た情報発信等を行い、ネットワークの輪を

広げ効果的な支援活動に繋げていった。

多様な支援団体がそれぞれの資源を生か

し、互いに連携・協働するコミュニティネ

ットワークが構築されたことが、地域課題

の掘り起しや、効果的な支援活動の実施に

つながった。

⑦特定非営利活動法人都市デザインワークス

特定非営利活動法人都市デザインワーク

スは、平成 年に東北大学都市デザイン学

講座ＯＢを中心とした研究者や実務者が結

集して設立した法人で、仙台を拠点に市民

主体のまちづくりを実践・支援している。

設立以前から仙台都心を流れる広瀬川流

域一帯を都市と自然が融合する「せんだい

セントラルパーク」と見立て、杜の都のシ

ンボルエリアとしての価値や魅力を発信し、

さまざまな市民団体と連携して体験プログ

ラムの提供などの活動を続けている。

震災後は、甚大な被害を受けた南蒲生や

新浜、六郷東部地区において、地域が主体

となって取り組む復興まちづくり計画の策

定やその実践活動を支援している。また、

被災地の復興にかかわる中で、津波で失わ

れた仙台東部の原風景である居久根（いぐ

ね 屋敷林の呼称）を、現代の暮らしに沿っ

た新たな形で再生させ、次世代に継承しよ

うと、地域や専門家、行政などと連携して

「仙台平野『みんなの居久根』プロジェク

ト」にも取り組んでいる。その他、市内各

地で多様な取り組みを展開しており、今後

も本市のまちづくりを先導していくことが

期待される。

２．内陸丘陵部宅地被害地域のまちづくり

①折立団地東部町内会被災復興の会

市内でも大規模な滑動崩落被害があった

青葉区折立五丁目地区では、発災直後であ

る平成 年３月 日に「被災者の会」が

立ち上がり、その後、「折立団地東部町内会

被災復興の会」と名称を変え、毎週木曜日

に役員会、月１回で全体集会を行い、被災

者同士の情報共有の場として機能した。

また、町内会の意見をとりまとめ、行政

に対するさまざまな要望活動を行い、その

結果、法務局において地震で曖昧になって

いた私有地境界の復元などが行われた。

本市において平成 年 月 日より滑

動崩落対策の工事に着手、平成 年３月

 
 

③新浜復興の会

新浜地区は、宮城野区沿岸地域の仙台平

野に位置し、海岸や貞山運河にほど近く、

水田が広がる自然環境豊かな歴史ある地域

である。津波により、約 世帯あった集

落は甚大な被害を受け、同地区の一部は災

害危険区域となった。

平成 年度末、住民の心の復興や、迅速

な情報提供等を目的として、町内会をはじ

め、さまざまな地域団体を構成員とする、

新浜復興の会が立ち上がった。会合では、

現地再建を希望する住民、移転を希望する

住民の双方の意見を尊重しながら、地域の

復興に向けた話し合いが重ねられた。

後に、移転再建希望者 世帯は、本市の

コミュニティ移転再建に係る支援事業を活

用し、宮城野区上岡田の久保野地区に移転

することとなり、また、現地再建希望者は、

今後の新浜地区の安心・安全なまちづくり

に向け、引き続き活動を進めることとなっ

た。

平成 年３月、復興まちづくりの指針を

まとめた「新浜地区復興まちづくり基本計

画」を策定した。この計画では、重点プロ

ジェクトとして、災害に強い安全な防災ま

ちづくり、多世代が安心して暮らせる快適

まちづくり、訪れたくなる魅力あふれる活

気まちづくりを掲げている。

地区では、避難訓練や、まち歩きの実施

等、地域主体の取り組みが進んでおり、今

後は新しく整備した集会所を活用したさま

ざまな交流事業が展開される予定となって

いる。

また、同地区では、女性同士のコミュニ

ケーションの場を作っていくことの必要性

から「新浜女子会」も結成され、手しごと

等を通じた心の復興に向けた女性同士の活

動も活発に行われている。

④荒浜移転まちづくり協議会

荒浜移転まちづくり協議会は、災害危険

区域内の荒浜地区からの防災集団移転を考

えている約 世帯が集まり、平成 年２

月、設立された。避難所生活の経験を踏ま

え、住民自らが主体的に行動することが重

要であるとの考えのもと、活動を続けてき

た。会員には、プレハブ仮設住宅入居者だ

けでなく、各所で生活する借上げ民間賃貸

住宅入居者も多く、協議会は被災した荒浜

地区の人々のコミュニティ維持に大いに貢

献した。

協議会は、毎週金曜日に開催し、交流行

事の開催や地区の情報発信などのほか、行

政や議員と膝を突き合わせて地区の現状を

伝え要望を行うなど、さまざまな活動を行

った。特に要望活動は、津波浸水区域への

補助制度の創設や移転先宅地の早期募集に

つながり、その後の移転先での住宅建築の

共同発注などの取り組みのきっかけとなっ

た。

地元コミュニティの維持に大きな役割を

果たした協議会は、移転先への住宅再建の

めどが立った平成 年３月に解散し、移転

者は荒井西地区や七郷地区等へ移転し、新

たな生活をはじめている。

⑤六郷東部地区まちづくり部会

六郷東部地区まちづくり部会は、東六郷

小学校学区の４町内会（種次、二木、藤塚、

井土）と三本塚地区を加えた地区の将来の

あり方や一体的なまちづくりができないか

など、地域の検討事項を住民同士が話し合

う場として平成 年 月に発足した。話

し合いの結果は、「六郷東部復興会議」で報

告し、本市と地域で情報を共有する。

災害危険区域から現地再建地域にまたが

る、複数の町内会が集まり活動をすること

になるため、市が派遣したコンサルタント

も活用しながら、震災前の取り組みを共有

するところから始め、まちづくり計画策定

のためにワークショップを重ね、地域の将

来像について議論をしている。平成 年３

月に部会でまとめられた「六郷東部地区ま

ちづくり計画」では「安全・安心に暮らせ

－ 610 －

第
17
章

多
様
な
主
体
、
多
様
な
活
動



 
 

る環境づくり」「地域資源を生かした交流づ

くり」など、今後の展望が示された。

今後は「まちづくり計画」に定めた取り

組みの実践や新たな交流拠点として東六郷

小学校跡地の利活用の検討を行い、地域活

性化のため地域が主体となって津波被災地

域のまちづくりを進めていく。

⑥六郷・七郷コミネット

六郷・七郷コミネットは、津波浸水区域

の六郷・七郷地区のコミュニティの再生・

普通の暮らしに戻るまでの継続的な支援を

目的に、平成 年６月に若林区や若林区中

央市民センターの呼びかけにより立ち上が

った団体である。

この活動には、ＮＰＯ、企業、大学など、

さまざまな団体・機関が参加しており、総

会、運営委員会ならびに事業を推進する３

つの部会で構成されている。

サロン・交流部会では、仮設住宅におけ

る語らいや集いの場の提供を行い、コミュ

ニティのケアや維持に努め、「お茶っこ飲み

会」「がんばれ援歌」「被災者情報交換会」

などを開催した。

ふるさと継承事業部会では、震災で失わ

れた故郷を次世代に伝えることを目的とし

て「地域誌（ふたつの郷）」を作成したほか、

特定非営利活動法人 世紀アーカイブ仙

台の協力により、「“昭和の仙台”８ミリで

楽しむっ茶会」を開催するなどした。

情報発信事業部会では復興公営住宅周辺

を紹介したエリアマップ「ふらっと若林」

の作成や、ホームページやソーシャルネッ

トワーキングサービス（ＳＮＳ）を活用し

た情報発信等を行い、ネットワークの輪を

広げ効果的な支援活動に繋げていった。

多様な支援団体がそれぞれの資源を生か

し、互いに連携・協働するコミュニティネ

ットワークが構築されたことが、地域課題

の掘り起しや、効果的な支援活動の実施に

つながった。

⑦特定非営利活動法人都市デザインワークス

特定非営利活動法人都市デザインワーク

スは、平成 年に東北大学都市デザイン学

講座ＯＢを中心とした研究者や実務者が結

集して設立した法人で、仙台を拠点に市民

主体のまちづくりを実践・支援している。

設立以前から仙台都心を流れる広瀬川流

域一帯を都市と自然が融合する「せんだい

セントラルパーク」と見立て、杜の都のシ

ンボルエリアとしての価値や魅力を発信し、

さまざまな市民団体と連携して体験プログ

ラムの提供などの活動を続けている。

震災後は、甚大な被害を受けた南蒲生や

新浜、六郷東部地区において、地域が主体

となって取り組む復興まちづくり計画の策

定やその実践活動を支援している。また、

被災地の復興にかかわる中で、津波で失わ

れた仙台東部の原風景である居久根（いぐ

ね 屋敷林の呼称）を、現代の暮らしに沿っ

た新たな形で再生させ、次世代に継承しよ

うと、地域や専門家、行政などと連携して

「仙台平野『みんなの居久根』プロジェク

ト」にも取り組んでいる。その他、市内各

地で多様な取り組みを展開しており、今後

も本市のまちづくりを先導していくことが

期待される。

２．内陸丘陵部宅地被害地域のまちづくり

①折立団地東部町内会被災復興の会

市内でも大規模な滑動崩落被害があった

青葉区折立五丁目地区では、発災直後であ

る平成 年３月 日に「被災者の会」が

立ち上がり、その後、「折立団地東部町内会

被災復興の会」と名称を変え、毎週木曜日

に役員会、月１回で全体集会を行い、被災

者同士の情報共有の場として機能した。

また、町内会の意見をとりまとめ、行政

に対するさまざまな要望活動を行い、その

結果、法務局において地震で曖昧になって

いた私有地境界の復元などが行われた。

本市において平成 年 月 日より滑

動崩落対策の工事に着手、平成 年３月
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戸別訪問で、これらのマップを配布した。

また、入居者の引っ越しが落ち着いた平成

年 月頃からは、住民と鹿野復興公営

住宅支援者連絡会の構成員による交流会、

お茶飲みサロンなどを実施している。

なお、町内会については、鹿野復興公営

住宅として、鹿野町内会に加入することと

している。

４．新たなコミュニティづくり

①絆プロジェクト・ほほえみ

山田市民センターが所在する太白区山田

地区は、震災による直接的被害は少なく、

震災以降、津波被害や宅地被害、原発事故

による被災者約 世帯ほどが移り住んで

いる。

「震災復興に向けて小さいことでも何か

始めたい」という地域住民の声から、平成

年度より、市民企画講座の一環として「絆

プロジェクト・ほほえみ」の取り組みが始

まった。

市民企画委員が自ら事業の企画・運営を

行い、これまでに、被災地の記録映像の作

製および上映会や、市民センターまつりで

被災地の特産品を販売する「復興支援コー

ナー」を出店したほか、震災体験の講話や

コンサート等を通じ被災者と交流を深める

交流会等、さまざまなアイディアにより、

独自の取り組みを実施している。

平成 年度には自主グループに移行し、

音楽を通した交流会を中心に、今後もさま

ざまな活動を実施していくこととしている。

また、「ほほえみ」の活動をきっかけとし、

平成 年度には、被災者側からの発意によ

る民謡サークル「ひまわり」も立ち上がる

など、被災者と地域住民との交流を通して、

新たな地域コミュニティの形成に繋がって

いる。

 
 

日に工事完了報告会および記念植樹式が

執り行われ、安全な団地として再建が図ら

れた。

３．移転先のまちづくり

①田子西地区町内会

宮城野区田子地区の西側の水田が広がる

地域に、震災後、防災集団移転団地の整備、

復興公営住宅の建設などで、約 世帯が

移り住む新たなまち「田子西地区」が形成

された。

この地域では、移転者が安心して生活で

きるよう、同地区社会福祉協議会を中心に

結成された田子西地区復興支援者の会によ

るサポート体制が構築されており、支援者

の会の企画による定期的な会合のほか、復

興公営住宅入居者同士や移転者同士、また

は近隣地域住民との交流を図るイベント等

を通じ、住民同士のつながりが育まれてき

た。

平成 年４月から入居が始まった田子

西復興公営住宅には 世帯が入居し、平

成 年 月、新たな単独町内会である田

子西町内会が発足した。区役所との連携や、

支援者の会による協力のほか、住民一人ひ

とりが当事者意識と責任感を持ち、町内会

設立準備会の段階から住民同士の話し合い

が積極的に進められたことが、円滑なコミ

ュニティ形成につながったといえる。

田子西地区では、田子西町内会のほか、

平成 年４月までに、新たに３つの町内会

が発足することとなっており、新たなまち

づくりの第一歩を踏み出している。

②荒井東町内会

荒井東町内会は、荒井東復興公営住宅の

入居者が平成 年９月に設立した町内会

である。荒井東復興公営住宅は、約 世

帯が入居する大規模な復興公営住宅であり、

互いの顔を知らない住民が多かった。

そこで、荒井東町内会では、町内会設立

以降、若林区役所まちづくり推進課、七郷

市民センター、若林区社会福祉協議会と連

携して、宮城学院中学・高校のハンドベル

部を招いて演奏会を開催したり、河北新報

社の協力を受け、荒井広瀬町内会と合同で

盆踊り大会を開いたり、一般社団法人

の協力を受け、クリスマス会を開

催するなど、さまざまな季節の行事を通し

て住民同士の交流の機会をつくってきた。

同町内会では、今後も入居者同士が顔を

合わせる機会を多く設け、コミュニティの

形成・維持を図っていくこととしている。

③若林西せせらぎ会（若林西復興公営住宅）

若林西復興公営住宅は、 戸が整備さ

れ、平成 年４月から入居が開始した。入

居時には六郷・七郷コミネットが発行した

「ふらっと若林」が配布された。

若林西復興公営住宅の住民で構成する町

内会「若林西せせらぎ会」は、平成 年６

月から町内会設立準備会を重ね、若林区復

興地域づくりワーキンググループでも並行

して支援体制を組織し、入居後まもなく入

居者と地元住民の交流を図る「ウェルカム

コンサート＆ティータイム」を開催した。

同年 月に町内会を設立し、健康体操教室

や健康マージャンなどを開催した。

今後もコミュニティ形成のため、地域住

民との交流会・コンサート等が開催される。

④鹿野町内会（鹿野復興公営住宅）

鹿野復興公営住宅は、 戸建設され、平

成 年７月から入居が開始した。鹿野復興

公営住宅支援者連絡会は、平成 年１月

日、鹿野地区連合町内会、鹿野地区社会

福祉協議会、長町地域包括支援センター等

を構成団体として、今後入居することにな

る鹿野復興公営住宅入居者を支援するため

に設立した。

鹿野復興公営住宅支援者連絡会では、土

地勘のない被災者が転居してくることに備

えて、病院や公共交通機関の場所など地域

情報を掲載したマップを作成し、入居後の
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戸別訪問で、これらのマップを配布した。

また、入居者の引っ越しが落ち着いた平成

年 月頃からは、住民と鹿野復興公営

住宅支援者連絡会の構成員による交流会、

お茶飲みサロンなどを実施している。

なお、町内会については、鹿野復興公営

住宅として、鹿野町内会に加入することと

している。

４．新たなコミュニティづくり

①絆プロジェクト・ほほえみ

山田市民センターが所在する太白区山田

地区は、震災による直接的被害は少なく、

震災以降、津波被害や宅地被害、原発事故

による被災者約 世帯ほどが移り住んで

いる。

「震災復興に向けて小さいことでも何か

始めたい」という地域住民の声から、平成

年度より、市民企画講座の一環として「絆

プロジェクト・ほほえみ」の取り組みが始

まった。

市民企画委員が自ら事業の企画・運営を

行い、これまでに、被災地の記録映像の作

製および上映会や、市民センターまつりで

被災地の特産品を販売する「復興支援コー

ナー」を出店したほか、震災体験の講話や

コンサート等を通じ被災者と交流を深める

交流会等、さまざまなアイディアにより、

独自の取り組みを実施している。

平成 年度には自主グループに移行し、

音楽を通した交流会を中心に、今後もさま

ざまな活動を実施していくこととしている。

また、「ほほえみ」の活動をきっかけとし、

平成 年度には、被災者側からの発意によ

る民謡サークル「ひまわり」も立ち上がる

など、被災者と地域住民との交流を通して、

新たな地域コミュニティの形成に繋がって

いる。
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年に設立された。

震災では、本市からの委託を受け、生活

再建の各フェーズに合わせて、生活再建支

援員最大 人がさまざまな支援を実施し

た。応急仮設住宅では、入居世帯へ全戸訪

問を行い、生活状況や再建方針等を確認し

たほか、復興公営住宅などへの申し込み勧

奨や、必要な情報提供を行うとともに、訪

問結果はその後の再建支援に役立てられた。

さらに、復興公営住宅への入居が開始して

からは、その世帯への全戸訪問を行い、聞

き取った内容は、その後の見守り支援など

に活用された（第４章第２節参照）。

④宮城県災害復興支援士業連絡会

宮城県災害復興支援士業連絡会は、大規

模災害に対して、専門的知識を活かして防

災活動、災害復興、被災地域や住民の復興

支援活動を行うことを目的に、平成 年３

月に設立された。当初８団体からスタート

したが、現在は、仙台弁護士会、宮城県司

法書士会、東北税理士会宮城県支部連合会、

宮城県土地家屋調査士会、一般社団法人宮

城県不動産鑑定士協会、一般社団法人宮城

県建築士事務所協会、公益社団法人日本技

術士会東北本部、宮城県行政書士会、宮城

県社会保険労務士会、公益社団法人宮城県

公共嘱託登記土地家屋調査士協会、日本公

認会計士協会宮城県会、公益社団法人日本

建築家協会東北支部宮城地域会、一般社団

法人建築研究振興協会東北分室の 団体

が加入している。

連絡会の設立当初から宮城県沖地震の発

生を念頭に置いた活動をしてきたが、東日

本大震災発生後は、本市等が設置した「震

災関連中小企業合同相談窓口」に参加し、

市内の避難所等で現地相談会を開催するな

ど、士業団体として被災地支援を実施して

きた。こうした活動を踏まえ、平成 年８

月には本市と「大規模災害時における相談

業務の応援に関する協定書」を締結してい

る。

⑤特定非営利活動法人ボランティアインフォ

特定非営利活動法人ボランティアインフ

ォは、「ボランティアを求める人とボランテ

ィアをつなげる」を活動目的に、平成 年

５月に設立された団体である。

発災直後、全国各地から支援のために被

災地を訪れる人への情報提供のため、仙台

駅構内に「東日本大震災ボランティア・イ

ンフォメーションセンター・宮城」を開設

したほか、インターネットを活用したボラ

ンティア募集情報の収集と発信を行うなど、

中間支援組織としての役割を果たした。

平成 年度現在では、東日本大震災のボ

ランティア情報に加え、震災関連以外のボ

ランティア情報の収集と配信のほか、イベ

ントなどでボランティアを募集する際の企

画から募集、当日の運営までを実施するボ

ランティアコーディネート事業、ボランテ

ィア活動の普及・啓蒙活動を行うボランテ

ィア促進・啓発事業等を実施しており、音

楽イベント等におけるブース展示やボラン

ティア企画の運営等を通じ、特に若い世代

に向けて、ボランティア活動の身近さ、重

要さを発信する活動を行っている。

⑥東北教区被災者支援センター・エマオ

日本基督教団東北教区被災者支援センタ

ー・エマオは、キリスト教系の支援団体と

して、発災直後より被災地におけるボラン

ティア活動を開始した。

市内複数の仮設住宅等での支援物資の提

供、敷地内の草刈り等のほか、仮設住宅入

居者を招いた茶話会、まつり等のイベント

の企画・開催、若林区笹屋敷地区における

子どもたちの交流支援プログラム「ささっ

こクラブ」を通じた子どもの居場所づくり

への支援等、被災地のコミュニティ形成等

につながる活動を、長期にわたり引き続き

幅広く行っている。

また、沿岸部の農業地域においては、農

地のがれき撤去、農作業の支援等、早期の

営農再開に向けた取り組みも継続してきた。

 
 

第３節 さまざまなＮＰＯや団体

震災後、多種多様な団体や個人があらゆ

る領域で活動を展開し、本市の復興はその

活動ひとつひとつに支えられてきた。

本節では、具体的な事例として、いくつ

かの団体や活動について記載する。

１．生活支援・生活再建

①仙台市社会福祉協議会

社会福祉協議会は、社会福祉法第百九条

に基づいて全国および都道府県、市区町村

単位に設置されている。社会福祉法人仙台

市社会福祉協議会（以下、「市社協」という。）

は、発災直後、本市の要請を受けて平成

年３月 日に災害ボランティアセンター

を開設した。その後、同年８月には復興支

援“ （笑顔）せんだい”サポートステ

ーションに改め、平成 年３月 日現在

も活動を継続している。

市社協では、復興業務の方針を示すため、

安心の福祉のまちづくり基本方針・実施計

画を策定し、それに基づいて、助成金事業

や小地域のネットワークを生かした支援、

借上げ民間賃貸住宅入居者を支援する地域

支えあいセンター事業を実施している。地

域支えあいセンターでは、平成 年度から

借上げ民間賃貸住宅入居者に対して市民セ

ンターを会場とした巡回相談を行った。ま

た、借上げ民間賃貸住宅入居者のうち、本

市が平成 年度に実施した調査において、

市社協の情報提供に同意した世帯を対象に、

平成 年５月から個別訪問を実施した。個

別訪問では、主に各種支援制度の情報提供

や生活上のさまざまな困りごとの相談など

にあたった。平成 年度からは、市外被災

者のうち、日常的に交流の少ない借上げ民

間賃貸住宅入居者を対象に同郷サロンを開

催した。サロンでは、市外被災者にいち早

く地域に馴染んでもらえるよう、市内の民

生委員や地元町内会などの地域団体にも呼

びかけて行われ、その後、自主的なサロン

開催に発展し、活発に活動がなされた（第

４章第２節参照）。

②一般社団法人パーソナルサポートセンター

一般社団法人パーソナルサポートセンタ

ーは、生活上のさまざまな困難を抱えた

人々を支援する のＮＰＯ法人等が集ま

って、平成 年３月３日に設立された団体

である。設立の直後に震災が発生し、以降、

各団体の知見やノウハウ、ネットワークを

総動員して、被災者の生活再建支援や行政

への提言など、精力的な活動を続けてきた。

復興過程においては、プレハブ仮設住宅

等入居者の見守り、応急仮設住宅入居者向

けの生きがいや就労の場を提供するコミュ

ニティワークサロン「えんがわ」、被災者向

けの就労支援マッチングを行う就労支援相

談センター「わっくわあく」、民間賃貸住宅

への転居を自力で行うことが難しい応急仮

設住宅入居世帯を支援する「住まいと暮ら

しの再建サポートセンター」などの伴走型

の支援を実施している（第４章参照）。

※パーソナルサポートセンター構成団体：一般社

団法人アート・インクルージョン、特定非営利活動

法人アスイク、公益財団法人共生地域創造財団、特

定非営利活動法人全国コミュニティライフサポート

センター、特定非営利活動法人せんだい・みやぎＮ

ＰＯセンター、特定非営利活動法人チャイルドライ

ンみやぎ、反貧困みやぎネットワーク、特定非営利

活動法人ふうどばんく東北 、特定非営利活動法

人萌友、特定非営利活動法人 、特定非営利活動

法人ほっぷの森、特定非営利活動法人 子ども

ネットワーク、みやぎ生活協同組合、特定非営利活

動法人ワンファミリー仙台

③公益社団法人仙台市シルバー人材センター

公益社団法人仙台市シルバー人材センタ

ーは、高齢者等の雇用の安定等に関する法

律に基づいて事業を行う公益法人で、昭和
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年に設立された。

震災では、本市からの委託を受け、生活

再建の各フェーズに合わせて、生活再建支

援員最大 人がさまざまな支援を実施し

た。応急仮設住宅では、入居世帯へ全戸訪

問を行い、生活状況や再建方針等を確認し

たほか、復興公営住宅などへの申し込み勧

奨や、必要な情報提供を行うとともに、訪

問結果はその後の再建支援に役立てられた。

さらに、復興公営住宅への入居が開始して

からは、その世帯への全戸訪問を行い、聞

き取った内容は、その後の見守り支援など

に活用された（第４章第２節参照）。

④宮城県災害復興支援士業連絡会

宮城県災害復興支援士業連絡会は、大規

模災害に対して、専門的知識を活かして防

災活動、災害復興、被災地域や住民の復興

支援活動を行うことを目的に、平成 年３

月に設立された。当初８団体からスタート

したが、現在は、仙台弁護士会、宮城県司

法書士会、東北税理士会宮城県支部連合会、

宮城県土地家屋調査士会、一般社団法人宮

城県不動産鑑定士協会、一般社団法人宮城

県建築士事務所協会、公益社団法人日本技

術士会東北本部、宮城県行政書士会、宮城

県社会保険労務士会、公益社団法人宮城県

公共嘱託登記土地家屋調査士協会、日本公

認会計士協会宮城県会、公益社団法人日本

建築家協会東北支部宮城地域会、一般社団

法人建築研究振興協会東北分室の 団体

が加入している。

連絡会の設立当初から宮城県沖地震の発

生を念頭に置いた活動をしてきたが、東日

本大震災発生後は、本市等が設置した「震

災関連中小企業合同相談窓口」に参加し、

市内の避難所等で現地相談会を開催するな

ど、士業団体として被災地支援を実施して

きた。こうした活動を踏まえ、平成 年８

月には本市と「大規模災害時における相談

業務の応援に関する協定書」を締結してい

る。

⑤特定非営利活動法人ボランティアインフォ

特定非営利活動法人ボランティアインフ

ォは、「ボランティアを求める人とボランテ

ィアをつなげる」を活動目的に、平成 年

５月に設立された団体である。

発災直後、全国各地から支援のために被

災地を訪れる人への情報提供のため、仙台

駅構内に「東日本大震災ボランティア・イ

ンフォメーションセンター・宮城」を開設

したほか、インターネットを活用したボラ

ンティア募集情報の収集と発信を行うなど、

中間支援組織としての役割を果たした。

平成 年度現在では、東日本大震災のボ

ランティア情報に加え、震災関連以外のボ

ランティア情報の収集と配信のほか、イベ

ントなどでボランティアを募集する際の企

画から募集、当日の運営までを実施するボ

ランティアコーディネート事業、ボランテ

ィア活動の普及・啓蒙活動を行うボランテ

ィア促進・啓発事業等を実施しており、音

楽イベント等におけるブース展示やボラン

ティア企画の運営等を通じ、特に若い世代

に向けて、ボランティア活動の身近さ、重

要さを発信する活動を行っている。

⑥東北教区被災者支援センター・エマオ

日本基督教団東北教区被災者支援センタ

ー・エマオは、キリスト教系の支援団体と

して、発災直後より被災地におけるボラン

ティア活動を開始した。

市内複数の仮設住宅等での支援物資の提

供、敷地内の草刈り等のほか、仮設住宅入

居者を招いた茶話会、まつり等のイベント

の企画・開催、若林区笹屋敷地区における

子どもたちの交流支援プログラム「ささっ

こクラブ」を通じた子どもの居場所づくり

への支援等、被災地のコミュニティ形成等

につながる活動を、長期にわたり引き続き

幅広く行っている。

また、沿岸部の農業地域においては、農

地のがれき撤去、農作業の支援等、早期の

営農再開に向けた取り組みも継続してきた。
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まち・場の再生と復興に向けた諸活動にア

ートを通じて寄与するため、また、それに

必要なネットワークづくりを推進するため

に舞台芸術関係者が中心となり、平成 年

４月に設立された団体である。

本市を中心に保育園や幼稚園、学校、福

祉施設等へ芸術プログラムを提供するほか、

所属するメンバー向けに東京から外部講師

を招いたワークショップを行うなど、アー

ティストが被災した地元のニーズに応える

ためのプラットフォームになるとともに、

東北に関心を寄せる芸術関係者たちの支援

や交流の受け皿となった。

震災から間もない平成 年のゴールデ

ンウィークには、公益財団法人セーブ・ザ・

チルドレン・ジャパンの依頼により、４

トラックで被災地を巡回し、荷台を舞台に

劇を上演する「夢とらっく劇場」を開催し

た。また、平成 年８月からは「仙台市震

災復興のための芸術家派遣事業」をコーデ

ィネートしている（第 章第１節参照）。

なお、平成 年７月からは、２年間にわ

たる「 」の活動を整理・引き継ぐ形で、

「 」に表記を変えて活動している。

⑤一般社団法人アート・インクルージョン

一般社団法人アート・インクルージョン

は、震災前の平成 年夏に発足し、「障が

いのあるなし、年齢、性別、国籍、アート

の基礎知識やスキルなど関係なく誰もが自

由に参加できるバリアフリーのアートプロ

ジェクト」を掲げ、本市の長町や中央・本

町地区を中心に活動している団体である。

アートや福祉のＮＰＯおよびその他の賛

同者による協働で活動が行われており、美

術や音楽、身体表現などアートを通して障

がい者の社会的自立を支援し、人にやさし

いまちづくりの実現を目指している。

震災後は、もともとの活動地域であった

長町地区に大規模なプレハブ仮設住宅が建

設されたことをきっかけに、平成 年６月

に「アート・インクルージョン 長町チャ

リティプロジェクト」、平成 年 月には

クリスマスプロジェクトの一環として、仮

設住宅に併設されている集会所に月１回集

まり、仮設住宅入居者の方と食とアートに

よる「おしるこカフェ」を実施、被災者に

寄り添った支援を続けてきた。その後もあ

すと長町復興公営住宅を中心にいろいろな

人々が関わる「あすと長町こども食堂」な

ど、さまざまプロジェクトを展開している。

⑥東六郷・東部かあちゃん’ず

東六郷・東部かあちゃん’ずは、平成

年 月に若林区社会福祉協議会が、被災地

の現状を聞くために「かあちゃん’ずサミ

ット」を開催したことに始まる。震災で甚

大な被害を受け、地域の一部が災害危険区

域に指定されたほか、浸水区域等からの人

口の流出等が心配される地域を盛り上げて

いくことを目的に、六郷東部地区の母親た

ちが中心となって立ち上げたグループであ

る。

「地域のために何かできることはないか」

という機運が高まり、定期的に茶話会を開

催する中で、生活の再建や、地域の少子高

齢化、コミュニティの維持に向けた課題等

について語り合い、女性の視点からまちづ

くりを考えてきた。

平成 年度からは、地域住民が集うイベ

ントの企画・開催等を通じ、にぎわいのあ

る地域づくりに向け、若林区家庭健康課と

行ったワークショップの結果などを踏まえ

て、より具体的な取り組みを進めていくこ

ととなっている。震災で浮き彫りになった

課題や悩みを口に出し、仲間と共有できる

場の存在は、心の立ち直りを支え、コミュ

ニティの再生にも大きな力となった。

３．メモリアル

①特定非営利活動法人 世紀アーカイブ仙台

特定非営利活動法人 世紀アーカイブ

仙台は、古き仙台はどのような街だったの

かを市民に伝え、過去とのつながりを実感

 
 

２．心の復興

①花と緑の力で プロジェクト

「花と緑の力で プロジェクト」は、

花と緑の力によって地域の復興支援に貢献

したいとの思いにより、市内の園芸・造園

関係者らやガーデニング愛好家で設立され

た組織である。

平成 年度から、市内の避難所、各プレ

ハブ仮設住宅などにおいて、プランターへ

の寄せ植えを行う園芸教室、花壇や野菜畑

作りの支援等を実施してきたほか、市内沿

岸部で進められている「みんなの居久根プ

ロジェクト」への苗木提供の支援や地域の

花壇作りなどを行っている。

花や緑に触れることで、被災地のコミュ

ニティ形成や、心の癒やしにつながり、生

活に彩りや潤いをもたらす取り組みとなっ

ている。

②みやぎの「花は咲く」合唱団

みやぎの「花は咲く」合唱団は、おもに

宮城野区の仮設住宅や復興公営住宅、津波

浸水地域、防災集団移転地区に住む方々約

名で構成された市民合唱団である。

多くの人がプレハブ仮設住宅で生活して

いた平成 年 月から活動を開始し、「音

楽の力による復興センター・東北」（第

章第１節参照）が運営を担っている。

毎月１回、宮城野区内の市民センターに

集まり、声楽家の齋藤翠氏（仙台オペラ協

会演奏部員）の指導により合唱練習を行う

とともに、お茶のみ会などを通して団員同

士の交流を深めることのできるこの活動は、

団員たちの生きがいともなっている。

復興公営住宅の整備が進み、団員それぞ

れが新たな地域での生活を始めたこともあ

り、平成 年３月にいったん解散したが、

団員たちから活動再開を求める声が多く寄

せられ、平成 年７月に再結成し、現在も

活動を継続している。

これまで、宮城野区文化センターでのコ

ンサートや仙台クラシックフェスティバル

街なかコンサート、蒲生町内会解散式、

平成 年３月 日に開催された仙台市追

悼式等へ出演した。当初は、「花は咲く」一

曲を歌うために結成した合唱団であるが、

現在は、歌のレパートリーを増やしながら

活躍の場を広げており、団員や聴衆の心の

復興に向けた大きな力となっている。

③ＮＰＯ建築と子どもたちネットワーク仙台

ＮＰＯ建築と子どもたちネットワーク仙

台は、建築や都市のデザインプロセスを体

験しながら子どもたちが問題解決力や創造

性を培い、地域の環境に興味を持ってもら

うことを目的としたプログラムの開発や実

践活動を行っている団体である。

本市では、まちの景観形成に重要な役割

を果たしている歴史的・文化的建築物、工

作物などを景観重要建造物等に指定する制

度を定めている。

この団体は、震災前からサポートを行っ

てきた景観重要建造物等である「旧丸木商

店 店蔵」や、歴史的建造物である「堤町

まちかど博物館 六連の登り窯」が震災で

被災したことを受け、所有者や子どもたち

と力を合わせて修復してきた。

２つの建造物等の修復が完了した

年には子どもから大人まで多くの方が集ま

って復活祭がそれぞれ開催された。その後

も蔵でのコンサートや登り窯を活用したカ

フェ、まちあるきなどを行い、景観重要建

造物等や歴史的建造物等の利活用や周知に

もつながる活動をしている。

このほか被災した方々を励ますことをね

らいとした吉成小学校の復興応援プロジェ

クト学習に５年間にわたり協力するなど、

学校現場と協働でデザインプロセスを活用

した総合学習に取り組んでいる。

④

（略称：

、読み：アルクト）は、東日本大震災

を機に失われた文化、芸術に関するひと・
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まち・場の再生と復興に向けた諸活動にア

ートを通じて寄与するため、また、それに

必要なネットワークづくりを推進するため

に舞台芸術関係者が中心となり、平成 年

４月に設立された団体である。

本市を中心に保育園や幼稚園、学校、福

祉施設等へ芸術プログラムを提供するほか、

所属するメンバー向けに東京から外部講師

を招いたワークショップを行うなど、アー

ティストが被災した地元のニーズに応える

ためのプラットフォームになるとともに、

東北に関心を寄せる芸術関係者たちの支援

や交流の受け皿となった。

震災から間もない平成 年のゴールデ

ンウィークには、公益財団法人セーブ・ザ・

チルドレン・ジャパンの依頼により、４

トラックで被災地を巡回し、荷台を舞台に

劇を上演する「夢とらっく劇場」を開催し

た。また、平成 年８月からは「仙台市震

災復興のための芸術家派遣事業」をコーデ

ィネートしている（第 章第１節参照）。

なお、平成 年７月からは、２年間にわ

たる「 」の活動を整理・引き継ぐ形で、

「 」に表記を変えて活動している。

⑤一般社団法人アート・インクルージョン

一般社団法人アート・インクルージョン

は、震災前の平成 年夏に発足し、「障が

いのあるなし、年齢、性別、国籍、アート

の基礎知識やスキルなど関係なく誰もが自

由に参加できるバリアフリーのアートプロ

ジェクト」を掲げ、本市の長町や中央・本

町地区を中心に活動している団体である。

アートや福祉のＮＰＯおよびその他の賛

同者による協働で活動が行われており、美

術や音楽、身体表現などアートを通して障

がい者の社会的自立を支援し、人にやさし

いまちづくりの実現を目指している。

震災後は、もともとの活動地域であった

長町地区に大規模なプレハブ仮設住宅が建

設されたことをきっかけに、平成 年６月

に「アート・インクルージョン 長町チャ

リティプロジェクト」、平成 年 月には

クリスマスプロジェクトの一環として、仮

設住宅に併設されている集会所に月１回集

まり、仮設住宅入居者の方と食とアートに

よる「おしるこカフェ」を実施、被災者に

寄り添った支援を続けてきた。その後もあ

すと長町復興公営住宅を中心にいろいろな

人々が関わる「あすと長町こども食堂」な

ど、さまざまプロジェクトを展開している。

⑥東六郷・東部かあちゃん’ず

東六郷・東部かあちゃん’ずは、平成

年 月に若林区社会福祉協議会が、被災地

の現状を聞くために「かあちゃん’ずサミ

ット」を開催したことに始まる。震災で甚

大な被害を受け、地域の一部が災害危険区

域に指定されたほか、浸水区域等からの人

口の流出等が心配される地域を盛り上げて

いくことを目的に、六郷東部地区の母親た

ちが中心となって立ち上げたグループであ

る。

「地域のために何かできることはないか」

という機運が高まり、定期的に茶話会を開

催する中で、生活の再建や、地域の少子高

齢化、コミュニティの維持に向けた課題等

について語り合い、女性の視点からまちづ

くりを考えてきた。

平成 年度からは、地域住民が集うイベ

ントの企画・開催等を通じ、にぎわいのあ

る地域づくりに向け、若林区家庭健康課と

行ったワークショップの結果などを踏まえ

て、より具体的な取り組みを進めていくこ

ととなっている。震災で浮き彫りになった

課題や悩みを口に出し、仲間と共有できる

場の存在は、心の立ち直りを支え、コミュ

ニティの再生にも大きな力となった。

３．メモリアル

①特定非営利活動法人 世紀アーカイブ仙台

特定非営利活動法人 世紀アーカイブ

仙台は、古き仙台はどのような街だったの

かを市民に伝え、過去とのつながりを実感
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の下、平成 年５月には週末の六郷小校庭

の一画に「六郷あそび場」を開くこととな

った。

「六郷あそび場」開催以降も、冒険広場

から近い六郷・七郷地域を中心に順次遊び

場を増やし、子どもたちの心のケアを図っ

た。

また、若林区内の農家と連携し、震災に

より買物困難となってしまった地域や仮設

住宅等に新鮮な野菜を届ける「産直広場ぐ

るぐる」の運営のほか、みどりの再生に取

り組むなど、地域の復興に向けた多様な取

り組みを行っている。なお、「産直広場ぐる

ぐる」は、平成 年４月より一般社団法人

化して独立し、活動を継承している。

②あしなが育英会

病気や災害、自死などさまざまな理由で

親を亡くした遺児等の支援を行う「あしな

が育英会」は、東京に本部を置く任意団体

で、個人や企業、海外などからの寄付を財

源に奨学金の貸与などの活動を展開してい

る。平成 年に「神戸レインボーハウス」

を設置し、阪神・淡路大震災で親を亡くし

た子どもたちの心のケアに取り組んでいる。

東日本大震災の発災後は、若林区に東北事

務所を開設し、本市を含む被災地の震災遺

児への支援活動として、募金や特別一時金

の給付や震災遺児家庭同士の交流プログラ

ムなどを行ってきた。平成 年３月には本

市と石巻市、陸前高田市に「レインボーハ

ウス」を開所している。

仙台レインボーハウスは、「おしゃべりの

部屋」「遊びの部屋」など、子どもたちが過

ごしやすいように工夫を凝らしたつくりと

なっている。平成 年７月より、震災前か

ら共同で行事などを開催していた仙台グリ

ーフケア研究会（平成 年ＮＰＯ法人格取

得。後述）と、震災遺児のほか病気や事故

で親を亡くした子どもたちも参加できる日

帰りプログラムを提供しており、ほぼマン

ツーマンでボランティアが支援する手厚い

体制で、心のケアを継続している。子ども

たちが気を遣わずにリラックスして過ごせ

るよう、プログラムには遊びの時間や自由

時間を多く取り入れている。

また、仙台レインボーハウスの開設直後

から建物の一角を、教育局適応指導センタ

ーが「杜のひろば・青葉」の教室として利

用している。

③特定非営利活動法人アスイク

特定非営利活動法人アスイクは、震災に

より教育面でハンデを負ってしまうことで、

学習意欲や将来への希望を失う子どもを生

み出さないことを目標に、震災直後の平成

年３月 日に避難所での学習支援活動

を開始し、平成 年９月にはＮＰＯ法人格

を取得している。

その後、仮設住宅での学習支援に活動を

移行し、市内６カ所（ＪＲ南小泉アパート、

仙台港背後地６号公園、鶴巻１丁目東公園、

扇町１丁目公園、荒井小学校用地、卸町５

丁目公園）の仮設住宅において、週１回、

決まった曜日に継続的な学習支援を行って

きた。仮設住宅ごとに、大学生を中心に構

成されるボランティアによるサポートチー

ムが中心となり、活動を展開した。

平成 年度からは、一般社団法人パーソ

ナルサポートセンター、みやぎ生活協同組

合と連携し、本市との協働により、生活困

窮家庭の子どもと保護者を対象とした学

習・生活支援事業を実施しており、生活保

護や児童扶養手当を受けている中学生の居

場所づくり、学習サポートのほか、保護者

の就労支援、家計支援を行う専門組織とも

連携して、保護者へのサポートまで踏み込

んだ活動を展開するなど、子どもの貧困問

題に幅広く取り組んでいる。

④特定非営利活動法人アフタースクールぱるけ

特定非営利活動法人アフタースクールぱ

るけは、障害児が放課後等を過ごす場であ

る放課後等デイサービスや、障害児・者に

 
 

できるようアーカイブ（記録）化し、後世

に引き継ぐことを目的に平成 年に設立

された。大正・昭和の先人たちが残した８

フィルム映像や写真などの文化資料の活

用は世代を越えた共感を集めている。

震災直後より、ＳＮＳ上で市民から震災

画像を募り、集めた写真の中から 枚

を掲載した冊子「 キヲクのキロク」を

平成 年３月に出版した。また、全国写真

展や避難所・仮設住宅での上映会「お茶っ

こサロン」など、震災の記憶を後世に伝え

るための幅広い活動を展開している。

②一般社団法人

一般社団法人 （読み：ミミック

スラボ）は、既成の芸術の枠組みにとらわ

れず、各種メディアを融合させ、アートと

地域文化を結ぶ創造的芸術活動を実施する

団体として、平成 年より活動を開始し、

平成 年に一般社団法人となった。

東日本大震災直後より、自らのネットワ

ークを活かし、県内外の各種ＮＰＯと連携

して「仙台宮城緊急支援対策本部」（

ＮＰＯ＋）を結成し、緊急支援物資受け入

れや配送のコーディネート活動を実施した。

また、津波でねじ曲がった公共物等を残

し震災を後世に伝える「 メモリアルプ

ロジェクト」や、津波が来た地点に桜を植

樹していく「桜 学校プロジェクト」、

福祉やまちづくりＮＰＯと連携しアートの

力でコミュニティ形成を後押しする「アー

ト・インクルージョン」（前述）との協働等、

芸術活動を通じた多様な復興の取り組みを

推進している。

③

（読み：ホープフォー

プロジェクト）は、若林区荒浜小学校、七

郷小学校、七郷中学校の卒業生が中心とな

り、「つながりが失われた街に、もう一度思

いを共有できる時間をつくる」という目的

のもと、設立された任意団体である。

震災から１年後の平成 年３月 日、

慰霊祭等で荒浜地区を訪れた約 人と

花の種を入れた風船を空へ飛ばす追悼企画

を実施した。

翌年の平成 年３月 日には、風船リ

リースのほか、荒浜小学校および併設先の

東宮城野小学校の全校児童、教職員のほか

市民 人の手書きの灯篭を含めた

個の灯篭で荒浜小学校を灯した。

また、同年８月には、青葉区サンモール

一番町商店街において、「せんだい×荒浜ウ

イークエンド」を開催し、荒浜地区の被災

前後の写真の展示や、同地区で収穫された

農産物の販売等が行われた。

その後も、毎年３月 日に合わせ、荒浜

小学校校庭や音楽室での演奏会の開催、せ

んだい メモリアル交流館でのトーク

イベント等を企画・開催し、荒浜の住民だ

けでなく、荒浜地区を思う人々が集まり、

語り合える場づくりに継続して取り組んで

いる。

４．子ども

①特定非営利活動法人冒険あそび場 せんだ

い・みやぎネットワーク

特定非営利活動法人冒険あそび場–せん

だい・みやぎネットワークは、「あそぶ」「つ

なぐ」「そだつ」をテーマに、子どもの声が

はずむ豊かな地域づくりを目的に、平成

年２月「冒険あそび場－せんだい・みやぎ

連絡会－」として設立、平成 年４月にＮ

ＰＯ法人化して現在の名称となった。本市

においては、平成 年７月に開園した若林

区井土の海岸公園冒険広場の指定管理者と

なっている。津波により、海岸公園は甚大

な被害を受け、冒険広場も休園することと

なったが、同団体スタッフは、市内の避難

所をまわり、子どもたちの状況や、地域の

被災状況を確認した。その中で、厳しい環

境におかれ、自らの感情を表せなくなって

いる子どもたちを目の当たりにしたことで、

遊び場の必要性を認識し、六郷小との協力
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の下、平成 年５月には週末の六郷小校庭

の一画に「六郷あそび場」を開くこととな

った。

「六郷あそび場」開催以降も、冒険広場

から近い六郷・七郷地域を中心に順次遊び

場を増やし、子どもたちの心のケアを図っ

た。

また、若林区内の農家と連携し、震災に

より買物困難となってしまった地域や仮設

住宅等に新鮮な野菜を届ける「産直広場ぐ

るぐる」の運営のほか、みどりの再生に取

り組むなど、地域の復興に向けた多様な取

り組みを行っている。なお、「産直広場ぐる

ぐる」は、平成 年４月より一般社団法人

化して独立し、活動を継承している。

②あしなが育英会

病気や災害、自死などさまざまな理由で

親を亡くした遺児等の支援を行う「あしな

が育英会」は、東京に本部を置く任意団体

で、個人や企業、海外などからの寄付を財

源に奨学金の貸与などの活動を展開してい

る。平成 年に「神戸レインボーハウス」

を設置し、阪神・淡路大震災で親を亡くし

た子どもたちの心のケアに取り組んでいる。

東日本大震災の発災後は、若林区に東北事

務所を開設し、本市を含む被災地の震災遺

児への支援活動として、募金や特別一時金

の給付や震災遺児家庭同士の交流プログラ

ムなどを行ってきた。平成 年３月には本

市と石巻市、陸前高田市に「レインボーハ

ウス」を開所している。

仙台レインボーハウスは、「おしゃべりの

部屋」「遊びの部屋」など、子どもたちが過

ごしやすいように工夫を凝らしたつくりと

なっている。平成 年７月より、震災前か

ら共同で行事などを開催していた仙台グリ

ーフケア研究会（平成 年ＮＰＯ法人格取

得。後述）と、震災遺児のほか病気や事故

で親を亡くした子どもたちも参加できる日

帰りプログラムを提供しており、ほぼマン

ツーマンでボランティアが支援する手厚い

体制で、心のケアを継続している。子ども

たちが気を遣わずにリラックスして過ごせ

るよう、プログラムには遊びの時間や自由

時間を多く取り入れている。

また、仙台レインボーハウスの開設直後

から建物の一角を、教育局適応指導センタ

ーが「杜のひろば・青葉」の教室として利

用している。

③特定非営利活動法人アスイク

特定非営利活動法人アスイクは、震災に

より教育面でハンデを負ってしまうことで、

学習意欲や将来への希望を失う子どもを生

み出さないことを目標に、震災直後の平成

年３月 日に避難所での学習支援活動

を開始し、平成 年９月にはＮＰＯ法人格

を取得している。

その後、仮設住宅での学習支援に活動を

移行し、市内６カ所（ＪＲ南小泉アパート、

仙台港背後地６号公園、鶴巻１丁目東公園、

扇町１丁目公園、荒井小学校用地、卸町５

丁目公園）の仮設住宅において、週１回、

決まった曜日に継続的な学習支援を行って

きた。仮設住宅ごとに、大学生を中心に構

成されるボランティアによるサポートチー

ムが中心となり、活動を展開した。

平成 年度からは、一般社団法人パーソ

ナルサポートセンター、みやぎ生活協同組

合と連携し、本市との協働により、生活困

窮家庭の子どもと保護者を対象とした学

習・生活支援事業を実施しており、生活保

護や児童扶養手当を受けている中学生の居

場所づくり、学習サポートのほか、保護者

の就労支援、家計支援を行う専門組織とも

連携して、保護者へのサポートまで踏み込

んだ活動を展開するなど、子どもの貧困問

題に幅広く取り組んでいる。

④特定非営利活動法人アフタースクールぱるけ

特定非営利活動法人アフタースクールぱ

るけは、障害児が放課後等を過ごす場であ

る放課後等デイサービスや、障害児・者に
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ている。

平成 年度からは、平成 年４月から

運用を開始した大沼太陽光発電所の維持管

理も担うこととしているなど、新たな農業

基盤の効率的な運営に努めながら、本市の

地域資源である東部地域の農業の発展と次

世代への継承に取り組んでいる。

②農事組合法人井土生産組合

農事組合法人井土生産組合は、平成 年

１月に設立された。仙台の南東部に位置す

る井土地区は、津波によって大きな被害を

受け、辺り一帯はがれきなどで見るも無残

な状態となった。「先祖代々引き継がれて来

た農地を我々の代で荒らすわけにはいかな

い」と、農業の再建に向けて、有志 名で

農事組合法人を立ち上げた。

平成 年度からは、東部地域で第１号と

なった大規模ほ場での稲作を行うなど、少

しずつ耕作面積を広げながら、着実に事業

を展開している。新品種のミニトマト「ア

ンジェレ」の養液栽培や甘くて柔らかい「仙

台井土ねぎ」の生産を行う等、消費者のニ

ーズに合わせた農産品の生産に取り組んで

いる。平成 年 月には「井土ねぎまつ

り」を開催し、ねぎの掘り取り体験等、消

費者に向けたイベントも積極的に開催し、

ブランド化に向けた取り組みも行っている。

③一般社団法人

一般社団法人 （読み：リルーツ）

は、東北大学の学生を中心として結成され

た被災者支援ボランティア団体として、平

成 年４月から活動を開始している。コン

セプトとして「復旧から復興へ、そして地

域おこしへ」を掲げ、平成 年 月から

は一般社団法人として活動している。

震災直後は農地のがれき撤去に始まり、

現在は失われた景観の再生を目指す「ひま

わりプロジェクト」、防災集団移転先の団地

で野菜の移動販売を行う「若林区とれたて

野菜お届けショップくるまぁと」、仙台市街

地などで「若林区復興支援ショップりるま

ぁと」を展開し、農業に親しみ、人の往来

を作り出すことを目的に、おいもプロジェ

クトやわらアートといった「いくっちゃ若

林～田畑の復興ツーリズム～」の実施など、

被災地支援から地域おこしまで幅広く活動

を続けている。

震災から 年間を目標として活動して

おり、全国各地からのボランティアと共に、

これからも農地と地域コミュニティの再生

に取り組むこととしている。

④おにぎり茶屋ちかちゃん

おにぎり茶屋ちかちゃんは、農事組合法

人仙台イーストカントリーの直営店として

平成 年５月にオープンした。同法人が生

産したお米や手作り味噌でつくられた美味

しいおにぎりなどの加工と消費者への提供

を行っている。

震災前に若林区で「神屋敷仕込味噌クラ

ブ」として、農業のかたわら味噌の製造と

販売を行っていたが、農地と味噌の蔵が浸

水。一時は諦めかけていたが、味噌クラブ

の仲間たちで開業を決意し、店舗を立ち上

げ、運営している。

１次産業の農業、２次産業の加工、３次

産業の販売を一体的に行う６次産業化の拠

点としてだけでなく、地元の女性たちの働

く場の提供という役割も担っている。

⑤たなばたけ

ＪＡ仙台農産物直売所たなばたけ高砂店

は、震災前から店舗建設を着工していたも

のの、東日本大震災の影響により、一時工

事が中断していた。その後、工事が再開さ

れ、平成 年 月に復興のシンボルとし

てオープンした。

たなばたけ高砂店は、①地域社会への貢

献、②店舗ブランド確立、③食べて買って

もらえる商品づくりをコンセプトにつくら

れた。ＪＡ仙台会員の出荷による農産物の

販売のほか、玄米や管内産米をその場で精

 
 

ホームヘルパーを派遣する事業、家族を支

援する事業を展開している。

ぱるけは、震災時に障害児・者とその家

族がさまざまな困難に直面したことを受け

て、平成 年１月に障害児・者の保護者

人を中心に「ちょこっと・ねっと」を立

ち上げ、障害児・者の家族向けと地域の人

向けに啓発の冊子を作成した。冊子では、

障害児・者が小さいころから地域とつなが

りにくい環境で生活していることをマップ

で示したり、災害に関する心構えなども盛

り込んでおり、災害時に障害児・者の家族

の受援力（支援を受ける力）を高めること、

地域に見守ってくれる人が増えることを願

い作成された。また、ぱるけでは、震災時

の保護者たちの体験談を基に紙芝居を作成

し、児童館や地域のイベントなどに出向い

て障害児・者への理解を深めてもらう出前

講座を実施している。

⑤特定非営利活動法人せんだいファミリーサポ

ート・ネットワーク

特定非営利活動法人せんだいファミリー

サポート・ネットワークは、子育て家庭へ

の支援を目的として、平成 年３月に設立

された。平成 年１月からは、乳幼児とそ

の家族を対象とした本市の子育て支援施設

である、「子育てふれあいプラザ（のびすく

仙台）」の指定管理者として運営を行ってい

る。震災４日後から運営を再開し、ライフ

ラインが途絶して不安を抱えた子育て中の

母子などが安心して過ごせる居場所を提供

した。

平成 年 月、せんだいファミリーサ

ポート・ネットワークは、震災を経験した

子育て中の 人を超える女性へのアンケ

ートや座談会を行い、それを基に地震発生

時の行動ポイントや安全に避難するための

心得、日ごろの備えなど掲載した子育て世

帯のための地震防災ハンドブック「大切な

人を守るために 今できること」を作成し

た。なお、当ハンドブックは、平成 年１

月、防災まちづくり大賞（一般部門総務大

臣賞）を受賞している。

⑥こども☆ひかりプロジェクト

「こども☆ひかりプロジェクト」は、被

災地の子どもたちの復興支援のために、平

成 年 月、全国各地の博物館や美術館

の学芸員らが集まって始動した取り組みで

あり、事務局は兵庫県に置かれている。

本市においては、平成 年６月、せんだ

いメディアテークにて、「未来をつむぐ子ど

もたちのためにミュージアムができること」

について討議するフォーラムを実施したほ

か、平成 年度以降、科学館、農業園芸セ

ンター、縄文の森広場などを会場に、本市

と連携してフェスティバルを開催してきた。

同イベントでは、幼児や小学生を対象に、

生き物や美術、天文など、さまざまな分野

の体験プログラムを実施し、多くの親子連

れで賑わった。

また、市内の大学生ボランティアで構成

される「こどもひかりユース」が、体験型

プログラムの企画・運営や、県外の被災地

支援にも参加するなど、若い世代が子ども

たちの笑顔のために意欲的に活動している。

５．農業

①仙台東土地改良区

土地改良区は、土地改良法に基づき農業

用施設の新設、管理等の土地改良事業を行

う農業者の法人組織であり、仙台東土地改

良区は、平成８年４月に設立された。

震災直後に、ＪＡ仙台および本市ととも

に、「仙台東部地区農業災害復興連絡会」を

立ち上げ、東部地域の農業の復旧・復興に

向けて取り組んできた。特に、国の直轄事

業として進めている大規模ほ場整備におい

ては、「仙台東地区ほ場整備事業推進協議会」

の事務局として、被災した農地を単に復旧

するのではなく、より生産性の高い営農基

盤としていくために、農業者の立場から合

意形成を図るなど、中心的な役割を果たし
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ている。

平成 年度からは、平成 年４月から

運用を開始した大沼太陽光発電所の維持管

理も担うこととしているなど、新たな農業

基盤の効率的な運営に努めながら、本市の

地域資源である東部地域の農業の発展と次

世代への継承に取り組んでいる。

②農事組合法人井土生産組合

農事組合法人井土生産組合は、平成 年

１月に設立された。仙台の南東部に位置す

る井土地区は、津波によって大きな被害を

受け、辺り一帯はがれきなどで見るも無残

な状態となった。「先祖代々引き継がれて来

た農地を我々の代で荒らすわけにはいかな

い」と、農業の再建に向けて、有志 名で

農事組合法人を立ち上げた。

平成 年度からは、東部地域で第１号と

なった大規模ほ場での稲作を行うなど、少

しずつ耕作面積を広げながら、着実に事業

を展開している。新品種のミニトマト「ア

ンジェレ」の養液栽培や甘くて柔らかい「仙

台井土ねぎ」の生産を行う等、消費者のニ

ーズに合わせた農産品の生産に取り組んで

いる。平成 年 月には「井土ねぎまつ

り」を開催し、ねぎの掘り取り体験等、消

費者に向けたイベントも積極的に開催し、

ブランド化に向けた取り組みも行っている。

③一般社団法人

一般社団法人 （読み：リルーツ）

は、東北大学の学生を中心として結成され

た被災者支援ボランティア団体として、平

成 年４月から活動を開始している。コン

セプトとして「復旧から復興へ、そして地

域おこしへ」を掲げ、平成 年 月から

は一般社団法人として活動している。

震災直後は農地のがれき撤去に始まり、

現在は失われた景観の再生を目指す「ひま

わりプロジェクト」、防災集団移転先の団地

で野菜の移動販売を行う「若林区とれたて

野菜お届けショップくるまぁと」、仙台市街

地などで「若林区復興支援ショップりるま

ぁと」を展開し、農業に親しみ、人の往来

を作り出すことを目的に、おいもプロジェ

クトやわらアートといった「いくっちゃ若

林～田畑の復興ツーリズム～」の実施など、

被災地支援から地域おこしまで幅広く活動

を続けている。

震災から 年間を目標として活動して

おり、全国各地からのボランティアと共に、

これからも農地と地域コミュニティの再生

に取り組むこととしている。

④おにぎり茶屋ちかちゃん

おにぎり茶屋ちかちゃんは、農事組合法

人仙台イーストカントリーの直営店として

平成 年５月にオープンした。同法人が生

産したお米や手作り味噌でつくられた美味

しいおにぎりなどの加工と消費者への提供

を行っている。

震災前に若林区で「神屋敷仕込味噌クラ

ブ」として、農業のかたわら味噌の製造と

販売を行っていたが、農地と味噌の蔵が浸

水。一時は諦めかけていたが、味噌クラブ

の仲間たちで開業を決意し、店舗を立ち上

げ、運営している。

１次産業の農業、２次産業の加工、３次

産業の販売を一体的に行う６次産業化の拠

点としてだけでなく、地元の女性たちの働

く場の提供という役割も担っている。

⑤たなばたけ

ＪＡ仙台農産物直売所たなばたけ高砂店

は、震災前から店舗建設を着工していたも

のの、東日本大震災の影響により、一時工

事が中断していた。その後、工事が再開さ

れ、平成 年 月に復興のシンボルとし

てオープンした。

たなばたけ高砂店は、①地域社会への貢

献、②店舗ブランド確立、③食べて買って

もらえる商品づくりをコンセプトにつくら

れた。ＪＡ仙台会員の出荷による農産物の

販売のほか、玄米や管内産米をその場で精
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る対面相談の「傾聴サロン」など、さまざ

まな活動をこれまで継続・展開してきた。

また、支援の裾野を広げるため、「傾聴基本

講座」「傾聴ボランティア養成講座」を宮城

県内各地で実施し、ボランティア活動を通

して社会に寄与できる人材育成にも取り組

んでいる。

②ＮＰＯ法人仙台グリーフケア研究会

ＮＰＯ法人仙台グリーフケア研究会は、

かけがえのない人を喪失した方々の思いに

寄り添う支援を実施するため、平成 年に

仙台市立病院の医師や市民が中心となって

立ち上げ、平成 年にＮＰＯ法人格を取得

した。

同法人は、本市をはじめとした県内各自

治体で大切な人を亡くした方の支援を行っ

ており、平成 年９月から自死遺族の話を

聞く場として「わかちあいの会」を実施し

た。平成 年３月から自死以外の遺族のた

めのわかちあいの会を、平成 年 月か

らは子どもを対象としたグリーフケア「ワ

ンデイプログラム」を、本市を拠点に開催

している。震災後は、震災遺族にも広く参

加を呼びかけ、県内各地でわかちあいの会

を開催している。同法人は、あしなが育英

会と共催して、震災遺児の心のケアとして

のワンデイプログラムを実施していたが、

平成 年度からワンデイプログラムはＮ

ＰＯ法人子どもグリーフサポートステーシ

ョンに移行し、活動を継続している。

本市においては、同法人は、平成 年度

から長期的な事業展開を見据え、人材育成

などグリーフケアに関する講義やわかちあ

いの会のファシリテーターを養成するグリ

ーフケアの担い手養成講座を開催している。

８．防災

①東北大学災害科学国際研究所

東北大学では、平成 年に「東北大学防

災科学研究拠点」を発足し、宮城県沖地震

に備え、 分野約 人の研究者が、文系・

理系の枠を超えて減災研究活動を展開して

いた。

東日本大震災の発災を受け、同大学では、

新たな研究組織である「東北大学災害科学

国際研究所」を平成 年４月に設立した。

同研究所は、これまでの防災・減災システ

ムでは対応できない低頻度巨大災害に対応

するための新たな学際的研究を目的とし、

人文・社会学・理学・工学・情報学・医学

などさまざまな分野の研究者で構成され、

調査研究の成果が社会や暮らしの中で役立

つよう、巨大地震および津波の発生メカニ

ズムの解明から震災の教訓のアーカイブへ

の記録等、幅広い活動を行っている。

同研究所は、「津波避難施設の整備に関す

る検討委員会」をはじめ、本市の防災・減

災や復興に関わるさまざまな委員会・審議

会等に参加・協力するとともに、本市と共

同での津波浸水シミュレーションや津波避

難に関するアンケート調査の実施、「多言語

防災ビデオ」や「津波からの避難の手引き」

を作成する際のアドバイス、防災講演会や

職員研修会の講師としての啓発事業への支

援など、本市の防災・減災や復興に関する

さまざまな取り組みに連携・協力してきた。

平成 年１月９日、本市と同研究所は、

それぞれが有する人的・知的資源を活用し

て、地域社会の振興と発展、新たな防災・

減災のまちづくり、社会ニーズに応じた研

究の深化、さらには未来を担う人材を育成

するべく、互いに連携と協力を行う協定を

締結し、震災復興と防災・減災に向けた取

り組みを連携して推進していくこととして

いる。

また、平成 年４月には、同所内に災害

統計グローバルセンターが設置され、平成

年３月の第３回国連防災世界会議におい

て採択された「仙台防災枠組」の進捗管理

に不可欠な災害統計の整備に貢献すること

が期待されている。

 
 

米・販売する「今搗き米工房」、東京・中目

黒の野菜スイーツ専門店が監修を務め、地

場産農産物を使ったオリジナルスイーツを

販売する「スイーツ工房」などを設けてい

る。スイーツ工房では、野菜スイーツの他

に、震災復興と宮城県産大豆のブランド化

を目的として、仙大豆商品の開発に取り組

み、ソイチョコやソイコロ等の商品を販売

している。平成 年 月には、「オープン

４周年祭」を開催し、新米の特売や全国の

提携ＪＡ直売所による特産品の販売を行う

など、多くの来店客で賑わった。

６．中間支援

①公益財団法人地域創造基金さなぶり

公益財団法人地域創造基金さなぶりは、

東北や復興支援を考える個人、企業、団体

からの寄付を募り、被災地において復興支

援事業を行う担い手に対しその資金を仲介

する財団である。平成 年６月、特定非営

利活動法人せんだい・みやぎＮＰＯセンタ

ーを母体に「一般財団法人地域創造基金み

やぎ」として発足し、平成 年７月に公益

法人化した。地域社会を支える活動に対す

る「お金の新しい流れ」をつくることで、

東北の復興と発展を支えることを目的とし

たコミュニティ財団として、被災地支援事

業を行う団体への助成事業のほか、支援事

業にかかるコンサルティングや、地域の状

況に係る情報収集や発信等を行ってきた。

平成 年度末までに、英国等国内外から

の支援金を含む総額 億円の資金を調達

し、岩手県、宮城県、福島県に対し、累計

約 億円の支援決定を行った。

②特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォ

ーム

特定非営利活動法人ジャパン・プラット

フォームは、難民発生時、自然災害時の緊

急人道支援活動をより効率的かつ迅速に行

うため、平成 年８月にＮＧＯ、経済界、

日本政府が共同で設立した団体であり、政

府からの支援金および企業・個人からの寄

付を募ることによって、初動活動資金をＮ

ＧＯに迅速に提供し、ＮＧＯが直ちに現地

に出動、援助活動を開始できるよう、中間

支援を行っている。

これまで、同法人は、海外での緊急援助

活動への支援を行ってきたが、今回の東日

本大震災においては、法人として初となる

国内出動を行い、これまでの経験とノウハ

ウ、ネットワークを活用した幅広い支援活

動を行ってきた。また、「共に生きる」ファ

ンドを立ち上げ、支援活動を行っている地

元団体等への活動資金を助成した。

また、本市に被災地支援の活動拠点をお

き、被災地の自治体や社会福祉協議会など、

関係機関との調整や連携を行ってきた。平

成 年３月 日には特定非営利活動法人

せんだい・みやぎＮＰＯセンター、公益社

団法人仙台青年会議所、一般社団法人パー

ソナルサポートセンター、被災者をＮＰＯ

とつないで支える合同プロジェクトととも

に、みやぎ連携復興センターを立ち上げる

など、被災地支援活動の基盤づくりに大き

く寄与している。

７．心のケア

①特定非営利活動法人仙台傾聴の会

特定非営利活動法人仙台傾聴の会は、平

成 年４月から高齢者の自殺予防を目的

に傾聴活動を開始し、平成 年 月に特

定非営利活動法人として設立した傾聴ボラ

ンティア団体であり、会員 名、５支部（仙

台北、仙台中、仙台南、名取、岩沼）（平成

年３月末時点）で構成されている。

震災以降は、高齢者福祉施設や１人暮ら

しの高齢者宅などでの活動と並行して、被

災者に対する傾聴活動を実施してきた。宮

城県医師会の要請を受け、県内各避難所で

の傾聴活動を開始し、その後、プレハブ仮

設住宅集会所や復興公営住宅集会所で参加

者同士が交流する「傾聴茶話会」、個別相談

を受ける電話相談やカウンセラーが対応す
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る対面相談の「傾聴サロン」など、さまざ

まな活動をこれまで継続・展開してきた。

また、支援の裾野を広げるため、「傾聴基本

講座」「傾聴ボランティア養成講座」を宮城

県内各地で実施し、ボランティア活動を通

して社会に寄与できる人材育成にも取り組

んでいる。

②ＮＰＯ法人仙台グリーフケア研究会

ＮＰＯ法人仙台グリーフケア研究会は、

かけがえのない人を喪失した方々の思いに

寄り添う支援を実施するため、平成 年に

仙台市立病院の医師や市民が中心となって

立ち上げ、平成 年にＮＰＯ法人格を取得

した。

同法人は、本市をはじめとした県内各自

治体で大切な人を亡くした方の支援を行っ

ており、平成 年９月から自死遺族の話を

聞く場として「わかちあいの会」を実施し

た。平成 年３月から自死以外の遺族のた

めのわかちあいの会を、平成 年 月か

らは子どもを対象としたグリーフケア「ワ

ンデイプログラム」を、本市を拠点に開催

している。震災後は、震災遺族にも広く参

加を呼びかけ、県内各地でわかちあいの会

を開催している。同法人は、あしなが育英

会と共催して、震災遺児の心のケアとして

のワンデイプログラムを実施していたが、

平成 年度からワンデイプログラムはＮ

ＰＯ法人子どもグリーフサポートステーシ

ョンに移行し、活動を継続している。

本市においては、同法人は、平成 年度

から長期的な事業展開を見据え、人材育成

などグリーフケアに関する講義やわかちあ

いの会のファシリテーターを養成するグリ

ーフケアの担い手養成講座を開催している。

８．防災

①東北大学災害科学国際研究所

東北大学では、平成 年に「東北大学防

災科学研究拠点」を発足し、宮城県沖地震

に備え、 分野約 人の研究者が、文系・

理系の枠を超えて減災研究活動を展開して

いた。

東日本大震災の発災を受け、同大学では、

新たな研究組織である「東北大学災害科学

国際研究所」を平成 年４月に設立した。

同研究所は、これまでの防災・減災システ

ムでは対応できない低頻度巨大災害に対応

するための新たな学際的研究を目的とし、

人文・社会学・理学・工学・情報学・医学

などさまざまな分野の研究者で構成され、

調査研究の成果が社会や暮らしの中で役立

つよう、巨大地震および津波の発生メカニ

ズムの解明から震災の教訓のアーカイブへ

の記録等、幅広い活動を行っている。

同研究所は、「津波避難施設の整備に関す

る検討委員会」をはじめ、本市の防災・減

災や復興に関わるさまざまな委員会・審議

会等に参加・協力するとともに、本市と共

同での津波浸水シミュレーションや津波避

難に関するアンケート調査の実施、「多言語

防災ビデオ」や「津波からの避難の手引き」

を作成する際のアドバイス、防災講演会や

職員研修会の講師としての啓発事業への支

援など、本市の防災・減災や復興に関する

さまざまな取り組みに連携・協力してきた。

平成 年１月９日、本市と同研究所は、

それぞれが有する人的・知的資源を活用し

て、地域社会の振興と発展、新たな防災・

減災のまちづくり、社会ニーズに応じた研

究の深化、さらには未来を担う人材を育成

するべく、互いに連携と協力を行う協定を

締結し、震災復興と防災・減災に向けた取

り組みを連携して推進していくこととして

いる。

また、平成 年４月には、同所内に災害

統計グローバルセンターが設置され、平成

年３月の第３回国連防災世界会議におい

て採択された「仙台防災枠組」の進捗管理

に不可欠な災害統計の整備に貢献すること

が期待されている。
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町内会を中心に学校や福祉施設、区役所な

どと連携し、防災マップの作成など地域が

一体となった防災計画づくりに着手した。

計画策定の最終的な作業をしていた矢先に

震災が発生したが、住民の災害に対する意

識が浸透していたこともあり、大きな混乱

はなく避難所の運営を行うことができた。

震災後の平成 年度には、ワークショップ

などを通して震災時に大きな力となった中

学生等の若年層と高齢層との世代間交流を

図り、地域の連携を強化することで災害に

備えた。

また、平成 年度には災害時要援護者支

援体制を町内会で整備するため、町内会役

員や民生委員など７人が中心となり、「支援

プラン検討委員会」を設置した。当町内会

では、世代間交流を進めながら住民同士の

あいさつや声掛けなどに気を配り、日ごろ

からの信頼関係づくりに努めていくことと

している。

⑥福住町町内会

福住町町内会は、宮城野区福住町の全

世帯が加入している。

昭和 年の台風による豪雨災害を契機

に、大規模災害に備えて災害対応チームを

結成し、平成 年、住民全員の名簿、自主

防災マニュアルの整備を行い、民間会社や

行政を交えた防火・防災訓練を行ってきた。

遠隔地の山形県尾花沢市鶴子地区とは、震

災前から相互の助け合いを目的に「災害時

相互協力協定」を締結。新潟県中越地震時

に支援した小千谷市池ヶ原３町内会とも、

その時の縁で交流が続いていた。

３月 日の発災時には、いち早くマニュ

アルに沿って行動し、集会所に避難所を開

設して公的な支援を待たずに炊き出しを行

ったほか、当町内会の女性たちが作る「婦

人防火クラブ」「婦人コスモス部」は、避難

所での食事の準備、授乳やトイレの使い方

などの課題に対応した。また、４日後には

尾花沢市鶴子地区と小千谷市池ヶ原３町内

会から支援物資が届けられた。

「困ったときはお互いさま」という考え

方で、余った物資を不足する近隣避難所へ

提供した。この「他助」と称する活動は、

平成 年４月末までに カ所に及び、県

内はもとより遠くは岩手県大船渡市に及ん

だ。「福住町方式」は注目を集め、防火・防

災訓練には多くの団体が視察に訪れている。

震災後、「災害時相互協力協定」締結団体

を４団体から 団体（平成 年３月末時

点）に増やすとともに、他助の活動のほか、

震災前から実施していた福祉施設等での動

物とのふれあいを通じたメンタルヘルスケ

ア活動を被災地にも拡大。支援の継続と、

災害への備えと災害に強い町づくりを強化

している。

⑦クリスロード商店街

クリスロード商店街振興組合は、昭和

年に設立し（当時新伝馬町商店街振興組合、

平成４年にクリスロード商店街振興組合に

名称変更）し、同商店街の振興と発展のた

めさまざまなイベントの企画や商店街の整

備などを行ってきた。

当組合では、震災を受けて、非常時の指

揮系統や商店街全体としての動きの共通認

識を持つ必要があると認識したため、理事

人と外部コンサルタント、本市経済局の

職員を構成員とした防災委員会を設置し、

平成 年３月に災害発生時の避難経路や

ＡＥＤ、指定避難所の位置を掲載した「ク

リスロード商店街振興組合における商店街

防災マニュアル」を発行した。

今後は、商店街全体での防災訓練や、周

辺商店街と連携した訓練や情報共有を行い、

防災対策の強化を目指すこととしている。

⑧特定非営利活動法人 防災研究所

特定非営利活動法人 防災研究所は、

平成 年６月に 仙台防災学習研究所

として設立し、平成 年 月にＮＰＯ法

人として認証された団体である。当法人は、

 
 

②特定非営利活動法人 にこにこの家

特定非営利活動法人 にこにこの

家は、平成７年に設立し、介護予防事業や

児童館の運営等、高齢者や障害者、子ども

への支援を行ってきた。

少子高齢化が進み、ひとり暮らしの高齢

者が増加してきた中で東日本大震災が起き、

災害時の要援護者支援の課題などが浮き彫

りになり、日ごろからの備えや人のつなが

りの大切さを再確認した。震災の教訓を後

世に伝えるため、平成 年度より実践的に

防災について学ぶことができる「仙台発そ

なえゲーム（ＳＳＧ）」を開発した。

同ゲームは、参加者一人ひとりが架空の

住民になって「災害に備えるために、自分

や地域に何が必要か、何ができるか」につ

いて考えながら、実践的に防災・減災を学

ぶことができる体験型ボードゲームである。

県内外の小・中学校や町内会などでは、

同ゲームを通じた防災・減災の普及啓発活

動を行うとともに、「仙台発そなえゲーム輪

島」と提携し、石川県での普及活動にも取

り組んでいる。また、平成 年３月に本市

で開催された第３回国連防災世界会議では

体験会を開催し、世界に向けた発信を行っ

た。

平成 年度からは 発災当時、避難所で

の避難生活が難しかったひきこもりや発達

障害の子どもたちも、ゲームを通して避難

所生活を疑似体験し、また参加者と交流が

できるような、新しい「仙台発そなえゲー

ム」の開発を行う予定である。

③

株式会社エフエム仙台（ ）は、昭

和 年から宮城県を対象地域として放送

を行うラジオ局である。

では、震災時、言葉の違いから

外国人が情報を入手しにくいという状況を

受けて、仙台市災害多言語支援センター（仙

台国際交流協会内（当時）に設置）による

簡単な日本語、英語、中国語、韓国語で外

国人に向けた本市からのお知らせを放送し

た。

また、 では災害時に簡単に作れ

る非常食を「サバ・メシ」（サバイバル・メ

シ）とし、平成 年から平成 年まで防

災企画として、各ラジオ番組でレシピを一

般募集し、コンテストを行ってきた。震災

後の平成 年からは、各ラジオ番組でのレ

シピの募集や開発を行い、毎年さまざまな

レシピを掲載した「サバ・メシ防災ハンド

ブック」を発行してきた。この取り組みを

通して、アイデアと工夫を凝らした非常食

を考えることで、身近に、より積極的に防

災に取り組む意識を高めた。

④片平地区連合町内会

青葉区片平地区は、本市の中心部に位置

し、約 世帯 人が居住している。

同地区の８つの町内会で構成される片平地

区連合町内会では、発災後すぐに「片平地

区災害対策委員会」を組織し、各地域の情

報交換を行いながら指定避難所の運営およ

び各地域の対策活動にあたった。

片平地区には外国人の居住者が多いため、

避難者の中に外国人も含まれていたが、言

葉の壁もあり、意思疎通が難しく、避難所

の運営等に関わることはなかった。震災後、

公益財団法人仙台国際交流協会（現公益財

団法人仙台観光国際協会）や東北大学と会

議を重ね、大学では避難場所の確保や情報

提供を行い、町内会は食料の提供を行うな

ど両者で役割分担をして対応できるように

するほか、地域の防災訓練に外国人に参加

してもらうなど、地域防災の担い手になっ

てもらえるよう体制を整えている。

⑤川平団地町内会

青葉区川平団地町内会は、約 世帯

が加入している。当町内会では、阪神・淡

路大震災を契機とし、当時町内会としてす

でに策定されていた防災マニュアルの見直

しを始めた。平成 年度には川平学区連合
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町内会を中心に学校や福祉施設、区役所な

どと連携し、防災マップの作成など地域が

一体となった防災計画づくりに着手した。

計画策定の最終的な作業をしていた矢先に

震災が発生したが、住民の災害に対する意

識が浸透していたこともあり、大きな混乱

はなく避難所の運営を行うことができた。

震災後の平成 年度には、ワークショップ

などを通して震災時に大きな力となった中

学生等の若年層と高齢層との世代間交流を

図り、地域の連携を強化することで災害に

備えた。

また、平成 年度には災害時要援護者支

援体制を町内会で整備するため、町内会役

員や民生委員など７人が中心となり、「支援

プラン検討委員会」を設置した。当町内会

では、世代間交流を進めながら住民同士の

あいさつや声掛けなどに気を配り、日ごろ

からの信頼関係づくりに努めていくことと

している。

⑥福住町町内会

福住町町内会は、宮城野区福住町の全

世帯が加入している。

昭和 年の台風による豪雨災害を契機

に、大規模災害に備えて災害対応チームを

結成し、平成 年、住民全員の名簿、自主

防災マニュアルの整備を行い、民間会社や

行政を交えた防火・防災訓練を行ってきた。

遠隔地の山形県尾花沢市鶴子地区とは、震

災前から相互の助け合いを目的に「災害時

相互協力協定」を締結。新潟県中越地震時

に支援した小千谷市池ヶ原３町内会とも、

その時の縁で交流が続いていた。

３月 日の発災時には、いち早くマニュ

アルに沿って行動し、集会所に避難所を開

設して公的な支援を待たずに炊き出しを行

ったほか、当町内会の女性たちが作る「婦

人防火クラブ」「婦人コスモス部」は、避難

所での食事の準備、授乳やトイレの使い方

などの課題に対応した。また、４日後には

尾花沢市鶴子地区と小千谷市池ヶ原３町内

会から支援物資が届けられた。

「困ったときはお互いさま」という考え

方で、余った物資を不足する近隣避難所へ

提供した。この「他助」と称する活動は、

平成 年４月末までに カ所に及び、県

内はもとより遠くは岩手県大船渡市に及ん

だ。「福住町方式」は注目を集め、防火・防

災訓練には多くの団体が視察に訪れている。

震災後、「災害時相互協力協定」締結団体

を４団体から 団体（平成 年３月末時

点）に増やすとともに、他助の活動のほか、

震災前から実施していた福祉施設等での動

物とのふれあいを通じたメンタルヘルスケ

ア活動を被災地にも拡大。支援の継続と、

災害への備えと災害に強い町づくりを強化

している。

⑦クリスロード商店街

クリスロード商店街振興組合は、昭和

年に設立し（当時新伝馬町商店街振興組合、

平成４年にクリスロード商店街振興組合に

名称変更）し、同商店街の振興と発展のた

めさまざまなイベントの企画や商店街の整

備などを行ってきた。

当組合では、震災を受けて、非常時の指

揮系統や商店街全体としての動きの共通認

識を持つ必要があると認識したため、理事

人と外部コンサルタント、本市経済局の

職員を構成員とした防災委員会を設置し、

平成 年３月に災害発生時の避難経路や

ＡＥＤ、指定避難所の位置を掲載した「ク

リスロード商店街振興組合における商店街

防災マニュアル」を発行した。

今後は、商店街全体での防災訓練や、周

辺商店街と連携した訓練や情報共有を行い、

防災対策の強化を目指すこととしている。

⑧特定非営利活動法人 防災研究所

特定非営利活動法人 防災研究所は、

平成 年６月に 仙台防災学習研究所

として設立し、平成 年 月にＮＰＯ法

人として認証された団体である。当法人は、
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第４節 女性と防災

１．復旧期の女性たち

（１）避難所

今回の震災において市内で開設された避

難所は カ所、そこに最大時 万人を超

える被災者が避難した。ライフラインや流

通の復旧など市民生活の回復に伴い、避難

者数は少しずつ減少していったが、津波等

で自宅を失った多くの被災者は、長期にわ

たる避難所生活を強いられることとなった。

プレハブ仮設住宅の整備が完了し、最後の

避難所が閉鎖されたのは平成 年７月

日である。

男女共同参画の視点からの災害対応につ

いては、震災以前の地域防災計画には記載

がなく、避難所への授乳室の設置や助産師

の巡回は示されていたものの、実際に避難

所での生活が始まると、プライバシーや防

犯・安全の確保、女性に必要な衛生用品な

どの物資の不足、子育て世帯への配慮など、

さまざまな課題が発生した。

具体的には、仕切りがなくプライバシー

空間が確保されないストレス、仮設トイレ

の安全面や衛生上の不安、洗濯ができず衣

類の替えもない、子どもの声や物音に気を

遣う等、避難所におけるさまざまな困難が

あった。避難所でリーダー的な役割を果た

す女性がおらず、男性には下着や生理用品

の要望を言いにくいなど、悩みがあっても

相談できない状況も見られた。

こうした状況には、当初、保健師等の女

性職員が中心となり、テントを活用した着

替え場所の確保や、避難所内を巡回して個

別の要望を聞き取るなどの対応を行った。

行政職員のほか、ボランティアなどが被災

者支援活動の中からニーズをとらえて発信

することもあった。被災者の要望を受け、

照明の設置やパーテーション、洗濯機の導

入などの生活環境の改善も徐々に行われて

いった。

各避難所では、避難者や地域団体等の協

力のもと、避難所運営委員会が組織されて

いた。中には、早い段階から女性が運営に

主体的に関わることができたところもあっ

たが、女性の運営委員がいない場合が多く、

全体としては女性の意見を吸い上げにくい

状況であった。

女性たちの声には、全体の安心・安全や

快適性、健康管理につながる内容や、子ど

もや高齢者、障害者に配慮した観点が幅広

く含まれている。こうした生活者としての

女性の視点を生かした避難所運営を行うた

めには、今後、避難所運営委員への女性の

参画促進に取り組む必要がある。

（２）電話相談と情報提供

公益財団法人せんだい男女共同参画財団

（以下、「財団」という。）は本市の外郭団

体で、仙台市男女共同参画推進センターで

ある「エル・パーク仙台」と「エル・ソー

ラ仙台」を指定管理者として運営しており、

その中で女性相談事業を実施している。

震災直後は、２館とも臨時休館となり、

それまで実施していた男女共同参画に関す

る各種事業は休止された。その間、センタ

ーのスタッフは施設の復旧や、本市の災害

ダイヤル窓口への応援勤務にあたるなど震

災対応体制となったが、災害の際には女性

がＤＶや経済困窮、孤立などの困難を抱え

やすいことが阪神・淡路大震災の教訓とさ

れており、センター機能の中でもとりわけ

相談分野は早期の再開が必要であった。

まず３月 日に、震災後休止していた

「仙台市女性への暴力相談電話」を再開し、

日までに 件の相談を受け付けた。

３月 日には、女性からの相談を広く受

け付ける「女性の悩み災害時緊急ダイヤル」

を設置した。このころ市内の水道がほぼ復

旧するなど、ライフラインが戻りつつある

時期だったが、巨大な地震と津波、原子力

発電所事故の影響で市民生活はいまだ混乱

 
 

地域住民、学校教育関係職員ならびに行政

職員等へ、「防災」「減災（備え）」を中心と

した防災教育や研修を行うとともに、防災

ゲーム等の研究開発などに関する事業を行

い、広く地域や行政および各種団体等と連

携した防災知識の啓発に寄与することを目

的とした活動を行ってきた。

当法人は、平成 年度から避難者をその

事情に応じて避難所に適切に配置する「避

難所運営ゲーム（ＨＵＧ－Ｓ）」のほか、避

難所の運営委員になったと想定してイメー

ジトレーニング（ＫＩＴゲーム）を行う独

自開発の防災ゲームなどを用いて、町内会

や行政職員など向けの実践的な研修を行い、

地域や行政および各種団体と連携した防災

知識の普及に努めている。

⑨市職員自主グループ

は、平成 年度、市職員が

互いの業務知識やビジネススキル等を学び

合うことを通じて職場や部署を越えたコミ

ュニケーションを生み出すことを目的とし

て、職員有志により設立された自主勉強会

であり、平成 年度末現在、 名が参加

している。

震災以降は、「仙台市職員からみた震災記

録チーム」、「クロスロード研究会」という

下部組織を新たに設置し、職員間また市民

と連携しながら震災の経験を後世に伝え、

次の災害へ活かす取り組みを進めている。

「仙台市職員震災記録チーム」は、震災

の復旧・復興に関わった職員の行動にとど

まらず、職員が抱いた思いも併せて記録に

残し、震災の教訓から得たものを次世代の

市職員に伝えていく活動を行っている。市

職員個人の震災体験を記録した体験記の作

成や、体験の共有を行う「語り部の会」等

を開催している。

「クロスロード研究会」は、阪神・淡路

大震災時に神戸市職員が直面した数多くの

ジレンマの体験をもとに作られた防災シミ

ュレーションカードゲーム「クロスロード」

をツールとして、防災・減災について学ぶ

勉強会である。「クロスロード」は、災害時

に直面するさまざまな課題に「 」か「 」

かを皆で考えるゲームであり、ゲームに正

解はなく、さまざまな意見を出し合いなが

ら、災害時の組織および個人の対応力向上

を目指すものである。

同研究会は、市職員有志のほか、神戸市

クロスロード研究会、市民団体等、外部と

積極的に交流を図っていることが特徴であ

る。
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える被災者が避難した。ライフラインや流

通の復旧など市民生活の回復に伴い、避難

者数は少しずつ減少していったが、津波等

で自宅を失った多くの被災者は、長期にわ

たる避難所生活を強いられることとなった。

プレハブ仮設住宅の整備が完了し、最後の

避難所が閉鎖されたのは平成 年７月

日である。

男女共同参画の視点からの災害対応につ

いては、震災以前の地域防災計画には記載
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どの物資の不足、子育て世帯への配慮など、

さまざまな課題が発生した。
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空間が確保されないストレス、仮設トイレ

の安全面や衛生上の不安、洗濯ができず衣

類の替えもない、子どもの声や物音に気を

遣う等、避難所におけるさまざまな困難が

あった。避難所でリーダー的な役割を果た

す女性がおらず、男性には下着や生理用品

の要望を言いにくいなど、悩みがあっても

相談できない状況も見られた。

こうした状況には、当初、保健師等の女

性職員が中心となり、テントを活用した着

替え場所の確保や、避難所内を巡回して個

別の要望を聞き取るなどの対応を行った。

行政職員のほか、ボランティアなどが被災

者支援活動の中からニーズをとらえて発信

することもあった。被災者の要望を受け、

照明の設置やパーテーション、洗濯機の導

入などの生活環境の改善も徐々に行われて

いった。

各避難所では、避難者や地域団体等の協

力のもと、避難所運営委員会が組織されて

いた。中には、早い段階から女性が運営に

主体的に関わることができたところもあっ

たが、女性の運営委員がいない場合が多く、

全体としては女性の意見を吸い上げにくい

状況であった。

女性たちの声には、全体の安心・安全や

快適性、健康管理につながる内容や、子ど

もや高齢者、障害者に配慮した観点が幅広

く含まれている。こうした生活者としての

女性の視点を生かした避難所運営を行うた

めには、今後、避難所運営委員への女性の

参画促進に取り組む必要がある。

（２）電話相談と情報提供

公益財団法人せんだい男女共同参画財団

（以下、「財団」という。）は本市の外郭団

体で、仙台市男女共同参画推進センターで

ある「エル・パーク仙台」と「エル・ソー

ラ仙台」を指定管理者として運営しており、

その中で女性相談事業を実施している。

震災直後は、２館とも臨時休館となり、

それまで実施していた男女共同参画に関す

る各種事業は休止された。その間、センタ

ーのスタッフは施設の復旧や、本市の災害

ダイヤル窓口への応援勤務にあたるなど震

災対応体制となったが、災害の際には女性

がＤＶや経済困窮、孤立などの困難を抱え

やすいことが阪神・淡路大震災の教訓とさ

れており、センター機能の中でもとりわけ

相談分野は早期の再開が必要であった。

まず３月 日に、震災後休止していた

「仙台市女性への暴力相談電話」を再開し、

日までに 件の相談を受け付けた。

３月 日には、女性からの相談を広く受

け付ける「女性の悩み災害時緊急ダイヤル」

を設置した。このころ市内の水道がほぼ復

旧するなど、ライフラインが戻りつつある

時期だったが、巨大な地震と津波、原子力

発電所事故の影響で市民生活はいまだ混乱
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生などの 代女子に焦点を当て、抑え込ん

でいる気持ちを解放して元気を取り戻して

もらおうという取り組みである。一連の活

動には、宮城学院女子大学や仙台ドレメフ

ァッション芸術専門学校の学生などの協力

があり、企画、情報発信、イベント運営な

どに力を発揮している。

プロジェクトではまず、全国の同世代女

子に呼び掛けて、「自分がもらったら嬉しい

もの」を贈ってもらうこととし、 人以

上の協力者から、流行の小物やかわいい文

房具などのプレゼントが集まった。

７月には「ティーンズの女子会」として

市内中心部の公園を会場に、上記のプレゼ

ントの配布や、メイク、小物作り、ファッ

ションショーなどを行った。中高生から見

て「お姉さん」格である学生ボランティア

の存在も大きく、参加した女子たちは笑顔

を見せていた。その後も、プレゼントの配

布を中心に、市内だけでなく沿岸被災地で

も「女子会」を開催し、平成 年度中に７

回実施している。

（５）３ を語る女性の集い

震災の体験や記憶が薄らぐ前に、女性た

ちから意見を聞き、本市の震災復興計画や

復興に向けたまちづくりに反映させるため、

平成 年７月６日に意見交換会「３ を

語る女性の集い」を実施した。

当日は市長が出席し、約 人の女性らと

ワークショップ形式で「発災時のこと」、「そ

の後の１カ月間について」、「復興や防災に

必要な取り組み」の順に話し合いを進めた。

参加者からは、物資や情報が不足したこ

とによるさまざまな困難、地域のネットワ

ークや助け合いの重要性、防災マニュアル

整備、避難所運営の改善、食料や燃料の備

え等、さまざまな意見が出され、活発な議

論が展開された。

２．仮設住宅等でのコミュニティづくり

避難所から仮設住宅に生活の場が移ると、

交流や孤立防止のための取り組みが始まる

ようになり、女性が支援者として仮設住宅

のコミュニティ形成に寄与したり、地域の

復興の担い手として活躍したりする場面が

多く見られた。

①西原（にしっぱら）新聞の発行

宮城野区西原町内会は、全域が災害危険

区域となった町内会の一つであり、震災後、

約 世帯の住民たちは、複数のプレハブ

仮設住宅や借上げ民間賃貸住宅で、それぞ

れ仮住まいの暮らしを送ることとなった。

こうした中、同町内会の女性８人が中心

となり、鶴巻１丁目東公園のプレハブ仮設

住宅を拠点に集まり、ばらばらになったコ

ミュニティのつながりの維持と情報の共有

を目的に、「西原新聞」の発行を始めた。

新聞は平成 年 月の第１号以来、ほ

ぼ毎月発行され、住民たちの近況や投稿、

交流イベントのお知らせ、再開した店の情

報など、地域になじみの話題を取材記事と

写真で提供した。

防災集団移転促進事業などの住まいの再

建が進み、西原町内会が解散する平成 年

度末までの間、コミュニティの絆を深める

貴重なツールとして役割を果たし、第 号

が終刊となった。

②仮設住宅での手しごと品

市内の多くのプレハブ仮設住宅では、女

性たちが中心になって、自主的に、あるい

はＮＰＯなどの支援を受けて、アクリルた

わしや小物入れ、携帯ストラップなどの数

多くの手しごと品を作成した。

仲間が集まって、雑談をしながら一緒に

手を動かすという作業が、気晴らしや心の

癒やしにつながり、仮設住宅におけるコミ

ュニティ形成の一助となった。完成品は、

地域のイベント等で販売され、また買い手

との交流は、やりがいや生きがいを感じる

機会としても貴重なものとなった。

若林区の卸町五丁目公園プレハブ仮設住

 
 

と不安の中にあった。

同ダイヤルは７月 日までの約４か月

間で、余震の恐怖や仕事・生活費・住まい

の不安、人間関係の悩みやＤＶに関するも

のなど 件の相談が寄せられた。「パート

先が被災して休業、生活費が心配」「震災後、

障害のある子どもが不安定になった」「夫が

震災のイライラをぶつけてくる」「地震のニ

ュースに不安が募る」などが具体例の一部

である。期間終了後は、「女性のための電話

相談」に切り替え、引き続き女性たちの悩

みに応えている。

このほか、情報提供として、財団のホー

ムページ上に「被災したわたしたちが“今、

ここ”をのりきるために」という被災女性

支援のためのポータルサイトを開設し、各

種の支援情報や、表に出にくい女性たちの

声などを掲載した。平成 年５月からは

「わたしのペースでゆっくりと」にタイト

ルを変えて、平成 年５月まで、特設ペー

ジによる情報提供を継続した。

（３）つながる「場」の提供

平成 年４月５日に、被害が少なかった

エル・ソーラ仙台を再開した。被災した女

性たちの立ち直りのために、人が集まり話

せる場所、ほっとできる場所が必要である

との考えから、フリースペースを「こころ

と暮らしの立ち直りを支援するスペース」

と位置づけて開設した。

施設内には利用者が自分の気持ちをカー

ドに書いて貼る「つながる掲示板」を設置

し、「苦しさを抱えているのは自分だけでは

ない」、「誰かとつながっている」と感じて

もらえるための心の支援を行った。

市内では、被災による休館や、避難所と

なったために本来の市民利用施設として使

えない施設も多く、早期に開館したエル・

ソーラ仙台は仙台駅前の利便性の高い場所

にあることもあり、被災地に向かうボラン

ティア団体等の打ち合わせスペースとして

も多く利用された。

（４）せんたくネット

せんたくネットは、「せん」だいの女性た

ちが被災した女性たちの本音を「たく」さ

んくみ取って、一緒に解決する「ネット」

ワークとして、有志の女性たちと財団が連

携して行った活動である。避難所の女性た

ちの「女性の下着を干す場所がない」「車が

ないためコインランドリーまで行けない」

等の悩みを知り、ボランティアの女性が洗

濯を代行するサービスを立ち上げている。

この活動では 人の女性がボランティ

アとして登録し、子育て中などで、それま

で支援活動に参加できずにいた女性たちに

も、復興の担い手として活躍してもらう機

会となった。

４月上旬にスタートした洗濯代行ボラン

ティアは、市内では６月 日まで、市外へ

の支援は８月 日まで続けられ、預かった

洗濯物は 件に及んだ。洗濯物の受け渡

しの際の、被災女性とのやりとりから拾い

上げたニーズは、その後、以下の取り組み

にも繋がっていった。

①ブラジャーとサニタリーショーツを届けよ

う！

「ブラジャーとサニタリーショーツを届

けよう！」は、避難所の女性たちからの「同

じものをずっと着ている。替えがないので

洗濯代行にも出すことができない」「そもそ

も物資の中に下着が入っていない」などの

声をきっかけに始まった。多様なサイズを

集めるため、「自分の下着を選ぶつもりで一

枚ずつ購入してほしい」と呼び掛け、イン

ターネットやＳＮＳで全国の女性に協力を

募った。提供された約 枚の下着は、

６月 日までに、市内および県内の避難所

で配布した。

②ＭＤＧガールズプロジェクト～女子による女

子のための震災ピアサポート

ＭＤＧガールズプロジェクトは、成人女

性や子どもに比べて支援が届きにくい中高
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生などの 代女子に焦点を当て、抑え込ん

でいる気持ちを解放して元気を取り戻して

もらおうという取り組みである。一連の活

動には、宮城学院女子大学や仙台ドレメフ

ァッション芸術専門学校の学生などの協力

があり、企画、情報発信、イベント運営な

どに力を発揮している。

プロジェクトではまず、全国の同世代女

子に呼び掛けて、「自分がもらったら嬉しい

もの」を贈ってもらうこととし、 人以

上の協力者から、流行の小物やかわいい文

房具などのプレゼントが集まった。

７月には「ティーンズの女子会」として

市内中心部の公園を会場に、上記のプレゼ

ントの配布や、メイク、小物作り、ファッ

ションショーなどを行った。中高生から見

て「お姉さん」格である学生ボランティア

の存在も大きく、参加した女子たちは笑顔

を見せていた。その後も、プレゼントの配

布を中心に、市内だけでなく沿岸被災地で

も「女子会」を開催し、平成 年度中に７

回実施している。

（５）３ を語る女性の集い

震災の体験や記憶が薄らぐ前に、女性た

ちから意見を聞き、本市の震災復興計画や

復興に向けたまちづくりに反映させるため、

平成 年７月６日に意見交換会「３ を

語る女性の集い」を実施した。

当日は市長が出席し、約 人の女性らと

ワークショップ形式で「発災時のこと」、「そ

の後の１カ月間について」、「復興や防災に

必要な取り組み」の順に話し合いを進めた。

参加者からは、物資や情報が不足したこ

とによるさまざまな困難、地域のネットワ

ークや助け合いの重要性、防災マニュアル

整備、避難所運営の改善、食料や燃料の備

え等、さまざまな意見が出され、活発な議

論が展開された。

２．仮設住宅等でのコミュニティづくり

避難所から仮設住宅に生活の場が移ると、

交流や孤立防止のための取り組みが始まる

ようになり、女性が支援者として仮設住宅

のコミュニティ形成に寄与したり、地域の

復興の担い手として活躍したりする場面が

多く見られた。

①西原（にしっぱら）新聞の発行

宮城野区西原町内会は、全域が災害危険

区域となった町内会の一つであり、震災後、

約 世帯の住民たちは、複数のプレハブ

仮設住宅や借上げ民間賃貸住宅で、それぞ

れ仮住まいの暮らしを送ることとなった。

こうした中、同町内会の女性８人が中心

となり、鶴巻１丁目東公園のプレハブ仮設

住宅を拠点に集まり、ばらばらになったコ

ミュニティのつながりの維持と情報の共有

を目的に、「西原新聞」の発行を始めた。

新聞は平成 年 月の第１号以来、ほ

ぼ毎月発行され、住民たちの近況や投稿、

交流イベントのお知らせ、再開した店の情

報など、地域になじみの話題を取材記事と

写真で提供した。

防災集団移転促進事業などの住まいの再

建が進み、西原町内会が解散する平成 年

度末までの間、コミュニティの絆を深める

貴重なツールとして役割を果たし、第 号

が終刊となった。

②仮設住宅での手しごと品

市内の多くのプレハブ仮設住宅では、女

性たちが中心になって、自主的に、あるい

はＮＰＯなどの支援を受けて、アクリルた

わしや小物入れ、携帯ストラップなどの数

多くの手しごと品を作成した。

仲間が集まって、雑談をしながら一緒に

手を動かすという作業が、気晴らしや心の

癒やしにつながり、仮設住宅におけるコミ

ュニティ形成の一助となった。完成品は、

地域のイベント等で販売され、また買い手

との交流は、やりがいや生きがいを感じる

機会としても貴重なものとなった。

若林区の卸町五丁目公園プレハブ仮設住
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問題を、女性が支援するため、発災直後の

平成 年３月に立ち上がった団体である。

男女共同参画の視点から、被災地を支援

したいと考えている全国の支援者と、被災

地の女性が必要としている支援をマッチン

グすることで、確実な物心両面の支援等を

行い、女性たちのエンパワメントにつなげ

たほか、被災地でのサロンの開催、さらに、

手しごと品の製品化や起業支援、資格取得

を目指す講座の実施など、被災地における

女性たちの心身のケアや自立支援に大きく

貢献した。これらの支援活動は市内のほか

南三陸町など市外の被災自治体でも展開さ

れ、活動を通じて、地域の復興の担い手と

なる女性リーダーの育成につながっている。

平成 年度には、これらの取り組みが評価

され、内閣府男女共同参画局の「女性のチ

ャレンジ賞特別部門賞（防災・復興）」を受

賞した。

また、第３回国連防災世界会議では、本

体会議のプログラムのひとつであるイグナ

イトステージでの発表や、パブリック・フ

ォーラムの開催のほか、平成 年度以降の

フォローアップイベント等への参加を通し、

被災地の経験と教訓を発信し、防災・減災

におけるジェンダーの主流化にも取り組ん

でいる。

③岩切の女性たちによる防災宣言をつくる会

宮城野区岩切地区では、平成 年に、子

育てサークルや町内会などの地域活動を行

っている女性たちが「岩切・女性たちの防

災宣言」を作成して、区の総合防災訓練の

場で発表するなど、震災前から地域の女性

が防災に積極的に関わる取り組みが始まっ

ていた。昼間に大地震が起きたら、家にい

るのは女性が多い。それなら女性の視点で

宣言をつくることで災害に備えよう、とい

うのが活動のねらいであった。

東日本大震災の際、岩切地区は津波の襲

来こそなかったが、激しい揺れが続き、開

設した避難所には多くの住民が集まった。

その中、宣言をまとめた女性たちが中心と

なって、町内会や学校のＰＴＡとも連携し

ながら、避難所の食料や物資の確保、保護

者が帰宅できなかった子どもの保護、高齢

者の安否確認などに奔走し、共助の担い手

として活躍した。

平成 年度には、地域住民や中高生に呼

びかけ、「いわきり・わたしたちの防災講座」

を実施。災害時に避難所などで障害者等が

抱える問題や、自分の命と暮らしを守る方

法を考えるワークショップなどを行った。

さらに平成 年３月には、震災を忘れな

いことや、助け合いの大切さなどを強調し

た「岩切・女性たちの防災宣言 」を作

成し、地域での防災意識の共有や、震災の

風化防止の取り組みを続けている。

４．震災後の女性と防災

（１）男女共同参画せんだいプラン

本市では、平成 年４月に制定した「仙

台市男女共同参画推進条例」に基づき、男

女共同参画推進施策を総合的かつ計画的に

推進するために、「男女共同参画せんだいプ

ラン」を策定している。

震災後の平成 年９月に策定した「男女

共同参画せんだいプラン 」においては、

６つの基本目標のひとつに「震災復興と地

域づくりにおける男女共同参画」を位置づ

けた。さらに、この基本目標の下で、より

実効性の高い施策の推進を図るために設定

する重点課題として「女性の視点を反映し

た震災復興・防災対策の推進」を掲げ、男

女共同参画の視点に立った震災復興計画の

策定や、女性の視点やニーズに配慮した災

害用備蓄物資の整備、避難所運営体制の整

備等の推進について明記した。

（２）日本女性会議 仙台「きめる、うご

く、東北（ここ）から」

「日本女性会議」は、男女共同参画をテ

ーマとしたものでは国内最大級のイベント

であり、大規模コンベンションとして震災

 
 

宅は、市内外のさまざまな地域からの入居

者で構成されていたこともあり、自治会役

員であった女性らが中心になって、住民同

士の交流の場となるよう、「手作りくらぶ」

を立ち上げた。メンバーそれぞれが、震災

とその後の避難生活で大変な思いをしてき

たが、活動を通じて、入居者同士が交流し、

あるいは社会とのつながりを深めることで、

少しずつ元気を取り戻すことができた。同

団体は、メンバーがそれぞれの生活再建を

果たした後も、「手作りくらぶ （ア

ラベスク）」と名称を変え、活動を継続して

いる。

③六郷地区の子どもを守るニッペリア仮設住民

の会「にっぺ食堂」

若林区日辺グラウンドのプレハブ仮設住

宅では、若林区六郷地区の女性たちが中心

となり、仮設住宅に入居する子どもたちに

家庭料理を振る舞い、食を通じた子どもた

ちの心の復興と交流を促す取り組みとして、

「にっぺ食堂」をはじめた。

平成 年４月から月に１回程度、仮設住

宅の集会所で開催され、食事支援のほか、

東北大学の学生ボランティアによる学習支

援やゲーム、工作など、住民主体のさまざ

まな企画が行われた。

参加者には徐々に仮設住宅に住む高齢者

やひとり暮らしの方等も加わり、平成 年

度末までに約 回開催され、地域コミュニ

ティの形成に大きく寄与する取り組みとな

った。

３．地域を支える女性たちの活動

震災後、市内では多くの市民グループや

個人が、避難所での暮らしや災害時の市民

生活の中で女性が抱える困難や、女性の視

点が不足あるいは欠落している問題をいち

早くつかみ、それぞれの専門性やネットワ

ークを生かして、迅速かつ柔軟な支援に取

り組んできた。

①特定非営利活動法人イコールネット仙台

特定非営利活動法人イコールネット仙台

は、本市を中心に男女共同参画社会の実現

に向けて幅広い活動を展開している団体で

ある。同法人は宮城県沖地震への備えの観

点から、平成 年に「災害時における女性

のニーズ調査」を実施し、「女性の視点から

見る防災・災害復興対策に関する提言」を

まとめていた。

今回の震災に際しては、同法人のメンバ

ーが「せんたくネット」（前述）の活動で中

心的役割を果たしたほか、被災者の心の回

復に向けたサロンの開催など、被災女性の

ニーズに寄り添った支援活動を行っている。

平成 年の９月から 月にかけては、

「震災と女性」に関するアンケート調査を

実施し、 人を超える女性から回答を

得た。その中では、震災による同居、離散、

介護といった家族状況の変化によるストレ

スや、避難所生活での設備面あるいは集団

生活に起因する課題、家族のケアと仕事の

両立が難しく失業や退職に追い込まれる状

況、といった、女性を取り巻く多種多様な

困難が明らかになった。同法人からは、こ

の調査を踏まえ、意思決定の場における女

性の参画の推進をはじめとする６項目の提

言が出されている。

平成 年度からは「女性のための防災リ

ーダー養成講座」を開催し、地域防災計画

の内容や避難所の運営などの知識のほか、

災害時に女性が抱えやすい困難や、子ども

や障害者、高齢者など災害弱者の課題など

を学ぶプログラムで地域の人材を育成して

いる。これまで、市内や石巻市、東松島市

などで開催され、また、講座修了生により

「女性防災リーダーネットワーク」が結成

され、自主的な活動が広がっている。

②みやぎジョネット（みやぎ女性復興支援ネッ

トワーク）

みやぎジョネット（みやぎ女性復興支援

ネットワーク）は、被災地の女性の悩みや
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問題を、女性が支援するため、発災直後の

平成 年３月に立ち上がった団体である。

男女共同参画の視点から、被災地を支援

したいと考えている全国の支援者と、被災

地の女性が必要としている支援をマッチン

グすることで、確実な物心両面の支援等を

行い、女性たちのエンパワメントにつなげ

たほか、被災地でのサロンの開催、さらに、

手しごと品の製品化や起業支援、資格取得

を目指す講座の実施など、被災地における

女性たちの心身のケアや自立支援に大きく

貢献した。これらの支援活動は市内のほか

南三陸町など市外の被災自治体でも展開さ

れ、活動を通じて、地域の復興の担い手と

なる女性リーダーの育成につながっている。

平成 年度には、これらの取り組みが評価

され、内閣府男女共同参画局の「女性のチ

ャレンジ賞特別部門賞（防災・復興）」を受

賞した。

また、第３回国連防災世界会議では、本

体会議のプログラムのひとつであるイグナ

イトステージでの発表や、パブリック・フ

ォーラムの開催のほか、平成 年度以降の

フォローアップイベント等への参加を通し、

被災地の経験と教訓を発信し、防災・減災

におけるジェンダーの主流化にも取り組ん

でいる。

③岩切の女性たちによる防災宣言をつくる会

宮城野区岩切地区では、平成 年に、子

育てサークルや町内会などの地域活動を行

っている女性たちが「岩切・女性たちの防

災宣言」を作成して、区の総合防災訓練の

場で発表するなど、震災前から地域の女性

が防災に積極的に関わる取り組みが始まっ

ていた。昼間に大地震が起きたら、家にい

るのは女性が多い。それなら女性の視点で

宣言をつくることで災害に備えよう、とい

うのが活動のねらいであった。

東日本大震災の際、岩切地区は津波の襲

来こそなかったが、激しい揺れが続き、開

設した避難所には多くの住民が集まった。

その中、宣言をまとめた女性たちが中心と

なって、町内会や学校のＰＴＡとも連携し

ながら、避難所の食料や物資の確保、保護

者が帰宅できなかった子どもの保護、高齢

者の安否確認などに奔走し、共助の担い手

として活躍した。

平成 年度には、地域住民や中高生に呼

びかけ、「いわきり・わたしたちの防災講座」

を実施。災害時に避難所などで障害者等が

抱える問題や、自分の命と暮らしを守る方

法を考えるワークショップなどを行った。

さらに平成 年３月には、震災を忘れな

いことや、助け合いの大切さなどを強調し

た「岩切・女性たちの防災宣言 」を作

成し、地域での防災意識の共有や、震災の

風化防止の取り組みを続けている。

４．震災後の女性と防災

（１）男女共同参画せんだいプラン

本市では、平成 年４月に制定した「仙

台市男女共同参画推進条例」に基づき、男

女共同参画推進施策を総合的かつ計画的に

推進するために、「男女共同参画せんだいプ

ラン」を策定している。

震災後の平成 年９月に策定した「男女

共同参画せんだいプラン 」においては、

６つの基本目標のひとつに「震災復興と地

域づくりにおける男女共同参画」を位置づ

けた。さらに、この基本目標の下で、より

実効性の高い施策の推進を図るために設定

する重点課題として「女性の視点を反映し

た震災復興・防災対策の推進」を掲げ、男

女共同参画の視点に立った震災復興計画の

策定や、女性の視点やニーズに配慮した災

害用備蓄物資の整備、避難所運営体制の整

備等の推進について明記した。

（２）日本女性会議 仙台「きめる、うご

く、東北（ここ）から」

「日本女性会議」は、男女共同参画をテ

ーマとしたものでは国内最大級のイベント

であり、大規模コンベンションとして震災
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性コーディネーター班」の創設、子育て中

の母親向けに乳幼児の命を守る備えの啓発

活動など、それぞれの視点で特徴的な活動

を展開している例も見られている。

図表 女性地域防災リーダー

ＳＢＬ

認定者数
うち女性

平成 年度 名 ６名

平成 年度 名 名

平成 年度 名 名

平成 年度 名 名

（４）「パンジー～あの日うまれたもの」の発行

「パンジー」は、財団が発行する「復興

と女性」がテーマの広報誌である。復興ま

ちづくり等に力を発揮する女性たちへのイ

ンタビューなどを通じ、その活動内容や、

その活動に至った動機、そこから生まれた

思いなどにスポットをあてたものとなって

いる。

広報誌は有償（１冊 円）で、販売収

益は復興に向けた女性たちの活動を発信す

る事業に活用している。

平成 年度までに第３号までを発刊し

ており、 による情報発信も行って

いる。

５．東日本大震災復興のための女性リーダー

シップ基金

平成 年 月３日、ノルウェー王国か

らの支援により、復興に携わる女性の人材

育成を目的とした「東日本大震災復興のた

めの女性リーダーシップ基金」を設置する

協定が、ノルウェー王国、本市、財団の３

者協定の形で締結された。ノルウェー王国

からの拠出金は 万ノルウェークローネ

（円換算約 万円）である。

ノルウェー王国は震災後、政府、企業、

ＮＧＯが一体となり、水産業や環境エネル

ギーなど、同国の経験と知識が活かせる分

野を中心に、積極的に復興支援を行ってお

り、本基金への協力も、その一環で実施さ

れたものである。男女平等の先進国でもあ

る同国として特徴的な支援であった。

基金の具体的な事業実施主体は財団とし、

事業期間は協定締結日から平成 年９月

日までの約４年間とされ、女性人材育成

プログラムの開発および調査研究、視察交

流および招へい、広報啓発、セミナー開催

などの事業を行っている。

主な事業は下記のとおりである。

（１）ノルウェー王国視察研修

男女平等の先進国であるノルウェーへ被

災地の女性を派遣し、同国の歴史や文化、

社会状況を学ぶとともに、現地で活躍する

女性らとの交流を通じ、復興に貢献する女

性リーダーを育成するため、視察研修を実

施した。平成 年度から平成 年度まで、

毎年度派遣を行い、大学生や地域・企業で

活躍する女性など 名の女性たちが参加

した。女性議員や育児休業中の男性に話を

聞いたり、ノルウェー国立女性博物館、経

営者連盟、大学、地方機関等を訪ねたりし

ながら、ノルウェーの男女平等政策を多角

的に学ぶ行程であった。

研修後は報告会の開催や報告書の発行に

より、現地での貴重な経験についての情報

を発信している。

（２）女性リーダーの育成「企業の未来プロジ

ェクト」

企業の持続的な成長のためには、人材の

多様化と新たな価値の創造が重要であり、

とりわけ仙台・東北においては、復興とそ

の先の未来を担う女性の人材育成が求めら

れる。

財団では、先進事例であるノルウェー経

営者連盟の「女性役員候補育成プログラム」

を参考に、在仙の企業に対するアンケート

や経営層・管理職層へのヒアリングも実施

しながら、独自プログラムの開発を進めた。

 
 

前から本市が誘致を進めていた。発災を受

け、開催は難しいという雰囲気も一時流れ

たが、被災地からの発信を目的に、正式に

開催を決定した。有識者や市民による実行

委員会が組織され、企業協賛に加え、ボラ

ンティアからも協力やサポートを得て準備

が進められた。

第 回大会「日本女性会議 仙台」

は平成 年 月 日から 日の３日間、

仙台国際センターにおいて開催され、全国

都道府県から約 人が参加した。全

体会や６つの分科会が行われ、東日本大震

災で顕在化した女性と防災についての課題

や、その解決に向けた多様な主体による活

動や提言が議論された。男女共同参画の先

進国ノルウェーの女性国会議員も登壇し、

女性たちにエールを送った。オプションと

して５コースの被災地視察も実施された。

会議の成果は「仙台宣言」にまとめ、女

性自身が「きめる」ことの重要性（意思決

定への参画）、「うごく」ことの必要性（主

体としての行動）が確認された。

（３）地域防災と女性

平成 年４月、本市は震災の教訓を受け、

「仙台市地域防災計画」の全面改定を行っ

た。その過程においては、仙台市男女共同

参画推進審議会から平成 年 月に出さ

れた提言「地域防災を効果的に推進するた

めに必要な男女共同参画の視点について」

や、特定非営利活動法人イコールネット仙

台からの提言（前述）等が反映され、以下

の点において、女性の参画や、女性の視点

の反映の明記などが進められた。

①仙台市防災会議の女性委員の増員

防災会議とは、市町村の地域に係る地域

防災計画を作成し、その実施を推進するほ

か、市町村長の諮問に応じて当該市町村の

地域に係る防災に関する重要事項を審議す

るために市町村ごとに設置される会議であ

る（災害対策基本法第十六条）。

その委員は、指定地方行政機関、自衛隊、

県、県警、指定公共機関、指定地方公共機

関等で構成され、震災前の仙台市防災会議

は、男性が多数を占め、女性の割合は 名

中３名（ ％）であった。震災後は、定数

削減等もあり平成 年度末現在で 名中

７名（ ％）にまで女性の割合を高めてい

る。

②地域防災計画の基本方針の中に男女共同参画

の視点を明記

仙台市地域防災計画の６つの基本方針の

一つに、男女共同参画の視点を取り入れ、

それぞれの場面で女性の意見や声が反映さ

れるよう、その参画を促すとともに、男女

のニーズの違いに対し十分な配慮をするこ

ととした。

特に、今回の震災の経験を踏まえ、避難

所運営において、女性の視点を反映させる

ことが明記された。

③地域防災計画に女性支援センター設置を規定

今回の震災で、男女共同参画推進センタ

ーが女性のニーズへの対応に果たした役割

が大きかったことから、新たな地域防災計

画では、災害発生時、同センター内に、「女

性支援センター」を設置することを定めた。

これにより、同センターの指定管理者は、

発災後速やかに、被災女性のニーズの把握

に努め、ＮＰＯ等と連携を図りながら必要

な対応を行っていくこととしている。

④女性の地域防災リーダーの育成

本市では、平成 年度より、地域防災の

指導的役割を担う仙台市地域防災リーダー

（ＳＢＬ）の育成に取り組んでいる。女性

を増やすために各区連合町内会長協議会か

らの推薦枠に加えて、一般公募枠の設定な

どを行い、女性の防災リーダーは下表のと

おり年々増加傾向にある。

個々の女性の地域防災リーダーの活動と

しては、地域の避難所運営委員会への「女
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性コーディネーター班」の創設、子育て中

の母親向けに乳幼児の命を守る備えの啓発

活動など、それぞれの視点で特徴的な活動

を展開している例も見られている。

図表 女性地域防災リーダー

ＳＢＬ

認定者数
うち女性

平成 年度 名 ６名

平成 年度 名 名

平成 年度 名 名

平成 年度 名 名

（４）「パンジー～あの日うまれたもの」の発行

「パンジー」は、財団が発行する「復興

と女性」がテーマの広報誌である。復興ま

ちづくり等に力を発揮する女性たちへのイ

ンタビューなどを通じ、その活動内容や、

その活動に至った動機、そこから生まれた

思いなどにスポットをあてたものとなって

いる。

広報誌は有償（１冊 円）で、販売収

益は復興に向けた女性たちの活動を発信す

る事業に活用している。

平成 年度までに第３号までを発刊し

ており、 による情報発信も行って

いる。

５．東日本大震災復興のための女性リーダー

シップ基金

平成 年 月３日、ノルウェー王国か

らの支援により、復興に携わる女性の人材

育成を目的とした「東日本大震災復興のた

めの女性リーダーシップ基金」を設置する

協定が、ノルウェー王国、本市、財団の３

者協定の形で締結された。ノルウェー王国

からの拠出金は 万ノルウェークローネ

（円換算約 万円）である。

ノルウェー王国は震災後、政府、企業、

ＮＧＯが一体となり、水産業や環境エネル

ギーなど、同国の経験と知識が活かせる分

野を中心に、積極的に復興支援を行ってお

り、本基金への協力も、その一環で実施さ

れたものである。男女平等の先進国でもあ

る同国として特徴的な支援であった。

基金の具体的な事業実施主体は財団とし、

事業期間は協定締結日から平成 年９月

日までの約４年間とされ、女性人材育成

プログラムの開発および調査研究、視察交

流および招へい、広報啓発、セミナー開催

などの事業を行っている。

主な事業は下記のとおりである。

（１）ノルウェー王国視察研修

男女平等の先進国であるノルウェーへ被

災地の女性を派遣し、同国の歴史や文化、

社会状況を学ぶとともに、現地で活躍する

女性らとの交流を通じ、復興に貢献する女

性リーダーを育成するため、視察研修を実

施した。平成 年度から平成 年度まで、

毎年度派遣を行い、大学生や地域・企業で

活躍する女性など 名の女性たちが参加

した。女性議員や育児休業中の男性に話を

聞いたり、ノルウェー国立女性博物館、経

営者連盟、大学、地方機関等を訪ねたりし

ながら、ノルウェーの男女平等政策を多角

的に学ぶ行程であった。

研修後は報告会の開催や報告書の発行に

より、現地での貴重な経験についての情報

を発信している。

（２）女性リーダーの育成「企業の未来プロジ

ェクト」

企業の持続的な成長のためには、人材の

多様化と新たな価値の創造が重要であり、

とりわけ仙台・東北においては、復興とそ

の先の未来を担う女性の人材育成が求めら

れる。

財団では、先進事例であるノルウェー経

営者連盟の「女性役員候補育成プログラム」

を参考に、在仙の企業に対するアンケート

や経営層・管理職層へのヒアリングも実施

しながら、独自プログラムの開発を進めた。
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館となり、多彩な企画を展開して震災の教

訓を発信した。「防災における女性のリーダ

ーシップ」「災害に強い社会づくり」「災害

と女の子たち」など のシンポジウムと、

復興の取り組みを紹介する企画展示や、被

災地の女性たちの手しごと品の販売などが

行われ、国連防災世界会議の関係者や一般

市民など延べ 人が参加した。

会場では 人のサポーターが、来場者

のおもてなしやスピーチを通して被災地の

女性たちのメッセージを発信し、テーマ館

をともに盛り上げた。

（２）「仙台防災枠組」での女性の位置づけ

第３回国連防災世界会議では、５日間に

わたる議論の成果として、今後 年間の国

際的な防災の取組指針となる「仙台防災枠

組 」と会議参加各国の枠組推進

への決意を表明する「仙台宣言」が採択さ

れた。

同枠組では、「女性と若者のリーダーシッ

プの促進」などが指導原則として盛り込ま

れ、災害リスクの削減に向けて女性の参画

と能力開発の必要性が強調されている。女

性が防災における責任と役割を有する主体

の一つとして、国際的な枠組みの中で明記

される画期的なものとなった。

 
 

平成 年度に「仙台女性リーダー・トレ

ーニング・プログラム」を完成させ、この

プログラムを用いて、仙台・東北の企業の

女性活躍推進をサポートする「企業の未来

プロジェクト」を展開している。ワーク・

ライフ・バランスのとれた職場づくりや、

働く女性のスキルアップのためのコンテン

ツをそろえた内容で、企業の未来を開く人

づくりを応援している。

同プログラムは、企業が、管理職候補と

して育成したい女性社員を推薦する形式を

採用しており、平成 年度は 名が参加。

３月にプログラムの第１期が修了した。平

成 年度以降は、国の地域女性活躍推進交

付金を活用するなどして継続して実施して

いくこととしている。

（３）仙台版防災ワークショップ「みんなのた

めの避難所作り」

財団では平成 年度に「女性の視点によ

る地域防災ワークショップ」を開催したが、

この時の受講者有志と財団職員が、平成

年度に、地域防災を担う女性リーダーを育

成するプログラム開発に取り組んだ。被災

地の経験を生かすために、避難所での生活

に関するヒアリングを重ね、「仙台ならでは」

のワークショップ・プログラムを目指し、

約半年間をかけて内容の検討を行った。

プログラムは、実際に避難所で起こった

問題を題材にしており、ワークショップで

は自らが避難所運営委員になったつもりで

対応策を考える。「夜間の子どもの泣き声が

うるさいという訴えがあった」などの具体

的な事例に基づいて話し合いを進め、立場

や考えの違う人々が、多様な考えを尊重し

ながら知恵を出し合い、皆が納得できる解

決策を目指していく。このワークショップ

を誰でも実践できるよう、進め方を詳しく

解説したテキストも発行し、販売している。

財団では平成 年度末までに カ所で

ワークショップを開催し、延べ 人が参

加した。平成 年３月の第３回国連防災世

界会議では、テキストの英語版を作成し、

「女性と防災」テーマ館等で配布した。

（４）男女共同参画センターネットワーク構築

災害対応や復興の推進のためには、男女

共同参画センター同士のネットワークの強

化が必要であるとして、全国女性会館協議

会と協力して、平成 年度に全国キャンペ

ーンを実施した。これは、会員である の

センターにおいて、防災・復興をテーマに

連携して事業を実施するもので、本市とし

ても、震災の際にあらためて認識されたセ

ンターの役割を全国に発信する機会となっ

た。あわせて、本市では、センターを運営

管理する財団職員を全国に派遣し、被災の

経験や、男女共同参画の視点からの防災の

大切さについて語るなどの活動を行った。

こうした取り組みの成果として、全国女

性会館協議会では平成 年度に、センター

同士で災害時に必要な情報やノウハウをイ

ンターネットで共有できる「大規模災害時

における男女共同参画センター相互支援シ

ステム」を導入するなどの応援体制が構築

された。

６．国連防災世界会議での発信

平成 年３月、本市で開催された第３回

国連防災世界会議に合わせ、広く一般に公

開されたパブリック・フォーラムでは、本

市の復興の特徴である「男女共同参画」と

「市民協働」の視点から防災や復興に関す

る議論を深め、その成果や課題を発信する

ため、「女性と防災」、「市民協働と防災」の

２つのテーマ館を設置し、シンポジウムや

ワークショップ、展示等を集中的に実施し

た（第 章第１節参照）。

（１）「女性と防災」テーマ館

第３回国連防災世界会議の開催期間と同

じ平成 年３月 日から 日までの５日

間、仙台市男女共同参画推進センター「エ

ル・パーク仙台」は、「女性と防災」テーマ
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館となり、多彩な企画を展開して震災の教

訓を発信した。「防災における女性のリーダ

ーシップ」「災害に強い社会づくり」「災害

と女の子たち」など のシンポジウムと、

復興の取り組みを紹介する企画展示や、被

災地の女性たちの手しごと品の販売などが

行われ、国連防災世界会議の関係者や一般

市民など延べ 人が参加した。

会場では 人のサポーターが、来場者

のおもてなしやスピーチを通して被災地の

女性たちのメッセージを発信し、テーマ館

をともに盛り上げた。

（２）「仙台防災枠組」での女性の位置づけ

第３回国連防災世界会議では、５日間に

わたる議論の成果として、今後 年間の国

際的な防災の取組指針となる「仙台防災枠

組 」と会議参加各国の枠組推進

への決意を表明する「仙台宣言」が採択さ

れた。

同枠組では、「女性と若者のリーダーシッ

プの促進」などが指導原則として盛り込ま

れ、災害リスクの削減に向けて女性の参画

と能力開発の必要性が強調されている。女

性が防災における責任と役割を有する主体

の一つとして、国際的な枠組みの中で明記

される画期的なものとなった。
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らに、飲料メーカーや飲食企業との協働で

コーヒーを提供するイベントや、凸版印刷

系列の臨床美術事業を手掛ける団体ととも

に美術教室なども開催した。

④味の素株式会社

味の素株式会社は、発災直後、市内の仮

設住宅の各世帯へ、調味料セットをはじめ

とした自社グループ製品を提供する支援を

行ったほか、同年 月より、東日本大震災

復興応援プロジェクト味の素グループ「ふ

れあいの赤いエプロンプロジェクト」とし

て、仮設住宅や公民館等の集会所で参加型

の料理教室「健康・栄養セミナー」の取り

組みを始めた（平成 年３月時点で、復興

公営住宅においても活動している）。

仮設住宅で暮らす人々の健康面、栄養面

の改善や住民同士の交流促進の場として、

仙台白百合女子大学、ＮＰＯ等と連携しな

がら、市内においては、平成 年度までに、

仮設住宅（ カ所）等、 カ所にて、計

回の料理教室を開催。食を通じたコミ

ュニティ形成、心の復興に大きく寄与する

取り組みとなっている。

２．産業の復興

①仙台商工会議所

仙台商工会議所は、「商工会議所法」に基

づいて設立された、地域商工業者の世論を

代表する地域総合経済団体である。明治

年に設立され、永く仙台の商工業の均衡あ

る発展とともに事業を展開してきた。平成

年３月末現在の会員数は 件（個人

、法人 、団体・その他 ）と

なっている。

東日本大震災では、地震発生直後直ちに

「復興対策本部」を設置し、会員企業の被

災状況の把握を行うとともに、平成 年３

月 日には「緊急経営相談窓口」を開設し

て、被災した企業の抱える問題や要望の把

握に努め、政府や政党、県などへの要望活

動を行った。また、物資不足が深刻化する

中、市民が安心して買い物できる環境を整

えることで社会的混乱の鎮静化を図るため、

市内商店街を通して個店の開店を要請。震

災による風評被害や過剰な自粛ムードが発

生すると、復興と鎮魂をテーマとした仙台

七夕まつりの開催をいち早く決定したほか、

過度な自粛の見直しと東北製品の購入の呼

びかけ、東北六市の祭り（青森ねぶた祭、

秋田竿燈まつり、盛岡さんさ踊り、山形花

笠まつり、仙台七夕まつり、福島わらじま

つり）を一堂に会する東北六魂祭の開催な

ど、復興のアピールやにぎわい創出に向け

た取り組みを実施した。さらに、全国各地

の商工会議所と連携して、津波被害等によ

って機械の浸水・破損の被害を受け、事業

継続に支障をきたしている被災事業所に対

して、遊休機械を支援する「遊休機械無償

マッチング支援プロジェクト」（第 章第

１節参照）に取り組んだ。機械の無償提供

は、仙台商工会議所が窓口となり、本市お

よび県のみならず、岩手県、福島県の被災

事業所に対しても行われた。平成 年から

は、震災により失われた販路を回復し、拡

大させていくことを目的にバイヤー経験の

あるコーディネーターを常駐させ相談対応

をしたり、「伊達な商談会」として全国各地

のバイヤーとの商談会を開催するなどの取

り組みを行っているほか、被災した水産業

者の復興と、三陸ブランドの国内外への発

信などを目的とした「東北復興水産加工品

展示商談会」を、平成 年から開催してい

る。

仙台商工会議所では、「東北における被災

地の復興なくして仙台の発展なし」という

考えのもと、東北全域の復興を仙台が牽引

する取り組みを展開した。

３．起業

①一般社団法人

一般社団法人 は、平成 年７月、

東日本大震災の被災状況を目の当たりにし

た同組織の代表により、被災地の起業家・

 
 

第５節 民間事業者の活動

１．民間事業者による復興支援

被災地の復旧・復興、地域経済の回復、

復興後を見据えたまちの活性化において、

民間事業者が果たした役割は大きかった。

本節においては、市内の民間事業者によ

る取り組み事例を記載する。

①みやぎ生活協同組合

みやぎ生活協同組合は、震災当日も 店

舗のうち 店舗が店頭などで営業を継続

した。同時に、自治体からの要請により、

全国の生協の支援を受けながら支援物資の

配送を行った。また、共同購入、共済事業、

学校部などではお見舞い活動を展開し、安

否確認やニーズの聞き取り、共済金の手続

きなど被災者に寄り添った取り組みを行っ

た。

さらに、被災者の生活を支援するため、

平成 年５月に県内４カ所（県北、石巻、

仙南、仙塩）にみやぎ生協ボランティアセ

ンターを設置し、生協の組合員によるボラ

ンティア活動を行った。全国の生協、区役

所や社協、ＮＰＯなどと連携しながら仮設

住宅集会所やみやぎ生協の店舗内等で一緒

にお茶を飲みながら会話を楽しむ「ふれあ

い喫茶」を開催するなど、さまざまな活動

に取り組んだ。みやぎ生協では、被災者に

寄り添いながら孤立防止や地域のコミュニ

ティづくりなどを現在も行っている。

②イオン株式会社

イオン株式会社は、社会貢献活動の一環

として、以前より、全国各地の地域行政と

協働して、防災・福祉・環境保全の推進や、

「ご当地ＷＡＯＮ」等を活用した商業・観

光の振興等、さまざまな分野で双方がもつ

資源を有効に活用するための協定締結を進

めている。

発災後、同社からの支援の働きかけを受

け、本市と同社との間で協定締結に向けた

協議を進め、平成 年 月 日、地域の

活性化や市民サービスの向上を目的とする

「地域活性化包括連携協定」を締結した。

この協定により、震災復興支援、災害対策、

地産地消の推進、環境対策・緑化推進、商

業・観光の振興ならびに電子マネー「ＷＡ

ＯＮ」の活用など、９項目について、連携・

協力している。

この協定に基づく取り組みのひとつとし

て、平成 年 月１日より、電子マネー

「仙台・復興ＷＡＯＮ」が発行された。こ

のカードの利用金額の が「杜の都・仙

台絆寄付」に寄付されている。

③凸版印刷株式会社

凸版印刷株式会社とそのグループ会社は、

平成 年７月から平成 年 月までの

カ月間、市内の仮設住宅 カ所を巡回

する移動図書館「ブックワゴン」の活動を

行った。

ブックワゴンは若手社員の発案から、「モ

ノ」の支援だけではなく、“本を中心とした

コミュニケーション”という「コト」の支

援に主眼を置き、本を通じて心のケアに貢

献すること、また移動図書館という場を通

じて、仮設住宅内外の住民の方々が「集い、

語らい、つながりあう」ことができる機会

を提供することを目的に立ち上がった。

その活動には、児童館運営等を行う特定

非営利活動法人みやぎ・せんだい子どもの

丘や一般社団法人ワカツクが協力。平成

年度は東北福祉大学の学生ボランティアが

参加し、地域のことを把握した団体や大学

などと連携し運営を行った。

全期間を通じて、本の貸出は延べ

人、 冊となった。一方でブックワゴ

ンでは本の貸出だけにとどまらず、テント

を用いた憩いの場を設けることによって、

仮設住宅入居時から復興初期における、住

民の方々の交流の場としても機能した。さ
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らに、飲料メーカーや飲食企業との協働で

コーヒーを提供するイベントや、凸版印刷

系列の臨床美術事業を手掛ける団体ととも

に美術教室なども開催した。

④味の素株式会社

味の素株式会社は、発災直後、市内の仮

設住宅の各世帯へ、調味料セットをはじめ

とした自社グループ製品を提供する支援を

行ったほか、同年 月より、東日本大震災

復興応援プロジェクト味の素グループ「ふ

れあいの赤いエプロンプロジェクト」とし

て、仮設住宅や公民館等の集会所で参加型

の料理教室「健康・栄養セミナー」の取り

組みを始めた（平成 年３月時点で、復興

公営住宅においても活動している）。

仮設住宅で暮らす人々の健康面、栄養面

の改善や住民同士の交流促進の場として、

仙台白百合女子大学、ＮＰＯ等と連携しな

がら、市内においては、平成 年度までに、

仮設住宅（ カ所）等、 カ所にて、計

回の料理教室を開催。食を通じたコミ

ュニティ形成、心の復興に大きく寄与する

取り組みとなっている。

２．産業の復興

①仙台商工会議所

仙台商工会議所は、「商工会議所法」に基

づいて設立された、地域商工業者の世論を

代表する地域総合経済団体である。明治

年に設立され、永く仙台の商工業の均衡あ

る発展とともに事業を展開してきた。平成

年３月末現在の会員数は 件（個人

、法人 、団体・その他 ）と

なっている。

東日本大震災では、地震発生直後直ちに

「復興対策本部」を設置し、会員企業の被

災状況の把握を行うとともに、平成 年３

月 日には「緊急経営相談窓口」を開設し

て、被災した企業の抱える問題や要望の把

握に努め、政府や政党、県などへの要望活

動を行った。また、物資不足が深刻化する

中、市民が安心して買い物できる環境を整

えることで社会的混乱の鎮静化を図るため、

市内商店街を通して個店の開店を要請。震

災による風評被害や過剰な自粛ムードが発

生すると、復興と鎮魂をテーマとした仙台

七夕まつりの開催をいち早く決定したほか、

過度な自粛の見直しと東北製品の購入の呼

びかけ、東北六市の祭り（青森ねぶた祭、

秋田竿燈まつり、盛岡さんさ踊り、山形花

笠まつり、仙台七夕まつり、福島わらじま

つり）を一堂に会する東北六魂祭の開催な

ど、復興のアピールやにぎわい創出に向け

た取り組みを実施した。さらに、全国各地

の商工会議所と連携して、津波被害等によ

って機械の浸水・破損の被害を受け、事業

継続に支障をきたしている被災事業所に対

して、遊休機械を支援する「遊休機械無償

マッチング支援プロジェクト」（第 章第

１節参照）に取り組んだ。機械の無償提供

は、仙台商工会議所が窓口となり、本市お

よび県のみならず、岩手県、福島県の被災

事業所に対しても行われた。平成 年から

は、震災により失われた販路を回復し、拡

大させていくことを目的にバイヤー経験の

あるコーディネーターを常駐させ相談対応

をしたり、「伊達な商談会」として全国各地

のバイヤーとの商談会を開催するなどの取

り組みを行っているほか、被災した水産業

者の復興と、三陸ブランドの国内外への発

信などを目的とした「東北復興水産加工品

展示商談会」を、平成 年から開催してい

る。

仙台商工会議所では、「東北における被災

地の復興なくして仙台の発展なし」という

考えのもと、東北全域の復興を仙台が牽引

する取り組みを展開した。

３．起業

①一般社団法人

一般社団法人 は、平成 年７月、

東日本大震災の被災状況を目の当たりにし

た同組織の代表により、被災地の起業家・
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第６節 学生、若者たち

１．学都仙台

本市が「学都」の呼び名を確立した歴史

は古く、全国３番目の帝国大学として東北

帝国大学（現在の東北大学）が本市に誕生

した明治 年の地元紙には、すでに「学都」

の呼称が見られ、今日において「杜の都」

とともに、本市の特徴や風土を象徴する呼

び名として、市民に親しまれている。

平成 年度末現在、仙台都市圏には、東

北大学等の総合大学をはじめ、 大学、３

短期大学、１高専が設置されており、多様

な高等教育機関の集積が見られる。そこに

通う多くの学生と教員等が、今日の「学都

仙台」の発展、およびイメージ形成に大き

な役割を果たしてきた。

平成 年９月には、大学等の高等教育機

関相互の充実・発展を図るとともに、その

知的資源を活用して、市民生活の質の向上

と地域の発展、「学都仙台」のブランド力向

上を図ることなどを目的とする、産学官の

連携組織である「学都仙台コンソーシアム」

が設立された。大学等間での科目の履修に

おける単位互換の推進のほか、サテライト

キャンパスでの市民公開講座開催による生

涯学習の場の提供などにより、大学等と市

民・企業の交流の場を広げており、平成

年度末現在の参加校・団体は 団体となっ

ている。

図表 学都仙台コンソーシアム

参加校・団体一覧

石巻専修大学、尚絅学院大学、聖和学園短

期大学、仙台白百合女子大学、仙台青葉学

院短期大学、仙台大学、東北学院大学、東

北芸術工科大学、東北工業大学、東北生活

文化大学、東北生活文化大学短期大学部、

東北大学、東北福祉大学、東北文化学園大

学、東北医科薬科大学、放送大学宮城学習

センター、宮城学院女子大学、

宮城教育大学、宮城誠真短期大学、宮城大

学、仙台高等専門学校、仙台観光国際協会、

仙台商工会議所、東北多文化アカデミー学

都仙台日本語研修センター、みやぎ工業会、

理化学研究所、宮城県、仙台市

２．復興大学

「復興大学」は、学都仙台コンソーシア

ムが行ってきた単位互換やサテライトキャ

ンパス公開講座等の取り組みを発展させ、

災害復興を念頭に置いた人材育成の新たな

教育課程として、平成 年度から 年度

までの５カ年事業として実施された。被災

地に存在する高等教育機関、仙台市、宮城

県、県内自治体等と協力し、未曽有の大震

災からの復興に寄与することを目的として、

文部科学省の「大学改革推進等補助金」を

活用した。

復興大学では、復興人材育成教育コース、

教育復興支援、地域復興支援ワンストップ

サービス、災害ボランティアステーション

の４つのコースを実施してきた。

コースにはそれぞれ責任大学を設け、コ

ンソーシアムの全ての参加校がこれらの事

業に積極的に参加できるように、運営を行

った。

復興大学は、平成 年度で文部科学省か

らの補助は終了したが、平成 年度からは

「学都仙台コンソーシアム」の一部会とし

て活動を継続することとしており、新たな

運営体制の下で、さらなる事業展開を図る

こととしている。

①復興人材育成教育コース

復興の政治学から経済学、社会学、思想、

生活構築学および科学技術までの普遍的に

応用可能な幅広い教育内容について、座学

のみでなく、現場でのフィールドワークや、

学生同士の議論等を取り入れつつ学ぶこと

で、災害時などの未知の課題に柔軟かつ迅

 
 

経営者の支援を行うことを目的として設立

された。

では、東北の起業家に対する投資

事業のほか、自治体と連携した起業家支援

や起業家誘致などを行っている。震災後の

東北には、何かしなくてはという使命感の

もと、多くの若者や起業家が集まっており、

はこうした復興への志を持って取り

組む人々の支援を行っている。平成 年

月には、「 （チャレンジ

スター）」というマッチングサイトを開設し、

多くの人から少額の寄付で出資を募るクラ

ウドファンディングの仕組みで特定のプロ

ジェクトやベンチャー企業の資金調達を支

援している。また、さまざまな業種の人が

集まって作業ができるよう、 が設置

したコワーキングスペースである「 」

は、東北の起業家等のネットワーク作りや、

切磋琢磨の場となっており、 は、こ

うしたさまざまな側面から東北の復興に対

して寄与してきた。

③株式会社空むすび

株式会社空むすびは、平成 年７月に設

立された、小型無人機「ドローン」を使っ

た空撮を主な事業とする会社である。

自社で練習飛行場（ ㎡）を完備し、

自らのドローンの飛行技術や撮影技術の向

上を図りながら、要望のあった写真・動画

の撮影はもちろん、動画の編集まで対応し

ている。また、ドローンの操縦者とカメラ

を撮影するカメラオペレーターの２名体制

とすることで、安全性と撮影レベルの維

持・確保を行っている。

この事業は、震災以降、被災地の復興状

況の把握を行う空撮ボランティア活動を契

機としており、現在では企業や自治体のパ

ンフレット撮影や橋梁の劣化点検等を実施

している。

なお、同社は公益財団法人仙台市産業振

興事業団の仙台市起業支援センター「アシ

☆スタ」の「 ビジネ

スグランプリ 」でグランプリ大賞を受

賞している。

④株式会社仙台買取館

株式会社仙台買取館は、平成 年５月、

チケット・ブランド品・貴金属等の買い取

りおよび販売を行う会社として設立された。

東日本大震災の発災当時、東京で働いて

いた宮城県出身の同社社長が、地元復興の

ために、Ｕターンして個人事業としてスタ

ートし、その後、同社を設立した。平成

年度末現在では市内に３店舗を展開してい

る。

宮城県内にある中古の着物をアロハシャ

ツにリメイクする「仙臺アロハ」のアイデ

アが復興庁「新しい東北 復興ビジネスコ

ンテスト 」で優秀賞を受賞し、平成

年度末には「サムライアロハ」として事業

を開始した。着物をほぐして反物にする作

業は、高齢者介護施設と連携して、認知症

予防を兼ねて委託し、縫製は被災地の縫製

工場で行っている。仙台発の新しい日本文

化として、今後海外展開も図っていく予定

である。

また、同社は「 ビ

ジネスグランプリ 」においてオーディ

エンス賞および奨励賞を受賞している。
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第６節 学生、若者たち

１．学都仙台

本市が「学都」の呼び名を確立した歴史

は古く、全国３番目の帝国大学として東北
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北大学等の総合大学をはじめ、 大学、３

短期大学、１高専が設置されており、多様

な高等教育機関の集積が見られる。そこに

通う多くの学生と教員等が、今日の「学都

仙台」の発展、およびイメージ形成に大き

な役割を果たしてきた。

平成 年９月には、大学等の高等教育機

関相互の充実・発展を図るとともに、その

知的資源を活用して、市民生活の質の向上

と地域の発展、「学都仙台」のブランド力向

上を図ることなどを目的とする、産学官の

連携組織である「学都仙台コンソーシアム」

が設立された。大学等間での科目の履修に

おける単位互換の推進のほか、サテライト

キャンパスでの市民公開講座開催による生

涯学習の場の提供などにより、大学等と市

民・企業の交流の場を広げており、平成

年度末現在の参加校・団体は 団体となっ

ている。

図表 学都仙台コンソーシアム
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北芸術工科大学、東北工業大学、東北生活

文化大学、東北生活文化大学短期大学部、

東北大学、東北福祉大学、東北文化学園大

学、東北医科薬科大学、放送大学宮城学習
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仙台商工会議所、東北多文化アカデミー学

都仙台日本語研修センター、みやぎ工業会、

理化学研究所、宮城県、仙台市

２．復興大学

「復興大学」は、学都仙台コンソーシア

ムが行ってきた単位互換やサテライトキャ

ンパス公開講座等の取り組みを発展させ、

災害復興を念頭に置いた人材育成の新たな

教育課程として、平成 年度から 年度

までの５カ年事業として実施された。被災

地に存在する高等教育機関、仙台市、宮城

県、県内自治体等と協力し、未曽有の大震

災からの復興に寄与することを目的として、

文部科学省の「大学改革推進等補助金」を

活用した。

復興大学では、復興人材育成教育コース、

教育復興支援、地域復興支援ワンストップ

サービス、災害ボランティアステーション

の４つのコースを実施してきた。

コースにはそれぞれ責任大学を設け、コ

ンソーシアムの全ての参加校がこれらの事

業に積極的に参加できるように、運営を行

った。

復興大学は、平成 年度で文部科学省か

らの補助は終了したが、平成 年度からは

「学都仙台コンソーシアム」の一部会とし

て活動を継続することとしており、新たな

運営体制の下で、さらなる事業展開を図る

こととしている。

①復興人材育成教育コース

復興の政治学から経済学、社会学、思想、

生活構築学および科学技術までの普遍的に

応用可能な幅広い教育内容について、座学

のみでなく、現場でのフィールドワークや、

学生同士の議論等を取り入れつつ学ぶこと

で、災害時などの未知の課題に柔軟かつ迅
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した復興支援が第一の使命との思いの下、

「地域復興のための共同プロジェクト支援

構想」を立ち上げた。プログラムは教員と

学生たちが英知を結集して共同で支援を推

進するものとし、教員による議論を経て、

同年６月より、「都市再生」「産業振興」「調

査分析」「コミュニティ再生」の４区分に基

づく、 の支援プロジェクトを開始した。

そのうち、同大学工学部建築学科および

ライフデザイン学部安全安心生活デザイン

学科の教員・学生で構成する「仮設カスタ

マイズお助け隊」は、平成 年度より、プ

レハブ仮設住宅の居住環境の改善と、それ

を通じた新しいコミュニティ形成支援に取

り組んだ。

太白区のあすと長町プレハブ仮設住宅で

は、地元ＮＰＯと連携して学生たちが住民

のニーズに応じた手作り棚やベンチ等を制

作するとともに、作業を通じて生まれた居

住者同士のコミュニケーションが、新たな

コミュニティ形成につながっている。

③東北福祉大学

東北福祉大学では、災害時に「東北福祉

大学ボランティア会」が設置され、学生が

ボランティア活動を開始する前に、教職員

による被災地ニーズ調査や、活動先との調

整等を行うことで、学生の活動をサポート

する体制が構築されている。今回の震災に

おいても、多くの学生が、災害ボランティ

アセンタースタッフとして、避難所となっ

た小学校での炊き出し、清掃、パトロール

等のボランティア活動を行った。

また、同大学では、平成 年度より日本

防災士機構認証の防災士養成研修を行って

おり、同大学が養成した防災士資格取得者

総数は平成 年度末までに、学生、社会人

を含め 名となっている。

平成 年５月には、専門知識を生かした

積極的な防災士活動を行うため、資格を取

得した学生や教職員 名を中心に、東北

福祉大学防災士協議会「 」を

設立した。

のメンバーは、地域の避

難訓練への参加や、町内会と連携した防災

マップ作り、ＪＲ仙台駅帰宅困難者誘導訓

練への協力、コミュニティＦＭでの情報発

信などに積極的に取り組むほか、小・中学

校における防災教育にも力を入れている。

なお、 は平成 年３月、

大学の防災士団体としては全国初のＮＰＯ

法人となり、今後も、積極的な社会貢献活

動を展開する予定である。

平成 年４月に発足した学生サークル

「まごのてくらぶ」は、サークル名のとお

り、地域の孫の手のような存在を目指して、

地域の見回りや、町内会行事の支援、清掃・

花壇づくりなど、地域住民の手の届かない

部分の支援を行う活動を行っている。日ご

ろより顔の見える関係を構築していたこと

で、発災時、避難所となった国見小におい

て、すみやかに運営支援活動を開始するこ

とができた。同サークルでは、今後も町内

会や区役所と連携しながら、地域活性化に

向けた活動を続けていくことにしている。

④宮城学院女子大学

宮城学院女子大学では、学生の自主的な

活動を多角的に支援する場として平成

年度に創設された「宮城学院女子大学リエ

ゾン・アクション・センター」が拠点とな

り、発災後のボランティア活動や復興支援

活動に参加を希望する学生・教職員のマッ

チングや、活動に関する相談等により、学

生の取り組みへの支援を行ってきた。

本市内においては、震災で甚大な被害を

受けた南光台小、七郷小への学習支援ボラ

ンティア等を実施してきたほか、食品栄養

学科と健康栄養学研究科の学生・院生が中

心となり、被災した荒浜小の児童・教員を

対象として、遠足や校外活動の際の弁当を

届ける支援を行った。

また、市内の主に被災地域の子どもたち

をキャンパスに招き、大学ならではの学び

 
 

速に現場で対応でき、日本全国さらには世

界各地の新生を担うリーダーとして活躍で

きる人材を育成する。

②教育復興支援

県教育委員会および市教育委員会との連

携のもと、学生ボランティアを活用した学

校での児童・生徒への学習支援、授業中や

放課後の教員補助、教育に関わる保護者支

援等の活動を通じ、東日本大震災で甚大な

被害を被った宮城県の教育の復興、県内の

児童・生徒の確かな学力の定着・向上およ

び現職教員の支援を中長期的に行う。

③地域復興支援ワンストップサービス

地域復興に向けたワンストップサービス

の拠点を仙台と石巻地区に設置し、企業Ｏ

Ｂや中小企業支援経験者等のコーディネー

ターの地域巡回訪問等により、被災した企

業や団体等の活動再開や復興に向けた現状

把握、課題抽出を行い、学都仙台コンソー

シアムの各参加校・団体の大学教員等との

マッチングを図ることで、さまざまな企業

課題に対し適切な支援・提言を行い、地域

の復興に貢献する。

④災害ボランティアステーション

災害ボランティアによる被災地支援活動

における継続的な広がりや深まり、より被

災者の方々に寄り添った活動推進のため、

他地域大学との間の地域間連携と、学都仙

台コンソーシアム参加校・団体の間の地域

内連携を効果的に接続するネットワークを

拡充し、情報共有化するとともに、ボラン

ティア活動参加学生、指導教職員を対象に、

自ら適切にニーズを把握する能力や適切な

活動スキルを適用する能力、ボランティア

ステーション運営能力等の育成のため、共

同研修プログラムを開発・実施する。

３．市内各大学の取り組み

発災時は、本市に集積する多くの大学が、

それぞれの特色を生かし、地域に復興に向

けてさまざまな活動を展開してきた。

以下では、具体的な事例として、いくつ

かの大学の取り組みを紹介する。

①東北学院大学

発災から間もない平成 年３月 日に、

同大学では、災害ボランティアステーショ

ンを立ち上げ、当時社会福祉協議会が中心

となって設立した災害ボランティアセンタ

ーとともに、ボランティア活動の中間支援

組織としての役割を担った。

同大学が担ったのは、主に学生ボランテ

ィアと被災地をつなぐための活動であり、

ホームページやＳＮＳ、メール配信等によ

るボランティア募集等の情報発信、活動の

マッチング等を行い、多くの学生が、被災

地の汚泥除去、屋内清掃、避難所および仮

設住宅での生活支援、子どもの学習支援等

のさまざまな支援活動を行った。

また、同大学は、大学間連携災害ボラン

ティアネットワークを構築し、全国の大学

間の連携を強化する取り組みを進めた。復

興支援活動の効果的な進め方について全国

の大学の学生が集まって議論するワークシ

ョップ等を企画するなど、学生同士の交流

を深め、ネットワークを構築する機会をつ

くることで、多発する自然災害に対し、学

生ボランティアによる支援活動が迅速に実

施できる体制づくりを進めた。このネット

ワークには平成 年度末現在、全国の

の大学が参加している。

また、同大学では、東日本大震災の発災

により明らかになった社会的問題や、地域

の課題について、さまざまな観点からの分

析・検証を行う雑誌「震災学」を平成 年

７月に創刊した。発行は年に２回、平成

年度末までに第７号までが発刊されている。

②東北工業大学

東北工業大学では、発災直後の平成 年

５月、被災地域の大学として、地元に根差
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した復興支援が第一の使命との思いの下、

「地域復興のための共同プロジェクト支援

構想」を立ち上げた。プログラムは教員と

学生たちが英知を結集して共同で支援を推

進するものとし、教員による議論を経て、

同年６月より、「都市再生」「産業振興」「調

査分析」「コミュニティ再生」の４区分に基

づく、 の支援プロジェクトを開始した。

そのうち、同大学工学部建築学科および

ライフデザイン学部安全安心生活デザイン

学科の教員・学生で構成する「仮設カスタ

マイズお助け隊」は、平成 年度より、プ

レハブ仮設住宅の居住環境の改善と、それ

を通じた新しいコミュニティ形成支援に取

り組んだ。

太白区のあすと長町プレハブ仮設住宅で

は、地元ＮＰＯと連携して学生たちが住民

のニーズに応じた手作り棚やベンチ等を制

作するとともに、作業を通じて生まれた居

住者同士のコミュニケーションが、新たな

コミュニティ形成につながっている。

③東北福祉大学

東北福祉大学では、災害時に「東北福祉

大学ボランティア会」が設置され、学生が

ボランティア活動を開始する前に、教職員

による被災地ニーズ調査や、活動先との調

整等を行うことで、学生の活動をサポート

する体制が構築されている。今回の震災に

おいても、多くの学生が、災害ボランティ

アセンタースタッフとして、避難所となっ

た小学校での炊き出し、清掃、パトロール

等のボランティア活動を行った。

また、同大学では、平成 年度より日本

防災士機構認証の防災士養成研修を行って

おり、同大学が養成した防災士資格取得者

総数は平成 年度末までに、学生、社会人

を含め 名となっている。

平成 年５月には、専門知識を生かした

積極的な防災士活動を行うため、資格を取

得した学生や教職員 名を中心に、東北

福祉大学防災士協議会「 」を

設立した。

のメンバーは、地域の避

難訓練への参加や、町内会と連携した防災

マップ作り、ＪＲ仙台駅帰宅困難者誘導訓

練への協力、コミュニティＦＭでの情報発

信などに積極的に取り組むほか、小・中学

校における防災教育にも力を入れている。

なお、 は平成 年３月、

大学の防災士団体としては全国初のＮＰＯ

法人となり、今後も、積極的な社会貢献活

動を展開する予定である。

平成 年４月に発足した学生サークル

「まごのてくらぶ」は、サークル名のとお

り、地域の孫の手のような存在を目指して、

地域の見回りや、町内会行事の支援、清掃・

花壇づくりなど、地域住民の手の届かない

部分の支援を行う活動を行っている。日ご

ろより顔の見える関係を構築していたこと

で、発災時、避難所となった国見小におい

て、すみやかに運営支援活動を開始するこ

とができた。同サークルでは、今後も町内

会や区役所と連携しながら、地域活性化に

向けた活動を続けていくことにしている。

④宮城学院女子大学

宮城学院女子大学では、学生の自主的な

活動を多角的に支援する場として平成

年度に創設された「宮城学院女子大学リエ

ゾン・アクション・センター」が拠点とな

り、発災後のボランティア活動や復興支援

活動に参加を希望する学生・教職員のマッ

チングや、活動に関する相談等により、学

生の取り組みへの支援を行ってきた。

本市内においては、震災で甚大な被害を

受けた南光台小、七郷小への学習支援ボラ

ンティア等を実施してきたほか、食品栄養

学科と健康栄養学研究科の学生・院生が中

心となり、被災した荒浜小の児童・教員を

対象として、遠足や校外活動の際の弁当を

届ける支援を行った。

また、市内の主に被災地域の子どもたち

をキャンパスに招き、大学ならではの学び
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と遊びを体験してもらう総合型イベント

「小学生のための 」を毎年

開催するなど、今後も継続的および長期的

な取り組みを実践していくこととしている。

⑤宮城教育大学

宮城教育大学では、平成 年６月、教育

支援による震災復興を目的とする教育復興

支援センターを開設し、被災地の教育委員

会との連携のもと、県内の国公私立大学お

よび国立教員養成系大学・学部との連携・

協働により、被災地の学校のニーズを的確

に把握し、学生による子どもたちへの学習

支援や、教授らによる被災地の教員向けセ

ミナーの開催、心のケア活動など、６つの

支援プログラムに基づき、教育現場等でさ

まざまな支援活動を実施してきた。

また、県内に３つの現場事務所を設け、

被災した子どもの学習支援等のために全国

から集まる学生ボランティアの拠点とした。

さらに、本市内の小・中学校の校長会と

共同で、震災発生後に実践された防災教育

の事例集「明日の子どもたちのために」の

発行や、国連防災世界会議でのパブリッ

ク・フォーラム「持続可能な開発のための

教育を通じた防災・減災の展開～より良い

子どもたちの未来に向けて～」の主催など、

被災地の教育の中核を担う大学として、震

災による経験と教訓の発信にも積極的に取

り組んでいる。

⑥宮城大学

宮城大学では、震災後の平成 年、食産

業学部ファームビジネス学科の学生有志が

中心となり、あすと長町仮設住宅入居者の

支援活動を行うボランティア団体「＠グリ

ーン」を設立した。

学科の特性を生かし、大学内のほ場やハ

ウスでの園芸活動や、食品加工棟での加工

体験など、農作物の生産・収穫・加工を通

じて、被災者同士のコミュニティ形成や生

きがいづくり、健康増進、栄養改善に向け

たさまざまな活動を行っている。学生との

交流が被災者の活力につながるとともに、

学生にとっても、大学で学んでいる知識や

技術を実践する貴重な機会となっている。

また、七夕飾りづくりや、クリスマスリ

ースづくりなど、季節に応じた多種多様な

企画も実施しており、被災者からも好評で

ある。

被災者の生活再建が進み、プレハブ仮設

住宅から復興公営住宅等に移る人も多くな

っていることから、復興公営住宅での健康

づくり等の活動も検討しており、息の長い

取り組みとなるよう、支援体制の充実化を

図っていくこととしている。
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第１節 文化・芸術の力 

１．音楽の力による復興センター・東北

（１）団体概要 
震災から２週間後、被災地と演奏家を繋

ぐ中間組織として公益財団法人仙台フィル

ハーモニー管弦楽団と市民有志により任意

団体「音楽の力による復興センター」が立

ち上げられた。平成 年９月に一般財団法

人化、平成 年４月に公益財団法人に移行

し、公益財団法人音楽の力による復興セン

ター・東北として、国内外の方々から寄せ

られた寄付をもとに被災地へ音楽を届ける

活動を展開している。

（２）音楽の力による心の復興支援 
音楽の力による復興センター・東北の中

心的な取り組みとして挙げられるのは、「復

興コンサート」である。

「つながれ心 つながれ力」の理念のも

と、被災地からの要望と音楽で被災地を応

援したいという演奏家の思いを当該団体が

コーディネートし、避難所や仮設住宅、学

校、まちかど等で開催している復興コンサ

ートは、被災者の傷ついた心を癒し、勇気

づけ、心の復興を支えてきた。

震災から２週間後、仙台駅から徒歩 分

の場所にある寺院境内での第１回復興コン

サートの開催を皮切りに、市内や東北沿岸

部の被災地を中心に活動を展開。平成 年

９月には 回を数え、延べ 名近い

演奏家たちと 万人に及ぶ被災地の人々

や被災地に思いを寄せる人々を結びつけた。

その後も復興コンサートの活動を継続して

おり、平成 年３月末現在で 回を数え

る。

また、復興コンサートを開催する中で、

参加者から「一緒に歌いたい」という声が

あがるようになり、その思いが「みやぎの

「花は咲く」合唱団」という形で実現され

た（第 章第３節参照）。さらに、平成

年度から復興公営住宅の整備が進み、新た

な取り組みも展開している。田子西復興公

営住宅で毎月１回開催している「うたカフ

ェ」は復興公営住宅の集会所に声楽家等を

派遣し、一緒に歌い、お茶を飲みながら会

話をすることで、住民同士の交流を深め、

移転後も被災者の心の復興を音楽の力で支

えるとともに、新たなコミュニティづくり

を支援する活動である。

この取り組みは、ほかの復興公営住宅に

も展開され、平成 年３月末時点で、市内

計３カ所の復興公営住宅で実施している。

図表 復興コンサート開催実績（平成 年３月末現在）

開催地域 開催件数 開催会場 開催件数

市内 件 地域集会所等 件

県内（市内を除く） 件 避難所／仮設住宅集会所 件

岩手県内 件 学校（幼・小・中・高・大） 件

福島県内 件 公共広場 件

その他 件 ホール 件

街頭（商店街） 件

その他 件
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い中、楽団員達は被災地のために何ができ

るかを模索しながら、震災から２週間後の

第１回「復興コンサート」開催にたどり着

いた。その後も、「音楽の力による復興セン

ター・東北」との連携により、被災各地で

の復興コンサートを開催し、ホールが復旧

した後も、オーケストラ活動と並行し、こ

の取り組みを継続している。

また、平成 年２月、震災への支援に対

する感謝を込めて、本市主催により東京の

サントリーホールで開催した「絆コンサー

ト」に出演した。翌年、平成 年３月には、

独立行政法人国際交流基金からの依頼を受

け、被災地代表としてロシアのモスクワお

よびサンクトペテルブルクでの公演を行い、

共演の宮城三女ＯＧ合唱団などとともに、

国際的な支援への感謝を音楽で伝え、被災

地の復興状況を紹介してきた。

さらに、震災から５年を経た平成 年４

月には、これまでの支援に対する感謝を改

めて伝えるため、再びサントリーホールで

東京公演を行う予定である。

３．仙台ジュニアオーケストラ

「仙台ジュニアオーケストラ」は、将来

にわたり音楽芸術の創造者や地域の文化リ

ーダーとなるべき人材を養成し、本市の音

楽文化の一層の振興および発展を図ること

を目的に平成２年に本市が創設したオーケ

ストラである。小学５年生から高校２年生

までの約 名で構成し、月３回の練習と

年２回の演奏会の開催を中心に活動を行っ

ている。

震災後は、平成 年からの５年間、ウィ

ーン・フィルハーモニー管弦楽団とサント

リーホールディングス株式会社からの支援

により、毎年、ウィーン・フィルメンバー

によるワークショップが実施され、平成

年にはその集大成として、仙台ジュニアオ

ーケストラ定期演奏会および東京のサント

リーホールでの公演において、ウィーン・

フィルメンバーと仙台ジュニアオーケスト

ラとの共演が実現した。

また、平成 年１月および平成 年１

月には、公益財団法人イオンワンパーセン

トクラブの支援により、ウィーン・オペラ

舞踏会管弦楽団と共演するなど、さまざま

な企業等からの支援があった。

平成 年３月には、イタリア国立クレモ

ナ弦楽器製作学校より、かつての生徒が卒

業制作したヴァイオリン４本、ヴィオラ７

本が寄贈された。これらの楽器を仙台ジュ

ニアオーケストラと福島のＦＴＶジュニア

オーケストラ、相馬こどもオーケストラの

３団体で分け合い、仙台ジュニアオーケス

トラでは、４本のヴィオラを保有している。

仙台ジュニアオーケストラのヴィオラパー

トの団員と講師は、楽器に込められたイタ

リアからの温かい思いを被災地に伝えるた

め、この４本のヴィオラによる演奏活動を

展開するなど、大切に活用している。

 
 

図表 復興コンサートのしくみ

復興コンサートの開催

プロフェッショナルのクラシック音楽家有志

公益財団法人

音楽の力による復興センター・東北

中間組織

取りまとめ窓口の人々
仮設住宅自治会・自治体・社会福祉協議会・町内会・支援団体・個人・学校など

演奏者ネットワーク
仙台フィル

支援を希望する国内外の音楽家など 自治体・支援団体など
（委託金・助成金など）

国内外の支援者
（寄付金など）

・連携

・出演
依頼

・スケジュール
調整

・調整

・寄付

・活動費及び
交通費の支払い

プラットホーム機能
マッチング

コンサート開催支援

寄付の受け皿機能
コンサート開催コーディネート

ネットワークづくり

復興
コンサート
希望

状況確認・
役割分担

・会場の提供
・対象者への広報周知
・当日の受付
・会全体の進行
・参加者へのフォロー

・ヒアリング
（イベントの趣旨・対象者の状況・リクエスト曲等）

・会場の下見
・広報に関わる情報提供

・チラシ等作成
・開催に関するサポート

被災地域 応急仮設住宅 借上げ賃貸住宅 復興公営住宅 被災者サロンなど

（出典：音楽の力による復興センター・東北

「あるべきところに音楽を 復興コンサート 回のあゆみ 」より作成）

 
２．仙台フィルハーモニー管弦楽団

仙台フィルハーモニー管弦楽団は、市内

のホールの被災に伴い、予定していた数多

くの演奏会が中止になるなど、震災により

大きな影響を受けた。ホール復旧の目途も

立たず、通常のオーケストラ活動ができな
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した後も、オーケストラ活動と並行し、こ

の取り組みを継続している。

また、平成 年２月、震災への支援に対

する感謝を込めて、本市主催により東京の

サントリーホールで開催した「絆コンサー

ト」に出演した。翌年、平成 年３月には、

独立行政法人国際交流基金からの依頼を受

け、被災地代表としてロシアのモスクワお

よびサンクトペテルブルクでの公演を行い、

共演の宮城三女ＯＧ合唱団などとともに、

国際的な支援への感謝を音楽で伝え、被災

地の復興状況を紹介してきた。

さらに、震災から５年を経た平成 年４

月には、これまでの支援に対する感謝を改

めて伝えるため、再びサントリーホールで

東京公演を行う予定である。

３．仙台ジュニアオーケストラ

「仙台ジュニアオーケストラ」は、将来

にわたり音楽芸術の創造者や地域の文化リ

ーダーとなるべき人材を養成し、本市の音

楽文化の一層の振興および発展を図ること

を目的に平成２年に本市が創設したオーケ

ストラである。小学５年生から高校２年生

までの約 名で構成し、月３回の練習と

年２回の演奏会の開催を中心に活動を行っ

ている。

震災後は、平成 年からの５年間、ウィ

ーン・フィルハーモニー管弦楽団とサント

リーホールディングス株式会社からの支援

により、毎年、ウィーン・フィルメンバー

によるワークショップが実施され、平成

年にはその集大成として、仙台ジュニアオ

ーケストラ定期演奏会および東京のサント

リーホールでの公演において、ウィーン・

フィルメンバーと仙台ジュニアオーケスト

ラとの共演が実現した。

また、平成 年１月および平成 年１

月には、公益財団法人イオンワンパーセン

トクラブの支援により、ウィーン・オペラ

舞踏会管弦楽団と共演するなど、さまざま

な企業等からの支援があった。

平成 年３月には、イタリア国立クレモ

ナ弦楽器製作学校より、かつての生徒が卒

業制作したヴァイオリン４本、ヴィオラ７

本が寄贈された。これらの楽器を仙台ジュ

ニアオーケストラと福島のＦＴＶジュニア

オーケストラ、相馬こどもオーケストラの

３団体で分け合い、仙台ジュニアオーケス

トラでは、４本のヴィオラを保有している。

仙台ジュニアオーケストラのヴィオラパー

トの団員と講師は、楽器に込められたイタ

リアからの温かい思いを被災地に伝えるた

め、この４本のヴィオラによる演奏活動を

展開するなど、大切に活用している。
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が中心となり、バスをチャーターして被災

者を招待する企画等も実施した。

震災の年は、一部のホールが被災により

使用できず、例年より少ない公演数であっ

たが、街なかのオープンスペースでの無料

コンサートを数多く展開し、多くの来場者

が訪れた。その後、ホールも復旧し、震災

から５年目の第 回せんくらでは、過去最

高のチケット売上となった。

図表 発災後における「せんくら」の

歩み

年度

（開催回）

公演数※

（うちホール公演数）

延べ

来場者数

平成 年

（第 回）

公演

（ 公演）
人

平成 年

（第 回）

公演

（ 公演）
人

平成 年

（第 回）

公演

（ 公演）
人

平成 年

（第 回）

公演

（ 公演）
人

平成 年

（第 回）

公演

（ 公演）
人

※ホール公演のほか、地下鉄駅コンサート、街なかコ

ンサート、出張せんくら（第９回から実施）を含む。 

 
６．仙台市震災復興のための芸術家派遣事業

「仙台市震災復興のための芸術家派遣事

業」は、本市及び地域の文化団体等で組織

する実行委員会が主体となり、被災した子

どもたちの心のケアや復興に向けた活力づ

くりのため、学校・幼稚園・保育所・児童

館などへ芸術家を派遣する取り組みである。

本事業は、文化庁からの委託を受けた震

災復興事業として、音楽・演劇・大衆芸能・

伝統芸能・美術・ダンス・文学など幅広い

分野のプログラムで平成 年度より実施

している。

実行委員会のメンバーとなっている公益

財団法人仙台市市民文化事業団、前述の音

楽の力による復興センター・東北のほか、

東北復興の諸活動にアートを通じて寄与す

るため演劇関係者が中心となり震災後に設

立された「 （アルクト）」（第 章第

３節参照）などが実施プログラムの企画や

芸術家と実施先との調整などを行い、平成

年度から平成 年度末までの５年間で、

計 件実施した。

 
 

図表 寄贈された４本のヴィオラに

よる演奏活動のあゆみ

年月 場所 内容

平成 年

８月

宮城県

美術館講堂

東日本大震災復興支援

特別企画「ゴッホの《ひ

まわり》展」に招待され

た被災地の高校生に向

け、「～イタリアからの

贈りもの～ヴィオラ・ア

ンサンブル・コンサー

ト」を開催

平成 年

９月

川内公務員

住宅（借上

げ公営住宅

等）集会所

復興コンサート「～イタ

リアからの贈りもの～

ヴィオラ・アンサンブ

ル・コンサート」を開催

平成 年

月

仙台トラス

トタワー

階エントラ

ンスホール

第９回仙台クラシック

フェスティバル（街なか

コンサート）に出演

平成 年

月

日立システ

ムズホール

仙台コンサ

ートホール

ロビー

仙台ジュニアオーケス

トラ第 回定期演奏会

の開演前のロビーコン

サートで演奏

平成 年

７月

エル・パー

ク仙台

慶長遣欧使節 年記

念イベント「食と旅する

支倉フェスティバル」に

出演

平成 年

月

仙台トラス

トタワー１

階エントラ

ンスホール

第 回仙台クラシック

フェスティバル（街なか

コンサート）に出演

平成 年

３月

石巻市・石

ノ森萬画館

１階交流コ

ーナー

特別企画展「この男がジ

ブリを支えた。近藤喜文

展」開催期間中、復興コ

ンサート「クレモナから

のおくりもの」を開催

平成 年

３月

石巻市・ア

イトピアホ

ール

金曜映画館

＋石ノ森萬画館特別企

画展「この男がジブリを

支えた。近藤喜文展」コ

ラボレーション企画「耳

をすませば」上映会ミ

ニ・コンサートにおいて

宮城県石巻好文館高等

学校音楽部と共演

４．仙台国際音楽コンクール

「仙台国際音楽コンクール」は、才能あ

る若い音楽家を輩出することにより、世界

の音楽文化の振興・国際的文化交流の推進

に寄与することを目的として、本市が平成

年に創設し、３年ごとに開催しているコ

ンクールである。ヴァイオリンとピアノの

２部門から成る本コンクールは、平成 年

に第６回を迎え、国際的な評価も高く、毎

回、世界各国の若い音楽家たちが出場して

いる。

震災後は、本コンクールの審査委員や過

去の出場者たちが国内外でのチャリティー

コンサートや、本市や沿岸部の被災地の学

校等を訪れて復興コンサートを開催するな

ど、本コンクール関係者による音楽を介し

た被災地支援がさまざまな形で行われた。

震災後、初めての開催となった第５回コ

ンクール（平成 年開催）では、被災地の

子どもたちに広く音楽を届けるため、開催

期間中、出場者による学校訪問ミニ・コン

サートを市内に加え名取市や多賀城市の小

学校においても実施した。また、第６回コ

ンクールでは、会場で前述の復興コンサー

トの軌跡を紹介するパネル展示を行い、被

災地における音楽を介した支援活動を出場

者や来場者へ紹介した。

５．仙台クラシックフェスティバル（せんく

ら）

「仙台クラシックフェスティバル（せん

くら）」は、クラシック音楽の聴衆の拡大と

芸術文化の普及、「楽都仙台」を国内外にア

ピールすることを目的として、平成 年度

から毎年秋に３日間の日程で開催している

音楽祭である。地下鉄沿線の４つの施設に

おいて、低額な入場料、初心者でも楽しめ

るような多彩なプログラム、公演時間の短

縮などにより、市民が気軽に楽しめるフェ

スティバル型のイベントとして実施してい

る。

震災後の５年間は、「音楽とともに、前へ

仙台」をテーマとして、音楽の力で復興を

願うたくさんの“想い”をより多くの方々

に届け、ともに力強く前へ進んで行けるよ

う、希望と勇気を感じてもらえるフェステ

ィバルを目指し開催した。

また、前述の「音楽の力による復興セン

ター・東北」も主催に加わり、同センター
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が中心となり、バスをチャーターして被災

者を招待する企画等も実施した。

震災の年は、一部のホールが被災により

使用できず、例年より少ない公演数であっ

たが、街なかのオープンスペースでの無料

コンサートを数多く展開し、多くの来場者

が訪れた。その後、ホールも復旧し、震災

から５年目の第 回せんくらでは、過去最

高のチケット売上となった。
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※ホール公演のほか、地下鉄駅コンサート、街なかコ

ンサート、出張せんくら（第９回から実施）を含む。 

 
６．仙台市震災復興のための芸術家派遣事業

「仙台市震災復興のための芸術家派遣事

業」は、本市及び地域の文化団体等で組織

する実行委員会が主体となり、被災した子

どもたちの心のケアや復興に向けた活力づ

くりのため、学校・幼稚園・保育所・児童

館などへ芸術家を派遣する取り組みである。

本事業は、文化庁からの委託を受けた震

災復興事業として、音楽・演劇・大衆芸能・

伝統芸能・美術・ダンス・文学など幅広い

分野のプログラムで平成 年度より実施

している。

実行委員会のメンバーとなっている公益

財団法人仙台市市民文化事業団、前述の音

楽の力による復興センター・東北のほか、

東北復興の諸活動にアートを通じて寄与す

るため演劇関係者が中心となり震災後に設

立された「 （アルクト）」（第 章第

３節参照）などが実施プログラムの企画や

芸術家と実施先との調整などを行い、平成

年度から平成 年度末までの５年間で、

計 件実施した。
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７． プロジェクト

プロジェクトは、震災による被害の大

きかった地域の暮らしを振り返り、地域資

源を「再発見」「再認識」「再考」する取り

組みとして、本市および仙台市市民文化事

業団が平成 年度から平成 年度まで実

施した事業である。

フリーペーパー『 プロジェクト通信』

の発行や、地域の思い出とともに食文化を

振り返るイベント「オモイデゴハン」など

に取り組んだ。

８．その他

（１）ジョジョ展  
平成 年７月 日から８月 日まで、

本市出身の漫画家・荒木飛呂彦氏の作品「ジ

ョジョの奇妙な冒険」連載 周年を記念し

て、本市と実行委員会との主催により、国

内初となる原画展「荒木飛呂彦原画展 ジョ

ジョ展 ｉｎ Ｓ市杜王町」を開催した。

本原画展では、せんだいメディアテーク

の６階を会場に 点以上の原画が展示さ

れたほか、荒木氏本人の歴史や魅力に迫る

展示、「ジョジョ」第４部・第８部の舞台で

あり本市をモデルとしている「Ｓ市杜王町」

を模した展示が行われた。全国初の開催と

なった本原画展には、全国から計 名

もの「ジョジョ」ファンが来場し、東日本

大震災からの復興に向けて、仙台そして東

北を盛り上げる取り組みとして、大盛況の

うちに終了した。なお、本原画展の収益は、

本市、仙台市市民文化事業団および公益財

団法人仙台市観光コンベンション協会（現

公益財団法人仙台観光国際協会）に寄付さ

れた。

（２）劇団四季 
劇団四季は、年間 万人以上の観客動

員数を誇る日本を代表する劇団であり、本

市においても「キャッツ」や「美女と野獣」

などのロングラン公演をはじめとする数々

の公演を開催している。また、全国の子ど

もたちを無料で公演に招待する「こころの

劇場」を平成 年から実施しており、本市

の子どもたちも毎年招待を受けている。

震災後は、平成 年度から平成 年度

にかけて、東北４県（岩手・宮城・福島・

山形）の 市町の小・中学校等において、

ミュージカル「ユタと不思議な仲間たち」

東北特別招待公演を計 回開催し、計

名の児童・生徒や保護者、仮設住宅

の入居者等が招待された。本市では平成

年８月 日、 日の２日間、中野栄小学

校で開催され、市内の小学生など 名

が招待された。

（３）こどもの夢ひろば「ボレロ」 
平成 年８月１日、２日の２日間、日立

システムズホール仙台（仙台市青年文化セ

ンター）で本市や株式会社日立システムズ

等の主催により「こどもの夢ひろば『ボレ

ロ』～つながる・集まる・羽ばたく～」を

開催した。

本市出身のピアニストである小山実稚恵

氏が総合プロデューサーを務め、オーディ

ションで選ばれた子どもたちがオーケスト

ラや小山氏と一緒にラベル作曲の「ボレロ」

等を演奏し、観客も一緒に体を動かしなが

ら楽しむ「ボレロ大集合コンサート」をは

じめ、サイエンスショーやＩＴ教室、クッ

キーづくり等、遊びながら学ぶことのでき

るさまざまな体験型プログラムが実施され

た。会場には、２日間で計 名の親子

連れが訪れた。

小山氏は、震災後、被災地に生の音を届

けたいとの思いで、被災地の学校等での演

奏活動を展開。本イベントも被災地の子ど

もたちに夢と希望を持って将来を切り開い

てほしいという小山氏の念願が実現したも

のである。また、本イベントの継続を願う

小山氏の強い思いにより、平成 年夏には

第２回目を開催することとしている。

 
 

図表 芸術家派遣事業の実施フロー

実行委員会
【会長】
仙台市市民文化事業団 副理事長
【委員】
仙台商工会議所
河北新報社
仙台市市民局・子供未来局
仙台市教育委員会
仙台フィルハーモニー管弦楽団
音楽の力による復興センター・東北

（アルクト）
日本芸能実演家団体協議会東北事務所
落語芸術協会仙台事務所
仙台市市民文化事業団

【全体調整】仙台市文化振興課
【実務総括、会計】仙台市市民文化事業団

事務局

【コンテンツ企画、出演者と実施先との調整、現地随行、記録等】

●音楽の力による復興センター・東北
●
●日本芸能実演家団体協議会東北事務所
●落語芸術協会仙台事務所
●仙台市市民文化事業団

コーディネート団体

学校・幼稚園・保育所・児童館など
実施会場

①
応
募

②
選
考
に
よ
る
採
択

③連絡調整・
打ち合わせ

アーティスト

④事業実施依頼・派遣

（出典：仙台市震災復興のための芸術家派遣事業実行委員会

「仙台市震災復興のための芸術家派遣事業 平成 ～ 年度報告書」より作成）

 

図表 芸術家派遣事業の実績（平成 年度末時点）

【補足】①実施可能件数は文化庁委託金額により変動②延べ件数を掲載③経年変化を見るため、ジャンル別は統

一基準を設けあらためて分類した④施設区分「その他」は、子育て支援・福祉施設、市民センター、公

共空間等⑤初年度は非公募で仮設住宅の集会所など公共空間での事業も行った。 

（出典：仙台市震災復興のための芸術家派遣事業実行委員会

「仙台市震災復興のための芸術家派遣事業 平成 ～ 年度報告書」より作成）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

幼稚園
保育所
児童館
小学校
中学校
高等学校
特別支援学校
その他

幼稚園
保育所
児童館
小学校
中学校
高等学校
特別支援学校
その他

音楽
演劇
舞踊
大衆芸能
美術
伝統芸能
その他

実
施
状
況

公募先

送付箇所数

応
募
状
況

施
設
区
分
別

合計
応募/送付数

市内幼稚園・保育所・児童館・小学校・中学校・高等学校・特別支援学校等　※公立・私立を問わず

ジ

ャ
ン
ル
別

合計
実施/応募数

施
設
区
分
別
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７． プロジェクト

プロジェクトは、震災による被害の大

きかった地域の暮らしを振り返り、地域資

源を「再発見」「再認識」「再考」する取り

組みとして、本市および仙台市市民文化事

業団が平成 年度から平成 年度まで実

施した事業である。

フリーペーパー『 プロジェクト通信』

の発行や、地域の思い出とともに食文化を

振り返るイベント「オモイデゴハン」など

に取り組んだ。

８．その他

（１）ジョジョ展  
平成 年７月 日から８月 日まで、

本市出身の漫画家・荒木飛呂彦氏の作品「ジ

ョジョの奇妙な冒険」連載 周年を記念し

て、本市と実行委員会との主催により、国

内初となる原画展「荒木飛呂彦原画展 ジョ

ジョ展 ｉｎ Ｓ市杜王町」を開催した。

本原画展では、せんだいメディアテーク

の６階を会場に 点以上の原画が展示さ

れたほか、荒木氏本人の歴史や魅力に迫る

展示、「ジョジョ」第４部・第８部の舞台で

あり本市をモデルとしている「Ｓ市杜王町」

を模した展示が行われた。全国初の開催と

なった本原画展には、全国から計 名

もの「ジョジョ」ファンが来場し、東日本

大震災からの復興に向けて、仙台そして東

北を盛り上げる取り組みとして、大盛況の

うちに終了した。なお、本原画展の収益は、

本市、仙台市市民文化事業団および公益財

団法人仙台市観光コンベンション協会（現

公益財団法人仙台観光国際協会）に寄付さ

れた。

（２）劇団四季 
劇団四季は、年間 万人以上の観客動

員数を誇る日本を代表する劇団であり、本

市においても「キャッツ」や「美女と野獣」

などのロングラン公演をはじめとする数々

の公演を開催している。また、全国の子ど

もたちを無料で公演に招待する「こころの

劇場」を平成 年から実施しており、本市

の子どもたちも毎年招待を受けている。

震災後は、平成 年度から平成 年度

にかけて、東北４県（岩手・宮城・福島・

山形）の 市町の小・中学校等において、

ミュージカル「ユタと不思議な仲間たち」

東北特別招待公演を計 回開催し、計

名の児童・生徒や保護者、仮設住宅

の入居者等が招待された。本市では平成

年８月 日、 日の２日間、中野栄小学

校で開催され、市内の小学生など 名

が招待された。

（３）こどもの夢ひろば「ボレロ」 
平成 年８月１日、２日の２日間、日立

システムズホール仙台（仙台市青年文化セ

ンター）で本市や株式会社日立システムズ

等の主催により「こどもの夢ひろば『ボレ

ロ』～つながる・集まる・羽ばたく～」を

開催した。

本市出身のピアニストである小山実稚恵

氏が総合プロデューサーを務め、オーディ

ションで選ばれた子どもたちがオーケスト

ラや小山氏と一緒にラベル作曲の「ボレロ」

等を演奏し、観客も一緒に体を動かしなが

ら楽しむ「ボレロ大集合コンサート」をは

じめ、サイエンスショーやＩＴ教室、クッ

キーづくり等、遊びながら学ぶことのでき

るさまざまな体験型プログラムが実施され

た。会場には、２日間で計 名の親子

連れが訪れた。

小山氏は、震災後、被災地に生の音を届

けたいとの思いで、被災地の学校等での演

奏活動を展開。本イベントも被災地の子ど

もたちに夢と希望を持って将来を切り開い

てほしいという小山氏の念願が実現したも

のである。また、本イベントの継続を願う

小山氏の強い思いにより、平成 年夏には

第２回目を開催することとしている。
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第２節 文化・ミュージアム施設等と復興 

１．博物館

（１）施設概要

仙台市博物館は、仙台城三の丸跡に位置

し、国宝慶長遣欧使節関係資料や、仙台伊

達家寄贈の資料を中心に約９万６千点を収

蔵（平成 年度末時点）、またその一部を

展示しており、文化財保護法に基づく国

宝・重要文化財の公開承認施設となってい

る。

平成３年度からは市制 周年を記念し

て「仙台市史」の編さんを進め、平成 年

度までに全 巻が刊行され、完結した。

 
（２）被災直後の取り組み

東日本大震災では、総合展示室のガラス

ケースの破損、レストランやエントランス

の天井部分の損壊等があったが、約 名

の来館者および職員・スタッフを含め、人

的被害はなかった。

発災後一時休館したものの、平成 年４

月 日には、震災前から開催していた特別

展「ポンペイ展」のみを再開した。余震が

続く中、再開を危ぶむ声もあったが、イタ

リアの国家機関であるナポリ・ポンペイ考

古学特別監督局より、「展覧会を鑑賞できる

ことは市民生活が正常に戻る証明であり、

日本国民による復興に協力できることを光

栄に思う」との文書での後押しもあり、再

開が実現した。また、同局の厚意により、

展示期間も延長された。再開後は、心の癒

やしを求める来館者も多く、震災直後にも

かかわらず最終日が近くなると展示室が人

であふれるほどとなった。

その後、施設復旧などのための断続的な

休館を経て、平成 年２月 日には全館

が復旧した。

 
（３）文化財レスキュー事業

①背景

東日本大震災は、被災地の「歴史資料」

や「文化財」にも多大なる被害をもたらし

た。

特に海水に浸り塩害を受けた資料の時間

の経過による劣化や、資料を保管する建物

の解体・修理による廃棄が危ぶまれ、県内

では被災各地の博物館所蔵資料や、個人宅

で保管されている資料を一刻も早く救い出

す活動が行われた。

市内でも、さまざまな組織の力を結集し

ながら同様の活動が進められた。

 
②文化庁による文化財レスキュー事業

平成 年４月、文化庁・独立行政法人国

立文化財機構を中心に「東北地方太平洋沖

地震被災文化財等救援委員会」が発足し、

東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援事

業（文化財レスキュー事業）が開始された。

事業内容は、被災資料所蔵者の要請に基

づき、文化財や美術品等を被災施設から救

出し、応急処置と一時保管を行うもので、

宮城県の現地本部が博物館に設置された。

本市からは、博物館職員のほか、文化財課

職員や、科学館、歴史民俗資料館の職員も

活動に参加した。

現地本部の常駐体制は平成 年７月に

解除されたが、その後各関係機関・団体と

の連携のもと、後継組織となる宮城県被災

文化財等保全連絡会議が設置され、それま

での文化財レスキュー事業によって一時保

管された資料の管理・修復等の支援、返却

への協力、新たな一時避難・保管要請への

対応などを行っている。

一方、平成 年９月には国立公文書館に

よって沿岸部自治体を対象とした「被災公

文書等修復支援事業」が開始された。本市

でも支援を要請し、平成 年１月 日か

ら３月２日にかけて、博物館内ギャラリー

と消防局若林消防署の２カ所を作業場所に、

荒浜小、中野小、東六郷小の学校資料と荒

浜航空分署の現用公文書の修復事業が実施

 
 

（４）定禅寺ストリートジャズフェスティバル 
「定禅寺ストリートジャズフェスティバ

ル 仙台」は、平成３年に定禅寺通を愛

する市民がボランティアの実行委員会を立

ち上げ、「本来、音楽は野外でやるもの」と

いう概念のもと第１回を開催した。現在で

は、 人を越えるプレーヤーが約 万

人の観客を前に、あらゆるジャンルの音楽

を、定禅寺通から仙台市内に広がる約 の

街頭ステージで奏でている。市民が運営す

る音楽フェスティバルのパイオニアとして

全国最大級の規模を誇り、「楽都」仙台にお

ける秋の風物詩である。

東日本大震災が起こった平成 年は開

催が危ぶまれたものの、全国の人々や音楽

祭からの支援を受け、９月 日から 日

の２日間にかけて第 回を開催するに至

った。また、震災の年より「音楽の星・地

球～ここから～」をテーマとして、さまざ

まな企画が立ち上がった。地震が発生した

時 分に全ての演奏者がＡ（ラ）の音

を奏で、会場で黙祷をささげる「Ａの音」

や、被災した市民に楽器を貸し出し、誰で

も参加できるオープンステージとした「Ｊ

ＳＦスウィングカーニバル」が現在も続い

ている。震災後の３年間は、東日本大震災

復興支援ＪＳＦプロジェクトを組織し、ト

リコローレ音楽祭（石巻）や気仙沼ストリ

ートライブフェスティバルをはじめ、被災

した地域の音楽祭を支援する活動も行った。

平成 年からは、継続的なフェスティバル

開催のため実行委員会が「公益社団法人定

禅寺ストリートジャズフェスティバル協会」

となり、次世代の音楽文化の育成のための

「ジュニアジャズミーティング みやぎ」

も行われている。
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度までに全 巻が刊行され、完結した。
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ケースの破損、レストランやエントランス

の天井部分の損壊等があったが、約 名

の来館者および職員・スタッフを含め、人
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発災後一時休館したものの、平成 年４
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展「ポンペイ展」のみを再開した。余震が

続く中、再開を危ぶむ声もあったが、イタ

リアの国家機関であるナポリ・ポンペイ考

古学特別監督局より、「展覧会を鑑賞できる

ことは市民生活が正常に戻る証明であり、

日本国民による復興に協力できることを光

栄に思う」との文書での後押しもあり、再

開が実現した。また、同局の厚意により、

展示期間も延長された。再開後は、心の癒

やしを求める来館者も多く、震災直後にも

かかわらず最終日が近くなると展示室が人

であふれるほどとなった。

その後、施設復旧などのための断続的な

休館を経て、平成 年２月 日には全館
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や「文化財」にも多大なる被害をもたらし

た。

特に海水に浸り塩害を受けた資料の時間

の経過による劣化や、資料を保管する建物

の解体・修理による廃棄が危ぶまれ、県内

では被災各地の博物館所蔵資料や、個人宅

で保管されている資料を一刻も早く救い出

す活動が行われた。

市内でも、さまざまな組織の力を結集し

ながら同様の活動が進められた。
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平成 年４月、文化庁・独立行政法人国

立文化財機構を中心に「東北地方太平洋沖

地震被災文化財等救援委員会」が発足し、

東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援事
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事業内容は、被災資料所蔵者の要請に基

づき、文化財や美術品等を被災施設から救

出し、応急処置と一時保管を行うもので、

宮城県の現地本部が博物館に設置された。

本市からは、博物館職員のほか、文化財課

職員や、科学館、歴史民俗資料館の職員も

活動に参加した。

現地本部の常駐体制は平成 年７月に

解除されたが、その後各関係機関・団体と

の連携のもと、後継組織となる宮城県被災

文化財等保全連絡会議が設置され、それま

での文化財レスキュー事業によって一時保

管された資料の管理・修復等の支援、返却

への協力、新たな一時避難・保管要請への

対応などを行っている。

一方、平成 年９月には国立公文書館に

よって沿岸部自治体を対象とした「被災公

文書等修復支援事業」が開始された。本市

でも支援を要請し、平成 年１月 日か

ら３月２日にかけて、博物館内ギャラリー

と消防局若林消防署の２カ所を作業場所に、

荒浜小、中野小、東六郷小の学校資料と荒

浜航空分署の現用公文書の修復事業が実施
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（４）震災関連展示

平成 年４月 日の特別展再開にあわ

せ、本市の地震や津波の歴史を伝えるパネ

ル展を開催した。その後も、歴史資料の被

災や資料レスキュー活動への理解を広める

ため、パネルやレスキュー資料の館内展示

を平成 年度中に２回開催した。

平成 年度以降は、市役所ギャラリーや

東北電力グリーンプラザなど、博物館外へ

も展示の場を広げ、より多くの人々への発

信も行ってきた。

これらのパネルは、区役所、学校、市民

センターなどの市内の公的機関や県外の博

物館等にも貸し出しを行い、各地で展示さ

れている。

 
（５）東日本大震災復興支援・復興祈念展覧会

博物館では、国内外の美術館、寺院、個

人等から支援・協力を受け、優れた文化財

を展示して被災者をはじめ市民に癒やしと

復興に向けての活力を提供することを目的

に、平成 年度以降、さまざまな展覧会を

開催した（図表 参照）。

まず自主企画の展覧会として、震災直後

の平成 年７～ 月に企画展「館蔵名品

百選－開館 年 コレクションの粋－」を、

また ～ 月に特別展「仏のかたち 人の

すがた－仙台ゆかりの仏像と肖像彫刻－」

を開催した。

一方、所蔵者から復興支援の申出があり

実現した展覧会として、発災からわずか１

年後の平成 年３月に特別公開「国宝 紅

白梅図屛風とＭＯＡ美術館の名品」、発災後

２年目の平成 年３～５月に特別展「若冲

が来てくれました－プライスコレクション

江戸絵画の美と生命－」を開催した。３年

目の平成 年には、３～４月に「法隆寺－

祈りとかたち」、４～６月に「サントリー美

術館 おもしろびじゅつワンダーランド

東北」、７～８月に「奈良・国宝 室生寺

の仏たち」と３つの特別展を連続して開催

し、また４年目の平成 年４～６月には特

別展「国宝 吉祥天女が舞い降りた！－奈良

薬師寺 未来への祈り－」を開催した。

これらの展覧会はいずれも日本美術を代

表する極めて優れた文化財の数々が展示さ

れる充実した内容をもち、多くの観覧者か

ら満足の声と出品した所蔵者への感謝の声

とが寄せられた。同時に、未曾有の震災に

見舞われたまちにおいて、人々の心の回復

に、文化・芸術が果たす役割の大きさが再

認識された。

また、被災者を含む観覧者と、東北に思

いを寄せる出品者との間に心の交流が生ま

れたことも復興支援の展覧会の意義深い点

である。

一例を挙げれば、海外からの支援となっ

た「若冲が来てくれました」展は、アメリ

カの江戸絵画収集家であるジョー・プライ

ス氏、悦子・プライス氏夫妻の「楽しく美

しい江戸絵画によって東北の人々を少しで

も勇気づけられれば」という強い願いによ

って実現した。会期中、何度も会場に足を

運んで観覧者と交流し、またワークショッ

プにおいて被災した小学校の子どもたちに

直接江戸絵画の楽しさを語りかける夫妻の

姿は深く印象に残るものであった。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 

された。

 
③博物館による資料レスキュー活動

前述の文化庁による文化財レスキュー事

業が進む一方で、市民等が所蔵する未指定

文化財をできる限り多く救うことも課題で

あった。

そこで博物館では、博物館職員が所蔵者

宅に直接巡回調査を行い、被災した歴史資

料を保全する、独自の資料レスキュー活動

を発災後間もない平成 年４月より実施

してきた。

巡回調査先は、「仙台市史」編さんの過程

で得た資料所蔵者のデータ、編さんに関わ

った職員の経験や記憶などによって選定し

た。

平成 年度は、 軒を訪問し、 軒

の資料所蔵者を確認した（うち 軒は津波

被災者）。うち、 軒が所蔵していた

点の資料を博物館へ一時避難させ、応急処

置も施した。そのうち 点の資料につ

いては、修復作業も実施している。

また、電話による確認のほか、歴史資料

の所蔵者約 軒に文書で保存を呼びかけ

たことも、廃棄の防止や資料の掘り起こし

につながった。

なお、巡回調査は、緊急性の後退した平

成 年度以降も継続して実施しており、主

に個人所蔵の資料について、未把握のもの

がないか確認を続けているほか、既に調査

済みの資料についてはその後の所蔵状態の

確認を行っている。これらの巡回調査によ

って、文化財の所在や所有状況にかかる最

新情報のデータベース化が可能になった。

また、文化財所蔵者等に文化財の意義や重

要性、災害時の対応方法等を直接説明でき

たことも、次なる災害への体制強化につな

がったと考えられる。

 
④資料レスキューにおける協働

資料レスキュー活動では、特定非営利活

動法人宮城歴史資料保全ネットワーク（以

下、宮城資料ネット）との震災以前からの

交流が大きな意味を持った。

宮城資料ネットは平成 年の宮城県北

部地震を契機に、県内の大学教員や学生が

中心となって組織した団体である。県内を

中心に、組織や個人等の所有者の別を問わ

ず、歴史資料の所在調査や保全活動を先駆

的に進めており、平成 年にＮＰＯ法人格

を取得している。

博物館は、震災以前から宮城資料ネット

と交流・連携を深めており、震災時も、速

やかに協力体制を構築することができた。

宮城資料ネットが持つ先駆的なノウハウと

経験は、博物館の活動にとって大きな力と

なった。

一方、巡回調査では、ほぼ全ての訪問先

で調査への理解や協力を得ることができた。

津波被害が甚大な沿岸地域を中心に、市内

全域が生活再建の途上にあるなか、突然に

訪問し、日常生活にはほとんど関わらない

歴史資料の調査・保管の依頼に対して市民

が協力的であり、歴史の継承という側面か

らも、市民の潜在的な力が示された。

 
⑤総括

資料レスキュー活動では、多くの歴史資

料を救出し、新たな資料の掘り起こしがで

きた一方で、津波による流失や生活再建過

程で失われた資料もあった。資料のデジタ

ル化など、資料が失われても情報を後世に

伝え得るような取り組みを今後も継続的に

行っていく必要がある。また、歴史資料を

残すことの意義や、震災時においても文化

財の現況等を発信し続けることで、歴史資

料に対する市民の意識を高めていくことが

重要である。
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（４）震災関連展示

平成 年４月 日の特別展再開にあわ

せ、本市の地震や津波の歴史を伝えるパネ

ル展を開催した。その後も、歴史資料の被

災や資料レスキュー活動への理解を広める

ため、パネルやレスキュー資料の館内展示

を平成 年度中に２回開催した。

平成 年度以降は、市役所ギャラリーや

東北電力グリーンプラザなど、博物館外へ

も展示の場を広げ、より多くの人々への発

信も行ってきた。

これらのパネルは、区役所、学校、市民

センターなどの市内の公的機関や県外の博

物館等にも貸し出しを行い、各地で展示さ

れている。

 
（５）東日本大震災復興支援・復興祈念展覧会

博物館では、国内外の美術館、寺院、個

人等から支援・協力を受け、優れた文化財

を展示して被災者をはじめ市民に癒やしと

復興に向けての活力を提供することを目的

に、平成 年度以降、さまざまな展覧会を

開催した（図表 参照）。

まず自主企画の展覧会として、震災直後

の平成 年７～ 月に企画展「館蔵名品

百選－開館 年 コレクションの粋－」を、

また ～ 月に特別展「仏のかたち 人の

すがた－仙台ゆかりの仏像と肖像彫刻－」

を開催した。

一方、所蔵者から復興支援の申出があり

実現した展覧会として、発災からわずか１

年後の平成 年３月に特別公開「国宝 紅

白梅図屛風とＭＯＡ美術館の名品」、発災後

２年目の平成 年３～５月に特別展「若冲

が来てくれました－プライスコレクション

江戸絵画の美と生命－」を開催した。３年

目の平成 年には、３～４月に「法隆寺－

祈りとかたち」、４～６月に「サントリー美

術館 おもしろびじゅつワンダーランド

東北」、７～８月に「奈良・国宝 室生寺

の仏たち」と３つの特別展を連続して開催

し、また４年目の平成 年４～６月には特

別展「国宝 吉祥天女が舞い降りた！－奈良

薬師寺 未来への祈り－」を開催した。

これらの展覧会はいずれも日本美術を代

表する極めて優れた文化財の数々が展示さ

れる充実した内容をもち、多くの観覧者か

ら満足の声と出品した所蔵者への感謝の声

とが寄せられた。同時に、未曾有の震災に

見舞われたまちにおいて、人々の心の回復

に、文化・芸術が果たす役割の大きさが再

認識された。

また、被災者を含む観覧者と、東北に思

いを寄せる出品者との間に心の交流が生ま

れたことも復興支援の展覧会の意義深い点

である。

一例を挙げれば、海外からの支援となっ

た「若冲が来てくれました」展は、アメリ

カの江戸絵画収集家であるジョー・プライ

ス氏、悦子・プライス氏夫妻の「楽しく美

しい江戸絵画によって東北の人々を少しで

も勇気づけられれば」という強い願いによ

って実現した。会期中、何度も会場に足を

運んで観覧者と交流し、またワークショッ

プにおいて被災した小学校の子どもたちに

直接江戸絵画の楽しさを語りかける夫妻の

姿は深く印象に残るものであった。
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図表 科学館のレスキュー資料

（３）復興関連事業

科学館では、平成 年度から平成 年

度にかけて、震災が発生した３月に、科学

の復興と科学を通じて被災した市民に元気

を取り戻してもらうことを狙いとして、企

画イベント「るねっ・サイエンス」を開催

した。

地震による地層の変化、津波・液状化の

仕組み等の、地震や災害に関する実験を行

うなど、いずれの年も多くの親子連れ等で

賑わった。

また、市民の自然観察の場として親しま

れてきた宮城野区の蒲生干潟について、津

波で破壊された地形や生態系の変容と再生

の過程を調査・記録する取り組みを震災直

後の平成 年４月より行っており、その記

録をホームページで公開するほか、企画展

等を定期的に行った。

 
写真 るねっ・サイエンス

３．せんだいメディアテーク

（１）施設概要

せんだいメディアテークは、平成 年１

月に開館した芸術文化施設であり、市民図

書館との複合施設である。

施設の管理運営は指定管理者である公益

財団法人仙台市市民文化事業団が行い（市

民図書館は除く）、メディアを活用した生涯

学習活動および文化活動にかかる情報・資

料の収集、調査研究および普及啓発、視聴

覚障害者に対する情報活動の支援を行って

いる。また、美術・映像に関わる情報・資

料の収集および提供ならびに展覧会、講習

会その他の催しを行うほか、展示や上映の

ための施設の提供を行う。

東日本大震災においては、７階天井材落

下などの被害があり（第 章第２節参照）、

一時休館したが、平成 年５月３日より一

部再開し、平成 年１月 日に全館復旧

した。

写真 せんだいメディアテーク

（２）復興関連事業

せんだいメディアテークは、各分野の専

門スタッフを配しており、日ごろの活動を

通じて培われたさまざまなＮＰＯ等とのネ

ットワークを活かして、震災後速やかに震

災復興をテーマにした市民の学びや意見交

換の場の提供など、震災後の課題に対応し

た事業を実施した。

また、震災直後の平成 年５月には、「

所蔵元 施設分類 所在地 内容 点数

捕鯨用具

鯨関係自然史資料

鯨骨格標本

マリンパル女川 資料館 女川町 民俗資料（漁具中心） 26点

歌津魚竜館 資料館 南三陸町 大型資料・民俗資料 ３点

唐桑漁村センター 収蔵庫 気仙沼市 生物標本 70点

ホエールランド 自然系
石巻市
牡鹿町鮎川

61点

 
 

図表 東日本大震災復興支援・復興祈念展覧会一覧

 
２．科学館

（１）施設概要

仙台市科学館は、科学技術に関する資料

の収集・保管・調査研究を行うとともに、

総合展示学習機能や学校教育関連機能およ

び生涯学習拠点機能を有する自然科学系の

総合的な科学館であり、平成２年に青葉区

台原森林公園内に現在の施設が開館した。

震災時は、施設や空調設備に破損があっ

たほか、一部展示物に転倒、落下、損傷な

どの被害があったものの、平成 年７月１

日には運営を再開した。

 
（２）文化財レスキュー事業

科学館は、宮城県被災文化財等保全連絡

会議の幹事館として、沿岸部の被災したミ

ュージアムの復興をめざし、職員が被災地

に出向き、資料の救済活動、救済した資料

や標本の修復や整理を行う、文化財レスキ

ュー活動に参加している（１．博物館参照）。

自然科学系の総合的な科学館は県内におい

て仙台市科学館のみであり、レスキュー活

動において、同館が果たすべき役割は大き

かった。

救済した資料については、被災元の館が

復旧するまで、あるいは被災元の自治体で

保管場所が確保されるまでの間、科学館で

一時的に保管することとし、その一部につ

いては、特設コーナーを設け、展示活用を

行った。

№ 展覧会名称 会期 主な支援者 展示内容 観覧者数

１

企画展
東日本大震災復興祈念・慶長遣欧使節関係資料
ユネスコ記憶遺産推薦記念
「館蔵名品百選－開館50年　コレクションの粋－」

平成23年７月23日
 ～10月16日

―
開館以来50年にわたり、市民からの寄贈や
購入によって収蔵されてきた資料の中から
名品140件を展示。

27,145人

２

特別展
東日本大震災復興祈念　仙台市博物館開館50周
年特別展
「仏のかたち　人のすがた－仙台ゆかりの仏像と肖
像彫刻－」

平成23年11月１日
 ～12月11日

―
仙台平野を中心とする地域の寺社に伝えら
れた仏像や肖像彫刻など83件を展示。

13,390人

３

特別公開
東日本大震災復興支援
「国宝　紅白梅図屛風とMOA美術館の名品」

平成24年３月６日
 ～３月25日

MOA美術館
（静岡県）

MOA美術館所蔵の国宝「紅白梅図屛風」を
はじめ、東北地方にゆかりの深い作品10件
を展示。

45,558人

４

特別展
東日本大震災復興支援
「若冲が来てくれました－プライスコレクション 江戸
絵画の美と生命－」

平成25年３月１日
 ～５月６日

ジョー・プライス氏、
悦子・プライス氏
（アメリカ）

アメリカ在住のジョー・プライス、悦子・プラ
イス夫妻が所有する江戸絵画の世界的コレ
クションの中から優品100件を展示。また国
内のMIHO MUSEUM、国立美術館・博物
館、宮内庁三の丸尚蔵館・正倉院事務所
からも計11件の作品が賛助出品された。

104,219人

５

特別展
東日本大震災復興祈念・新潟県中越地震
復興10年
「法隆寺－祈りとかたち」

平成26年３月１日
 ～４月13日

法隆寺（奈良県）
法隆寺の宝物や、近代以降宝物の保存と
継承に携わってきた東京藝術大学関係者
による奉納品など65件を展示。

35,478人

６

東日本大震災復興支援特別展
「サントリー美術館　おもしろびじゅつ
ワンダーランドin東北」

平成26年４月26日
 ～６月１日

サントリー美術館
（東京都）

日本美術を身近に感じられるよう、サント
リー美術館所蔵の優品45件を、デジタル技
術による解説手法も使いながら展示。

16,572人

７
東日本大震災復興祈念特別展
「奈良・国宝 室生寺の仏たち」

平成26年７月４日
 ～８月24日

室生寺（奈良県）
国宝「十一面観音菩薩立像」や国宝「釈迦
如来坐像」をはじめとする室生寺にまつわる
仏教美術の名品など34件を展示。

76,812人

８

東日本大震災復興祈念特別展
「国宝 吉祥天女が舞い降りた！－奈良
薬師寺 未来への祈り－」

平成27年４月24日
 ～６月21日

薬師寺（奈良県）
国宝「吉祥天女像」や国宝「聖観世音菩薩
立像」をはじめとする仏教美術の名品など
27件を展示。

86,604人

－ 656 －

第
18
章

文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
の
力



 
 

図表 科学館のレスキュー資料

（３）復興関連事業

科学館では、平成 年度から平成 年

度にかけて、震災が発生した３月に、科学

の復興と科学を通じて被災した市民に元気

を取り戻してもらうことを狙いとして、企

画イベント「るねっ・サイエンス」を開催

した。

地震による地層の変化、津波・液状化の

仕組み等の、地震や災害に関する実験を行

うなど、いずれの年も多くの親子連れ等で

賑わった。

また、市民の自然観察の場として親しま

れてきた宮城野区の蒲生干潟について、津

波で破壊された地形や生態系の変容と再生

の過程を調査・記録する取り組みを震災直

後の平成 年４月より行っており、その記

録をホームページで公開するほか、企画展

等を定期的に行った。

 
写真 るねっ・サイエンス

３．せんだいメディアテーク

（１）施設概要

せんだいメディアテークは、平成 年１

月に開館した芸術文化施設であり、市民図

書館との複合施設である。

施設の管理運営は指定管理者である公益

財団法人仙台市市民文化事業団が行い（市

民図書館は除く）、メディアを活用した生涯

学習活動および文化活動にかかる情報・資

料の収集、調査研究および普及啓発、視聴

覚障害者に対する情報活動の支援を行って

いる。また、美術・映像に関わる情報・資

料の収集および提供ならびに展覧会、講習

会その他の催しを行うほか、展示や上映の

ための施設の提供を行う。

東日本大震災においては、７階天井材落

下などの被害があり（第 章第２節参照）、

一時休館したが、平成 年５月３日より一

部再開し、平成 年１月 日に全館復旧

した。

写真 せんだいメディアテーク

（２）復興関連事業

せんだいメディアテークは、各分野の専

門スタッフを配しており、日ごろの活動を

通じて培われたさまざまなＮＰＯ等とのネ

ットワークを活かして、震災後速やかに震

災復興をテーマにした市民の学びや意見交

換の場の提供など、震災後の課題に対応し

た事業を実施した。

また、震災直後の平成 年５月には、「

所蔵元 施設分類 所在地 内容 点数

捕鯨用具

鯨関係自然史資料

鯨骨格標本

マリンパル女川 資料館 女川町 民俗資料（漁具中心） 26点

歌津魚竜館 資料館 南三陸町 大型資料・民俗資料 ３点

唐桑漁村センター 収蔵庫 気仙沼市 生物標本 70点

ホエールランド 自然系
石巻市
牡鹿町鮎川

61点
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援に努めてきた。

平成 年２月からは、これらの書籍等を

「 震災文庫」として、スペースも拡充

して公開し、平成 年度末現在も資料の収

集や展示、貸し出しを継続している。

民間企業や各種団体からの活動記録誌や

被災体験記などの提供もあり、平成 年３

月時点の所蔵数は約 点となっている。

「 震災文庫」の取り組みは、「とし

ょかんメディアテークフェスティバル」や、

平成 年３月の第３回国連防災世界会議

等の場でも広く発信した。また、荒井駅構

内の「せんだい メモリアル交流館」に

震災文庫の資料の一部（約 点）を展示

し、利用者の閲覧に供している。

図表 震災文庫 所蔵資料

図書、逐次刊行物、視聴覚資料

記録集、写真集

団体・個人の手記や体験記、作文集、

文芸作品

ボランティアの活動記録、会報誌

広報誌、ミニコミ誌、フリーペーパー、

ポスター、パンフレット、チラシ

避難所等で配布された資料、壁新聞、

おしらせ、掲示物

仮設住宅等で配布された資料

計画書、報告書、地図

５．市民センター

（１）市民センターの概要

市民センターは、市民本位の生涯学習の

支援拠点、市民が主役の交流拠点、学びを

通して住みよいまちづくりにつながる人づ

くりを行う地域づくりの拠点という三つの

機能を一体的に果たす社会教育施設であり、

おおむね中学校区ごとに設置されている。

その種類としては、本市の全域を主たる

対象区域としてその事業を行うとともに、

他の全ての市民センターを統括する市民セ

ンターである生涯学習支援センター（１館）

と、所在する区の区域内を主たる対象区域

としてその事業を行うとともに、当該区域

内に所在する地区市民センターを支援する

区中央市民センター（５館）、それ以外の地

区市民センター（ 館）があり、その総数

は、平成 年度末時点で 館となってい

る。

震災による被害のため、全市民センター

は、建物の安全確認のため一時休館し、そ

の後 館において、約 人の被災者の

受け入れ等を行ったほか、 館については、

平成 年７月まで、集約避難所として対応

した。

平成 年４月 日以降、地域の状況等、

条件が整った館から順次開館し、事業を再

開し、平成 年 月には、改築の必要が

あった２館（鶴ケ谷市民センター、南光台

市民センター）を除き、全館が開館した。

南光台市民センターは平成 年３月、鶴

ケ谷市民センターは平成 年４月に開館

した。

（２）地域の絆づくり推進事業

「地域の絆づくり推進事業」は、東日本

大震災における体験や記憶を次世代に継承

し、震災後の地域の復興・再生に向け、地

域力・市民力の醸成・発展を図ることを目

的として実施した事業である。具体的には、

地区市民センターにおいて、大学・企業・

ＮＰＯ等と協働し、災害や環境、コミュニ

ティ再生、防災・減災教育などをテーマに

して、専門性の高い事業や成果を大きく発

信できる事業などを、地区市民センターの

提案型事業として実施した。

本事業は平成 年度から平成 年度ま

での３カ年事業として実施したものであり、

以下のような実績があった。

 
 

がつ にちをわすれないためにセンター」

（略称：わすれン！）を開設し、市民、さ

まざまな分野の専門家・アーティスト・ス

タッフが協働して震災とその復旧・復興の

プロセスを映像、写真、音声などで記録・

保存・発信している（第 章第２節参照）。

あわせて市民協働で震災や地域社会、表現

活動について考えていく対話のための場と

して「考えるテーブル」の企画・運営を行

い、その中の「てつがくカフェ」（てつが

くカフェ＠せんだいと協働）では震災につ

いて対話を行う場を５年間で 回以上開

催するなど、震災後の多様なニーズに対応

した各種事業を展開している。

４．図書館

（１）施設概要

図書館は、資料の収集・保存・提供を通

して、市民の教養、調査研究、レクリエー

ション等に資することを目的とする施設で

あり、生涯学習の機会を提供する場として

重要な役割を果たしている。

仙台市図書館は本庁の部に相当する第一

種公所の市民図書館（複合施設「せんだい

メディアテーク」の中に所在）、課に相当す

る第二種公所の宮城野図書館、太白図書館、

泉図書館のほか、指定管理者が管理運営を

行う若林図書館、広瀬図書館、榴岡図書館

で組織され、平成 年度末の蔵書冊数は７

館で計 冊である。

（２）施設の再開

発災時は各館とも開館中であったが、幸

い人的被害はなく、主に窓ガラスや壁等、

建物・設備系に大きな被害があった。

館内には書籍等が散乱したものの、書架

には耐震対策を講じていたことから、ほと

んどが転倒を免れた。

発災直後から全館を休館とし、図書の整

理や館内の安全確認、修繕を進め、可能な

ところから順次開館した。

平成 年５月３日に市民図書館が再開

した際には、開館を待ちわびた多くの市民

が来館し、カウンターには本を借りる人の

長い行列ができた。思い思いに過ごす来館

者の様子からは、まちや人々の暮らしがま

だ復旧途上にある中で、本を読む、図書館

が利用できるという日常をひとつ取り戻し

た喜びが感じられた。

その他の図書館についても、平成 年

月末までに全ての館が再開した。

なお、休館中には、各図書館において屋

外やロビーなどに臨時窓口を開設し、本の

貸し出しや新聞の閲覧等のサービスを提供

した。

また、震災後いち早く避難所への配本や

本の読み聞かせを行うなど、市民に対して

生活に役立つ情報の提供や読書を通じた心

のケアにも取り組んだ。

写真 図書館再開時の館内の様子

（３） 震災文庫

市民図書館では、施設再開と同時に、震

災に関する書籍や新聞、行政資料など、発

災以降のさまざまな資料を収集し展示する

特設コーナーを設け、復興や生活再建の支
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援に努めてきた。

平成 年２月からは、これらの書籍等を

「 震災文庫」として、スペースも拡充

して公開し、平成 年度末現在も資料の収

集や展示、貸し出しを継続している。

民間企業や各種団体からの活動記録誌や

被災体験記などの提供もあり、平成 年３

月時点の所蔵数は約 点となっている。

「 震災文庫」の取り組みは、「とし

ょかんメディアテークフェスティバル」や、

平成 年３月の第３回国連防災世界会議

等の場でも広く発信した。また、荒井駅構

内の「せんだい メモリアル交流館」に

震災文庫の資料の一部（約 点）を展示

し、利用者の閲覧に供している。

図表 震災文庫 所蔵資料

図書、逐次刊行物、視聴覚資料

記録集、写真集

団体・個人の手記や体験記、作文集、

文芸作品

ボランティアの活動記録、会報誌

広報誌、ミニコミ誌、フリーペーパー、

ポスター、パンフレット、チラシ

避難所等で配布された資料、壁新聞、

おしらせ、掲示物

仮設住宅等で配布された資料

計画書、報告書、地図

５．市民センター

（１）市民センターの概要

市民センターは、市民本位の生涯学習の

支援拠点、市民が主役の交流拠点、学びを

通して住みよいまちづくりにつながる人づ

くりを行う地域づくりの拠点という三つの

機能を一体的に果たす社会教育施設であり、

おおむね中学校区ごとに設置されている。

その種類としては、本市の全域を主たる

対象区域としてその事業を行うとともに、

他の全ての市民センターを統括する市民セ

ンターである生涯学習支援センター（１館）

と、所在する区の区域内を主たる対象区域

としてその事業を行うとともに、当該区域

内に所在する地区市民センターを支援する

区中央市民センター（５館）、それ以外の地

区市民センター（ 館）があり、その総数

は、平成 年度末時点で 館となってい

る。

震災による被害のため、全市民センター

は、建物の安全確認のため一時休館し、そ

の後 館において、約 人の被災者の

受け入れ等を行ったほか、 館については、

平成 年７月まで、集約避難所として対応

した。

平成 年４月 日以降、地域の状況等、

条件が整った館から順次開館し、事業を再

開し、平成 年 月には、改築の必要が

あった２館（鶴ケ谷市民センター、南光台

市民センター）を除き、全館が開館した。

南光台市民センターは平成 年３月、鶴

ケ谷市民センターは平成 年４月に開館

した。

（２）地域の絆づくり推進事業

「地域の絆づくり推進事業」は、東日本

大震災における体験や記憶を次世代に継承

し、震災後の地域の復興・再生に向け、地

域力・市民力の醸成・発展を図ることを目

的として実施した事業である。具体的には、

地区市民センターにおいて、大学・企業・

ＮＰＯ等と協働し、災害や環境、コミュニ

ティ再生、防災・減災教育などをテーマに

して、専門性の高い事業や成果を大きく発

信できる事業などを、地区市民センターの

提案型事業として実施した。

本事業は平成 年度から平成 年度ま

での３カ年事業として実施したものであり、

以下のような実績があった。
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を紹介し、吉村昭の『三陸海岸大津波』や、

柳田國男の『遠野物語』などの書籍を展示。

「東日本大震災」に関する新聞雑誌報道や

作家の発言などもできうる限り収集し、手

に取れるような形で展示して、市民が震災

について考える機会を提供した。

また、平成 年度から 年度には、「被

災圏からの発信」をテーマにしたシンポジ

ウムを開催し、岩手、宮城、福島の詩人、

歌人、俳人による、震災後の表現活動につ

いての意見交換などにより、震災時や復興

期における文学の力、言葉の力について発

信する事業を展開している。

なお、冒頭の特集展示は、平成 年度も

「文学にみる震災資料展」として継続し、

平成 年度以降は、全国文学館協議会参加

館による共同展示「３ 文学館からのメ

ッセージ」の一環として、毎年発信される

震災関連の資料を情報コーナーで展示紹介

している。

８．仙台市八木山動物公園

（１）施設概要

仙台市八木山動物公園の前身である仙台

市動物園は、昭和 年、青葉区花壇に開園

した。昭和 年の仙台空襲で焼失したこと

から廃止となったが、昭和 年、青葉区三

居沢に子ども向け動物園として再開した。

次第に動物の数が増え、手狭になったこと

から、昭和 年に現在の太白区八木山に移

転し、八木山動物公園として開園した。

平成 年には開園 周年を迎え、さら

に地下鉄東西線が同年 月に開業し、八木

山動物公園駅が設けられたこともあり、平

成 年度の入園者数は 人と、

年ぶりに 万人を上回った。

なお、平成 年３月 日時点の飼育動

物数は 種 点である。

（２）被害の状況

震災では、園内の動物に直接的な被害は

なかったが、駐車場の法面崩落やサル山に

亀裂が入るなどの被害が生じたほか、ライ

フラインの停止や物流の遮断によって、動

物たちにも大きな負担がかかった。特に燃

料が確保できず、獣舎の暖房機能が十分に

使えなくなったことは、最も大きな問題で

あり、特に爬虫類館では設定温度を 度か

ら 度に下げたり、動物を小ケースに移し、

狭いキーパー室へ集め、灯油ストーブで夜

間の暖を取るなどの対応を行った。

また、飼料の確保も困難となったため、

震災翌日に日本動物園水族館協会に支援を

依頼し、全国 の動物園・水族館から提供

を受けたほか、多くの個人の方からの支援

もあり、当面必要な飼料を確保することが

できた。しかし、このような状況の中、寒

さで死亡した動物や、餌の変化や余震のス

トレスにより、体調を崩した動物もいた。

施設は、震災から 日後の４月 日に

営業を開始し、再開を待ちわびた多くの家

族連れなどでにぎわった。再開日およびそ

の翌日は入園料を無料としたこともあり、

２日間で約 人が動物たちの元気な

姿を見るために訪れた。

 
（３）動物公園と復興関連事業

宮城県レッドリストにおいて、メダカは

準絶滅危惧種に指定されている。本市南部

に位置する井土地区の用水路には、震災以

前、在来メダカの個体群が生息していたが、

震災時の津波により、その生息が確認でき

なくなり、同地区のメダカは絶滅したと考

えられた。

しかし、ちょうど震災前年の平成 年８

月に、宮城教育大学が研究用に同地区でメ

ダカを採集しており、このメダカを増やし

て自然に返す取り組みが、大学と動物公園

の共同事業として始まった。動物公園では、

メダカの飼育展示と、里親となる市民を募

集する事業に協力している。平成 年３月

末時点で、 組の市民や団体が里親とな

り、当初の 匹から、約 匹に増えて

いる。同地区は、近年のコンクリート水路

 
 

図表 地域の絆づくり推進事業一覧

館名 事業名

片平市民センター 片平地区・みんなでわいわい街づく

り、絆づくり

広瀬市民センター きずなカフェ～めざすのは人と地域

の輝き～、

田んぼアート（平成 ～ 年度）

宮城西市民センター ふるさと食だより

大沢市民センター

（平成 ～ 年度）

大沢地区地域防災安全ネット

落合市民センター みんなの力で地域防災・減災

幸町市民センター 一人ひとりにやさしい防災の輪

－防災でつながる人と人－

七郷市民センター あのときを忘れない－震災の記憶

八木山市民センター 探そう、つくろう、「八木山新名物」

高森市民センター 新しいふるさとづくり事業

柏木市民センター

（平成 ～ 年度）

ふしぎ！発掘！再現！－不思議な地

形をジオラマにしよう

鶴ケ谷市民センター

（平成 ～ 年度）

私たちの鶴ケ谷～これまでを学びこ

れからを考えよう

６．天文台

（１）施設概要

仙台市天文台は、昭和 年２月に青葉区

桜ケ岡公園（西公園）に開台して以降、長

年にわたり市民に親しまれてきたが、施設

の老朽化等のため、青葉区錦ケ丘に移転す

ることとなり、平成 年７月１日に現施設

が開台した。

新天文台は口径 のひとみ望遠鏡、

席を有する直径 水平型ドームのプ

ラネタリウム、延べ床面積約 ㎡の展

示室を備えた国内有数の総合型の天文博物

館であり、維持管理・運営は、株式会社仙

台天文サービスが指定管理者として行って

いる（同社とは平成 年６月にＰＦＩ事業

契約締結）。

東日本大震災では被害を受けて休館した

が、ひとみ望遠鏡を除き平成 年４月

日より再開し、ひとみ望遠鏡は平成 年

月に復旧した。

（２）復興関連事業

天文台では、震災当日の夜空を再現する

プラネタリウム特別番組「星空とともに」

を制作し、発災日である３月 日に合わせ

て、平成 年度より毎年度投映している。

同番組では、被災者が新聞の投書欄等に

寄せた、発災当日の星空にまつわるエピソ

ードの朗読等も行われ、星空を通じて、震

災の記憶の風化を防ぐ取り組みとなってい

る。

平成 年６月には、日本プラネタリウム

協議会全国大会で投映が行われ、多くの反

響があり、平成 年度までに全国 カ所

のプラネタリウムで同番組の投映が行われ

ている。

７．文学館

（１）施設概要

仙台文学館は、仙台ゆかりの文学者を中

心にその作品や関連資料を収集・保存し、

調査研究や展示等の活動を通じて、近代文

学資料を公共の財産として一般に公開する

とともに次代に伝えていくこと、文学の普

及振興を通じて地域文化の発展に寄与する

ことを目的として、平成 年に開館した施

設である。

東日本大震災では、１階部分の天井パネ

ルの落下や収蔵資料の散乱等があり、一時

休館したが、平成 年６月 日には再開

した。

（２）復興関連事業

文学館では、施設再開にあわせて、情報

コーナーでパネル展「文学に見る震災」を

開催した。展示では天変地異についての記

述がある『日本三代実録』『方丈記』『平家

物語』などの古典文学をはじめ、関東大震

災、阪神淡路大震災をめぐる新聞や雑誌の

報道、作家の体験記・ルポルタージュや小

説、市井の人々の震災体験を詠んだ短歌や

エッセイなどの作品を取り上げた。また、

何度も津波に襲われている三陸地方の歴史
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を紹介し、吉村昭の『三陸海岸大津波』や、

柳田國男の『遠野物語』などの書籍を展示。

「東日本大震災」に関する新聞雑誌報道や

作家の発言などもできうる限り収集し、手

に取れるような形で展示して、市民が震災

について考える機会を提供した。

また、平成 年度から 年度には、「被

災圏からの発信」をテーマにしたシンポジ

ウムを開催し、岩手、宮城、福島の詩人、

歌人、俳人による、震災後の表現活動につ

いての意見交換などにより、震災時や復興

期における文学の力、言葉の力について発

信する事業を展開している。

なお、冒頭の特集展示は、平成 年度も

「文学にみる震災資料展」として継続し、

平成 年度以降は、全国文学館協議会参加

館による共同展示「３ 文学館からのメ

ッセージ」の一環として、毎年発信される

震災関連の資料を情報コーナーで展示紹介

している。

８．仙台市八木山動物公園

（１）施設概要

仙台市八木山動物公園の前身である仙台

市動物園は、昭和 年、青葉区花壇に開園

した。昭和 年の仙台空襲で焼失したこと

から廃止となったが、昭和 年、青葉区三

居沢に子ども向け動物園として再開した。

次第に動物の数が増え、手狭になったこと

から、昭和 年に現在の太白区八木山に移

転し、八木山動物公園として開園した。

平成 年には開園 周年を迎え、さら

に地下鉄東西線が同年 月に開業し、八木

山動物公園駅が設けられたこともあり、平

成 年度の入園者数は 人と、

年ぶりに 万人を上回った。

なお、平成 年３月 日時点の飼育動

物数は 種 点である。

（２）被害の状況

震災では、園内の動物に直接的な被害は

なかったが、駐車場の法面崩落やサル山に

亀裂が入るなどの被害が生じたほか、ライ

フラインの停止や物流の遮断によって、動

物たちにも大きな負担がかかった。特に燃

料が確保できず、獣舎の暖房機能が十分に

使えなくなったことは、最も大きな問題で

あり、特に爬虫類館では設定温度を 度か

ら 度に下げたり、動物を小ケースに移し、

狭いキーパー室へ集め、灯油ストーブで夜

間の暖を取るなどの対応を行った。

また、飼料の確保も困難となったため、

震災翌日に日本動物園水族館協会に支援を

依頼し、全国 の動物園・水族館から提供

を受けたほか、多くの個人の方からの支援

もあり、当面必要な飼料を確保することが

できた。しかし、このような状況の中、寒

さで死亡した動物や、餌の変化や余震のス

トレスにより、体調を崩した動物もいた。

施設は、震災から 日後の４月 日に

営業を開始し、再開を待ちわびた多くの家

族連れなどでにぎわった。再開日およびそ

の翌日は入園料を無料としたこともあり、

２日間で約 人が動物たちの元気な

姿を見るために訪れた。

 
（３）動物公園と復興関連事業

宮城県レッドリストにおいて、メダカは

準絶滅危惧種に指定されている。本市南部

に位置する井土地区の用水路には、震災以

前、在来メダカの個体群が生息していたが、

震災時の津波により、その生息が確認でき

なくなり、同地区のメダカは絶滅したと考

えられた。

しかし、ちょうど震災前年の平成 年８

月に、宮城教育大学が研究用に同地区でメ

ダカを採集しており、このメダカを増やし

て自然に返す取り組みが、大学と動物公園

の共同事業として始まった。動物公園では、

メダカの飼育展示と、里親となる市民を募

集する事業に協力している。平成 年３月

末時点で、 組の市民や団体が里親とな

り、当初の 匹から、約 匹に増えて

いる。同地区は、近年のコンクリート水路
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（２）施設の再開

各施設所管課では、各施設の被害状況に

応じて復旧工事の内容や施設の再開方法な

どを検討したが、市民利用施設については

施設の部分開館や臨時窓口の開設などを実

施し、一日も早い再開を望む市民に応えら

れるよう努めた。

図表 ホール施設の主な被害状況と再開状況

施設名 主な被害状況
部分

開館日

全面

開館日

若林区文化センター 非常用自家発電機故障、ホール天井・壁面一部落下
平成 年

９月１日

平成 年

月１日

仙台市民会館 大ホール舞台設備損傷、外壁タイル剥離、天井一部落下
平成 年

５月 日

平成 年

９月 日

太白区文化センター
ホール天井一部落下、外壁一部落下、窓ガラス一部破損、

内壁亀裂

平成 年

５月 日

平成 年

３月４日

泉文化創造センター

（イズミティ ）

大ホール天井一部落下、スプリンクラー作動水浸し、外

壁内壁タイル一部落下

平成 年

９月 日

平成 年

月 日

戦災復興記念館 排水管損傷、外壁タイル剥離、内壁亀裂
（部分開館

なし）

平成 年

７月 日

広瀬文化センター ホール舞台上部一部落下、床面一部ひび割れ、
平成 年

４月 日

平成 年

月１日

日立システムズホール仙台

（青年文化センター）

シアターホール天井一部落下、スプリンクラー破損、壁

面ガラス破損

平成 年

７月１日

平成 年

７月 日

仙台国際センター 天井一部落下、照明一部落下、内部亀裂
平成 年

４月 日

平成 年

８月１日

せんだい演劇工房 内壁亀裂、地盤沈下に伴う床土間の破損
平成 年

５月１日

平成 年

月１日

エル・パーク仙台
スプリンクラー破損による漏水、天井・壁面および床面

一部ひび割れ、ホール天井吊物損傷

平成 年

６月 日

平成 年

９月 日

．総括

今回の震災においては、震災からの復興

にあたり、文化や芸術の存在が、人々の心

の回復にいかに重要な役割を担っているか

ということが再認識された。

被災地のミュージアム施設は、被災者に

とって、日常の平穏や、生きる力を取り戻

す貴重な場所となりうる。

被災施設については早期に復旧させ、

人々が文化と芸術に触れられる時間、空間

をいち早く提供することが、大規模な災害

の発災時にこそ、必要になるものと考える。

 
 

への改修や震災による津波被害、その後の

水路復旧工事等により、かつての生息環境

が失われている。そのため、改めてメダカ

の生息に適した環境を整備する必要があり、

平成 年度末時点で同地区へメダカを戻

す時期は未定となっている。

また、平成 年５月に、中国の温家宝首

相が被災地を訪問した際に、子どもたちに

ジャイアントパンダのぬいぐるみをプレゼ

ントしたことなどを契機として、同年９月、

市長から駐日中国大使にジャイアントパン

ダを貸与してほしい旨の希望を伝えた。同

年 月の日中首脳会談で、温家宝首相から

ジャイアントパンダの貸与に前向きに取り

組むとの返事があった。本市では、ジャイ

アントパンダの導入に万全を期すとともに、

これにより期待される効果の向上を図るた

め、平成 年４月、副市長を委員長とした

「仙台市ジャイアントパンダ導入プロジェ

クト会議」を設置した。なお、平成 年３

月末現在、両国関係の状況から、正式な協

議は行われていない。

平成 年４月・６月に、アメリカ・ホノ

ルル動物園とオランダ・バーガーズ動物園

から相次いでスマトラトラのオスとメスが

来園した。来園は震災前に決まっていたも

のの、当時はまだ余震が続く状況であった。

両動物園は、市民に対して、「 （が

んばれ）」と励ましのメッセージを添えて、

約束どおりに仙台へ送り出した。平成 年

には国内で 年ぶり、３例目の繁殖に成功。

４頭の子どもは元気に育ち、市民に明るい

話題を提供した。

平成 年 月は開園 周年、同年

月は地下鉄東西線の開業と、この年は動物

公園にとって節目となる年であった。動物

公園では、過去の写真・ポスターの展示、

周年記念限定年間パスポートや 周年

記念誌の販売、副園長によるガイドツアー

などのイベントを実施し、機運を盛り上げ

た。震災後の仙台の新しいまちづくりの基

軸となる地下鉄東西線が開業し、八木山動

物公園駅は西の起点となり、東の起点であ

る荒井駅と結ばれて、アクセス性は飛躍的

に向上することとなった。これらを契機に、

より多くの市民が動物公園に足を運んでい

る。

９．その他施設

上記の他にも、市内のミュージアム施設

等は、震災時、それぞれの館のもつ特性に

合わせ、さまざまな復興支援活動を行って

きた。

仙台市歴史民俗資料館は、博物館や特定

非営利活動法人宮城歴史資料保全ネットワ

ークなどと協力し、文化財レスキュー事業

に参加した。

地底の森ミュージアム仙台市富沢遺跡保

存館は３月 日まで避難所として利用さ

れ、近隣の市民を受け入れた。また、被害

状況パネル展等を行った。

縄文の森広場では、平成 年度、被災地

の子どもたちの復興支援の取り組み「こど

も☆ひかりプロジェクト」（第 章第３節

参照）が主催するイベント、「こども☆ひか

りフェスティバル せんだい 」が開

催された。

．ホール施設

（１）被害状況

本市には数多くの文化施設があり、年間

を通してさまざまなイベントやコンサート、

催し物が開催されていたが、会場となる文

化施設に被害が生じていたことから、震災

後、数多くの文化イベントが中止になった。

各施設の建物は、宮城県沖地震に備えて

耐震化を進めていたこともあり、構造体そ

のものに大きな被災はなかったものの、天

井や壁などの構造物の落下やスプリンクラ

ーの破損などの非構造部材の被災が多く発

生し、施設の利用再開を遅らせる要因とな

った。
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（２）施設の再開

各施設所管課では、各施設の被害状況に

応じて復旧工事の内容や施設の再開方法な

どを検討したが、市民利用施設については

施設の部分開館や臨時窓口の開設などを実

施し、一日も早い再開を望む市民に応えら

れるよう努めた。

図表 ホール施設の主な被害状況と再開状況

施設名 主な被害状況
部分

開館日

全面

開館日

若林区文化センター 非常用自家発電機故障、ホール天井・壁面一部落下
平成 年

９月１日

平成 年

月１日

仙台市民会館 大ホール舞台設備損傷、外壁タイル剥離、天井一部落下
平成 年

５月 日

平成 年

９月 日

太白区文化センター
ホール天井一部落下、外壁一部落下、窓ガラス一部破損、

内壁亀裂

平成 年

５月 日

平成 年

３月４日

泉文化創造センター

（イズミティ ）

大ホール天井一部落下、スプリンクラー作動水浸し、外

壁内壁タイル一部落下

平成 年

９月 日

平成 年

月 日

戦災復興記念館 排水管損傷、外壁タイル剥離、内壁亀裂
（部分開館

なし）

平成 年

７月 日

広瀬文化センター ホール舞台上部一部落下、床面一部ひび割れ、
平成 年

４月 日

平成 年

月１日

日立システムズホール仙台

（青年文化センター）

シアターホール天井一部落下、スプリンクラー破損、壁

面ガラス破損

平成 年

７月１日

平成 年

７月 日

仙台国際センター 天井一部落下、照明一部落下、内部亀裂
平成 年

４月 日

平成 年

８月１日

せんだい演劇工房 内壁亀裂、地盤沈下に伴う床土間の破損
平成 年

５月１日

平成 年

月１日

エル・パーク仙台
スプリンクラー破損による漏水、天井・壁面および床面

一部ひび割れ、ホール天井吊物損傷

平成 年

６月 日

平成 年

９月 日

．総括

今回の震災においては、震災からの復興

にあたり、文化や芸術の存在が、人々の心

の回復にいかに重要な役割を担っているか

ということが再認識された。

被災地のミュージアム施設は、被災者に

とって、日常の平穏や、生きる力を取り戻

す貴重な場所となりうる。

被災施設については早期に復旧させ、

人々が文化と芸術に触れられる時間、空間

をいち早く提供することが、大規模な災害

の発災時にこそ、必要になるものと考える。
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２．仙台城跡 
（１）概要 
仙台城は初代仙台藩主伊達政宗により造

営され、本市市街地西方に位置する青葉山

丘陵およびその麓の広瀬川の河岸段丘を中

心に城域が形成されている。平成９年から

始まった本丸の石垣修復工事や大広間跡の

発掘調査成果などを通して、その歴史的価

値が高まり、平成 年８月に国史跡に指定

された。

（２）被害状況および復旧状況 
今回の震災により、仙台城跡では本丸北

西、酉門、中門、清水門の各石垣、大手門

北側土塀および石垣、本丸東側崖地などが

被災した。また、この被害により、市道仙

台城跡線も通行止めとなった。

仙台城跡の災害復旧事業は、平成 年度

に着手し、本丸東側崖地を除き、平成 年

度末までに、全ての箇所で復旧が完了した。

石垣の復旧にあたっては、まず、崩落し

た石に１石ごとに番号を付け、位置を計測

した後、震災前の写真と見比べて元あった

場所を特定した。また、被災前の記録がな

い箇所では、崩落した石材の位置や、周囲

の石材との馴染み具合を一つ一つ検討しな

がら可能な限り元の位置に戻していった。

この復旧工事により、積み上げられた石材

数は約 石に及んだ。

また、石垣の復旧工事と並行して市道仙

台城跡線の復旧・改修工事も行われ、平成

年２月 日より通行が再開された。

仙台城跡の災害復旧にかかる総事業費は

約 億円の見込みである（平成 年度末

現在）。

写真 崩落した仙台城の本丸北西石垣

写真 復旧した仙台城の本丸北西石垣

３．埋蔵文化財 
（１）埋蔵文化財発掘調査とは 
埋蔵文化財とは、土地に埋蔵されている

文化財のことであり、埋蔵文化財が所在す

る場所は埋蔵文化財包蔵地と呼ばれ、通常

は「遺跡」と表されている。

現在、市内では約 カ所の埋蔵文化財

包蔵地の存在が明らかになっている。

文化財保護法では、周知の埋蔵文化財包

蔵地において土木工事などの事業を行う場

合には、都道府県・政令指定都市等の教育

委員会に事前の届出等を行うよう定められ

ている。届出があった場合、教育委員会に

おいてその取り扱いを協議するが、やむを

得ず遺跡を現状のまま保存できない場合に

は、事前に発掘調査を行って遺跡の記録を

残し、その経費については事業者に協力を

求めることとしている。

震災後は、被災した個人住宅や民間事業

所等の再建、復興公営住宅の建築、新たな

宅地造成等に伴うインフラ整備など、各地

 
 

第３節 歴史・文化財 

１．文化財災害復旧 
（１）概要 
教育委員会では、市内の文化財のうち重

要なものを指定し、また保存が望ましいも

のを幅広く登録している。同様に、国・県

においても文化財の指定・登録を行ってい

る。

市内に所在する指定文化財および登録文

化財の件数は、次の図表 のとおりで

ある。

（２）指定文化財および登録文化財の被災状況

および復旧状況 
今回の震災により、市内に所在する指

定・登録文化財についても大きな被害があ

った。被害状況および復旧状況については、

次の図表 のとおりである。文化財の

災害復旧のうち、国の指定文化財について

は国・県および市からの補助を受けること

ができ、所有者負担が総事業費の２割未満

で済むこともある。一方で、市の指定文化

財については県と市の補助のみとなり、所

有者が総事業費の４割程度を負担すること

となる。さらに、登録文化財および未指定

の文化財については公的な補助制度が存在

しないため、平成 年度末現在においても

復旧に着手できていないものが散見される。

教育委員会では、このような所有者に対

しては、修復への技術的助言を行うととも

に、民間助成制度の情報提供ならびに手続

き補助等の支援を行うことで、所有者の負

担軽減を図っている。

図表 指定文化財および登録文化財（発災時）

図表 指定文化財および登録文化財の被害状況および復旧状況（平成 年度末現在）

有形 無形 史跡 名勝 天然記念物

国指定

国宝（再掲） ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿

宮城県指定

仙台市指定

小計

小計

合計

国登録

仙台市登録

合計
民俗文化財 記念物

種別 有形文化財 無形文化財

修理済 修理・調整中 検討中

国指定(34)

県指定(75)

市指定(114)

小計(223)

国登録(24)

市登録(46)

小計(70)

合計(293)

登
録

指
定

修理が必要と判断される件数区分
(件数)

被害
件数

その他
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２．仙台城跡 
（１）概要 
仙台城は初代仙台藩主伊達政宗により造

営され、本市市街地西方に位置する青葉山

丘陵およびその麓の広瀬川の河岸段丘を中

心に城域が形成されている。平成９年から

始まった本丸の石垣修復工事や大広間跡の

発掘調査成果などを通して、その歴史的価

値が高まり、平成 年８月に国史跡に指定

された。

（２）被害状況および復旧状況 
今回の震災により、仙台城跡では本丸北

西、酉門、中門、清水門の各石垣、大手門

北側土塀および石垣、本丸東側崖地などが

被災した。また、この被害により、市道仙

台城跡線も通行止めとなった。

仙台城跡の災害復旧事業は、平成 年度

に着手し、本丸東側崖地を除き、平成 年

度末までに、全ての箇所で復旧が完了した。

石垣の復旧にあたっては、まず、崩落し

た石に１石ごとに番号を付け、位置を計測

した後、震災前の写真と見比べて元あった

場所を特定した。また、被災前の記録がな

い箇所では、崩落した石材の位置や、周囲

の石材との馴染み具合を一つ一つ検討しな

がら可能な限り元の位置に戻していった。

この復旧工事により、積み上げられた石材

数は約 石に及んだ。

また、石垣の復旧工事と並行して市道仙

台城跡線の復旧・改修工事も行われ、平成

年２月 日より通行が再開された。

仙台城跡の災害復旧にかかる総事業費は

約 億円の見込みである（平成 年度末

現在）。

写真 崩落した仙台城の本丸北西石垣

写真 復旧した仙台城の本丸北西石垣

３．埋蔵文化財 
（１）埋蔵文化財発掘調査とは 
埋蔵文化財とは、土地に埋蔵されている

文化財のことであり、埋蔵文化財が所在す

る場所は埋蔵文化財包蔵地と呼ばれ、通常

は「遺跡」と表されている。

現在、市内では約 カ所の埋蔵文化財

包蔵地の存在が明らかになっている。

文化財保護法では、周知の埋蔵文化財包

蔵地において土木工事などの事業を行う場

合には、都道府県・政令指定都市等の教育

委員会に事前の届出等を行うよう定められ

ている。届出があった場合、教育委員会に

おいてその取り扱いを協議するが、やむを

得ず遺跡を現状のまま保存できない場合に

は、事前に発掘調査を行って遺跡の記録を

残し、その経費については事業者に協力を

求めることとしている。

震災後は、被災した個人住宅や民間事業

所等の再建、復興公営住宅の建築、新たな

宅地造成等に伴うインフラ整備など、各地
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第４節 スポーツの力

 
１．概論

本市には、東北初のプロサッカーチーム

として平成 年からＪリーグに参戦して

いる「ベガルタ仙台」、平成 年に誕生し

たプロ野球チーム「東北楽天ゴールデンイ

ーグルス」、そして平成 年秋から始動し

た、プロバスケットチーム「仙台 （エ

イティナイナーズ）」の３つのプロスポーツ

チームがある。なお、平成 年 月、休

部となった東京電力女子サッカー部マリー

ゼ所属選手を受け入れてベガルタ仙台レデ

ィースが発足している。

震災後、選手たちはそれぞれ被災地を訪

れ、被災者を励ましただけではなく、本業

のスポーツで優勝や好成績を収め、スポー

ツを通じて、被災地に勇気を届けてくれた。

例えば、震災の年にチーム初のＪリーグ４

位、翌年にリーグ２位となったベガルタ仙

台の活躍は、当時の手倉森誠監督の「被災

地の希望の光になる」というフレーズとと

もに復興途上の市民を大きく力づけた。

また、復興支援を目的とした日本プロサ

ッカー選手によるオールスターマッチ「チ

ャリティーサッカー」が被災地の子どもた

ちを招待して開催されたほか、卓球・福原

愛選手をはじめとした世界の舞台で活躍す

るトップ選手が沿岸部の小中学校を訪問す

るなど、多くの子どもたちがスポーツの力

によって励まされた。

２．仙台国際ハーフマラソン大会

「仙台国際ハーフマラソン大会」は平成

３年３月に開催した「第１回仙台ハーフマ

ラソン大会」をきっかけとし、平成 年７

月に開催した第 回より国際大会化され、

「仙台国際ハーフマラソン大会」に改称し、

毎年５月に市内で開催しているマラソン大

会である。

平成 年５月に開催予定だった「第

回仙台国際ハーフマラソン大会」は、震災

の影響により安全な大会運営体制の確保が

困難な状況だったことから、中止に至った。

その後、全国から受けた多くの支援に感謝

の意を表し、復興に向かう元気な仙台の姿

を国内外に発信することを大会目標の１つ

に掲げ、平成 年５月に開催した「第

回仙台国際ハーフマラソン大会」は、「仙台

市民マラソン大会」と統合することで１万

人規模の大規模な大会として生まれ変わっ

た。

また、平成 年５月８日に開催予定の第

回仙台国際ハーフマラソン大会では、東

日本大震災からの復興を応援するチャリテ

ィ文化の普及を目的として、新たに「チャ

リティランナー部門」を創設し、参加者を

募集することとした。「子ども」「文化」「ス

ポーツ」の３つテーマを設け、エントリー

枠と併せて寄付を受け付ける仕組みであり、

震災などさまざまな理由で養護が必要な養

護施設入所児童の自立支援や、音楽家によ

る被災地での演奏活動などに活用すること

としている。

３．パレードの開催

宮城野区の「楽天 スタジアム宮城」

を本拠地とする「東北楽天ゴールデンイー

グルス」は、平成 年に創設された。それ

から９年後の平成 年９月に球団史上初

のリーグ優勝、そして日本シリーズで読売

ジャイアンツを破り日本一となり、東北全

体へ元気と勇気を届けた。

優勝パレードの開催にあたり、楽天イー

グルス・マイチーム協議会、仙台商工会議

所、県、本市、株式会社河北新報社、東日

本旅客鉄道株式会社仙台支社、公益財団法

人仙台観光コンベンション協会、公益財団

法人仙台青年会議所で組織した「楽天イー

グルス優勝パレード実行委員会」を立ち上

げ、個人や企業からの協賛金によって、平

成 年 月 日、市中心部を南北に走る

 
 

で多くの復旧・復興関連事業が行われたこ

とで、埋蔵文化財発掘調査は震災前をはる

かに上回る件数となっている。

特に、震災の経験を踏まえ、基礎補強の

ために従来よりも深い基礎杭工事を行う建

築が増えたことも、発掘調査件数増加の要

因のひとつとなった。

（２）震災復興民間文化財発掘調査助成事業 
埋蔵文化財包蔵地における発掘調査費用

は、個人専用住宅建築を除き事業者負担が

原則となっているが、被災した個人専用住

宅および中小企業等の再建に係る発掘調査

については、東日本大震災復興交付金（震

災復興民間文化財発掘調査助成事業）の活

用による助成が可能となっている。

平成 年度までの実績は下記のとおり

であり、助成対象総事業費は約 万円

となっている。復興の進捗により件数は減

少しているものの、平成 年度以降も継続

予定である。

図表 震災復興民間文化財発掘調査

事業実績

個人住宅 中小企業等

平成 年度 件 件

平成 年度 件 件

平成 年度 件 件

平成 年度 件 件

平成 年度 件 件

なお、教育委員会では、当該発掘調査の

成果をまとめた報告書『仙台市震災復興関

係遺跡発掘調査報告』Ⅰ・Ⅱを刊行してお

り、平成 年度までには最終刊となるⅣを

発刊する予定となっている。

 
（３）震災時の埋蔵文化財発掘調査 
震災時の埋蔵文化財発掘調査は、改めて

地域の歴史を確認したり、発見された過去

の災害の痕跡が今後の防災に生かされたり

するなど、重要な役割を果たす一方で、復

興関連事業の進捗に影響を及ぼす恐れもあ

った。

教育委員会では、復興関連事業の円滑な

推進と埋蔵文化財の適切な保護の両立を図

るため、発掘調査の実施にあたり迅速かつ

早期の着手を心掛けたほか、事業の計画段

階から協議を進め、調査面積をできるだけ

限定するなど、弾力的な運用を行った。

 
（４）野村文化財収蔵庫災害復旧 
本市では、発掘した文化財等を収蔵する

ため、市内に３カ所の収蔵庫を設置してい

る。

震災により、それら収蔵庫についても、

棚の倒壊や収蔵資料の破損・汚損といった

被害が生じた。中でも、泉区野村地区にあ

る野村文化財収蔵庫のうち、建築年月の古

い１棟が大きな被害を受けたことから、平

成 年に解体および新築工事を行い、同年

に完成した。これにより、震災前まで当該

収蔵庫に収蔵されていた遺物はもちろん、

震災復旧に伴う発掘調査で出土した大量の

遺物についても、収蔵・整理することが可

能となった。
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第４節 スポーツの力

 
１．概論

本市には、東北初のプロサッカーチーム

として平成 年からＪリーグに参戦して

いる「ベガルタ仙台」、平成 年に誕生し

たプロ野球チーム「東北楽天ゴールデンイ

ーグルス」、そして平成 年秋から始動し

た、プロバスケットチーム「仙台 （エ

イティナイナーズ）」の３つのプロスポーツ

チームがある。なお、平成 年 月、休

部となった東京電力女子サッカー部マリー

ゼ所属選手を受け入れてベガルタ仙台レデ

ィースが発足している。

震災後、選手たちはそれぞれ被災地を訪

れ、被災者を励ましただけではなく、本業

のスポーツで優勝や好成績を収め、スポー

ツを通じて、被災地に勇気を届けてくれた。

例えば、震災の年にチーム初のＪリーグ４

位、翌年にリーグ２位となったベガルタ仙

台の活躍は、当時の手倉森誠監督の「被災

地の希望の光になる」というフレーズとと

もに復興途上の市民を大きく力づけた。

また、復興支援を目的とした日本プロサ

ッカー選手によるオールスターマッチ「チ

ャリティーサッカー」が被災地の子どもた

ちを招待して開催されたほか、卓球・福原

愛選手をはじめとした世界の舞台で活躍す

るトップ選手が沿岸部の小中学校を訪問す

るなど、多くの子どもたちがスポーツの力

によって励まされた。

２．仙台国際ハーフマラソン大会

「仙台国際ハーフマラソン大会」は平成

３年３月に開催した「第１回仙台ハーフマ

ラソン大会」をきっかけとし、平成 年７

月に開催した第 回より国際大会化され、

「仙台国際ハーフマラソン大会」に改称し、

毎年５月に市内で開催しているマラソン大

会である。

平成 年５月に開催予定だった「第

回仙台国際ハーフマラソン大会」は、震災

の影響により安全な大会運営体制の確保が

困難な状況だったことから、中止に至った。

その後、全国から受けた多くの支援に感謝

の意を表し、復興に向かう元気な仙台の姿

を国内外に発信することを大会目標の１つ

に掲げ、平成 年５月に開催した「第

回仙台国際ハーフマラソン大会」は、「仙台

市民マラソン大会」と統合することで１万

人規模の大規模な大会として生まれ変わっ

た。

また、平成 年５月８日に開催予定の第

回仙台国際ハーフマラソン大会では、東

日本大震災からの復興を応援するチャリテ

ィ文化の普及を目的として、新たに「チャ

リティランナー部門」を創設し、参加者を

募集することとした。「子ども」「文化」「ス

ポーツ」の３つテーマを設け、エントリー

枠と併せて寄付を受け付ける仕組みであり、

震災などさまざまな理由で養護が必要な養

護施設入所児童の自立支援や、音楽家によ

る被災地での演奏活動などに活用すること

としている。

３．パレードの開催

宮城野区の「楽天 スタジアム宮城」

を本拠地とする「東北楽天ゴールデンイー

グルス」は、平成 年に創設された。それ

から９年後の平成 年９月に球団史上初

のリーグ優勝、そして日本シリーズで読売

ジャイアンツを破り日本一となり、東北全

体へ元気と勇気を届けた。

優勝パレードの開催にあたり、楽天イー

グルス・マイチーム協議会、仙台商工会議

所、県、本市、株式会社河北新報社、東日

本旅客鉄道株式会社仙台支社、公益財団法

人仙台観光コンベンション協会、公益財団

法人仙台青年会議所で組織した「楽天イー

グルス優勝パレード実行委員会」を立ち上

げ、個人や企業からの協賛金によって、平

成 年 月 日、市中心部を南北に走る
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月 日
日本プロサッカー選手会

「チャリティ－サッカー 」開催
観客数 人

月 日
明成高校男子バスケットボール部 第 回全国高等学校バス

ケットバール選抜大会 優勝

【平成 年】

２月 日

羽生結弦氏（フィギュアスケート）

ソチオリンピック 金メダル

４月 日 羽生結弦選手「金メダルおめでとう」パレード
仙台市観光アンバサ

ダー委嘱

５月 日 第 回仙台国際ハーフマラソン大会 開催
エントリー者数

人

月 日 日本プロサッカー選手会 「チャリティーサッカー 」開催 観客数 人

月 日
明成高校男子バスケットボール部 第 回全国高等学校バス

ケットバール選抜大会 優勝

【平成 年】

５月 日
第 回仙台国際ハーフマラソン大会 開催

エントリー者数

人

７月６日
サッカー女子日本代表

女子ワールドカップカナダ 準優勝

８月３日
明成高校男子バスケットボール部 第 回全国高等学校バス

ケットボール選手権大会 優勝

８月 日
仙台育英高等学校 硬式野球部

第 回全国高等学校野球選手権大会 準優勝

８月 日～９月

１日
ワールドカップバレーボール 仙台大会 観客数 人

月 日～

月１日
卓球女子ワールドカップ仙台大会 観客数 人

月 日
明成高校男子バスケットボール部 第 回全国高等学校バス

ケットボール選抜優勝大会 優勝

 
 

東二番丁通で約 にわたる優勝パレー

ドを開催した。パレードでは市内最大規模

となる 万４千人の観客が集まった。

また、平成 年４月 日には、ソチオ

リンピック男子フィギュアスケートで金メ

ダルを獲得した羽生結弦氏を讃え、県、本

市、宮城県スケート連盟で組織した「羽生

結弦選手「金メダルおめでとう」パレード

実行委員会」を立ち上げ、パレードを東二

番丁通で行い、約９万２千人の観客が集ま

った。

このほかにも、図表 のとおり、仙

台にゆかりのあるスポーツ選手が数多く活

躍し、被災者に勇気と元気を届けた。

図表 東日本大震災後５年間の本市における主なスポーツトピックス

年月日 概要 備考

【平成 年】

４月６日
荒川静香氏（フィギュアスケート）避難所訪問（蒲町中学校）

５月 日 福原愛氏（卓球）六郷中学校、東宮城野小学校訪問
ラケットセット、

ミニ卓球台寄贈

５月 （中止）第 回仙台国際ハーフマラソン大会

６月９日 高橋尚子氏（陸上）ほかチームニッポン市役所訪問

７月 日 プロ野球「マツダオールスターゲーム 」仙台開催 第 戦

７月 日
常盤木学園高等学校女子サッカー部 第 回全日本高等学校

女子サッカー選手権大会 優勝

８月 日
震災復興支援

日伊レジェンドマッチ「 ミラン 」 「 リーグ 選抜」

月 日
日本オリンピック委員会

「オリンピックデー・フェスタ 仙台」開催
参加者 人

月 日 日本プロサッカー選手会 「チャリティーサッカー 」開催 観客数 人

【平成 年】

２月１日
ベガルタ仙台レディース発足

３月 日 ジャパンラグビー トップリーグオールスター仙台 観客数 人

５月 日
第 回仙台国際ハーフマラソン大会 開催

※ 万人規模へリニューアルして開催

エントリー者数

人

７月 日～８月

日、８月

日 ～９月９日

■ロンドンオリンピック・パラリンピック開催

（本市関係のメダリストへ「賛辞の楯」を贈呈）

■大友愛氏（バレーボール女子 銅）

■福原愛氏（卓球女子団体 銀）

■鮫島彩氏（サッカー女子 銀）

■熊谷紗希氏（サッカー女子 銀）

■田中明日菜氏（サッカー女子 銀）

■淡路卓氏（フェンシング男子フルーレ団体 銀）

９月 日 福原愛氏（卓球）東六郷小学校、荒浜小学校訪問

月 日
ベガルタ仙台レディース プレナスチャレンジリーグ優勝（プ

レナスなでしこリーグへ昇格）

月 日 ベガルタ仙台 リーグ 位が決まる（ 出場権獲得）

月 日 日本プロサッカー選手会 「チャリティーサッカー 」開催 観客数 人

【平成 年】

１月 日

常盤木学園高等学校女子サッカー部 第 回全日本高等学校

女子サッカー選手権大会 優勝

４月 日 福原愛氏（卓球）本市訪問、県立こども病院訪問
仙台市観光アンバサ

ダー再委嘱

５月 日 第 回仙台国際ハーフマラソン大会 開催
エントリー者数

人

９月 日 東北楽天ゴールデンイーグルス パ・リーグ優勝

月３日 東北楽天ゴールデンイーグルス 日本シリーズ優勝

月 日 東北楽天ゴールデンイーグルス 優勝パレード 観客数 人
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月 日
日本プロサッカー選手会

「チャリティ－サッカー 」開催
観客数 人

月 日
明成高校男子バスケットボール部 第 回全国高等学校バス

ケットバール選抜大会 優勝

【平成 年】

２月 日

羽生結弦氏（フィギュアスケート）

ソチオリンピック 金メダル

４月 日 羽生結弦選手「金メダルおめでとう」パレード
仙台市観光アンバサ

ダー委嘱

５月 日 第 回仙台国際ハーフマラソン大会 開催
エントリー者数

人

月 日 日本プロサッカー選手会 「チャリティーサッカー 」開催 観客数 人

月 日
明成高校男子バスケットボール部 第 回全国高等学校バス

ケットバール選抜大会 優勝

【平成 年】

５月 日
第 回仙台国際ハーフマラソン大会 開催

エントリー者数

人

７月６日
サッカー女子日本代表

女子ワールドカップカナダ 準優勝

８月３日
明成高校男子バスケットボール部 第 回全国高等学校バス

ケットボール選手権大会 優勝

８月 日
仙台育英高等学校 硬式野球部

第 回全国高等学校野球選手権大会 準優勝

８月 日～９月

１日
ワールドカップバレーボール 仙台大会 観客数 人

月 日～

月１日
卓球女子ワールドカップ仙台大会 観客数 人

月 日
明成高校男子バスケットボール部 第 回全国高等学校バス

ケットボール選抜優勝大会 優勝
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